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港区総務部情報政策課

港区の情報政策



港区平和都市宣言 

 

 かけがえのない美しい地球を守り、世界の恒久平和 

を願う人びとの心は一つであり、いつまでも変わるこ 

とはありません。 

 私たちも真の平和を望みながら、文化や伝統を守り、 

生きがいに満ちたまちづくりに努めています。 

 このふれあいのある郷土、美しい大地をこれから生 

まれ育つこどもたちに伝えることは私たちの務めです。 

 私たちは、我が国が『非核三原則』を堅持すること 

を求めるとともに、ここに広く核兵器の廃絶を訴え、 

心から平和の願いをこめて港区が平和都市であること 

を宣言します。 

 

  昭和６０年８月１５日 

 

港  区   

  



はじめに 
 

区は、区民生活に関わるＩＣＴ環境の変化に迅速に対応し、電子申請の拡充やＩ

ＣＴを活用した区政情報の発信等、情報化を推進する視点から様々な取組を積極的

に進めてまいりました。 

国においては、令和２年 12 月に「自治体デジタル・トランスフォーメーション

（ＤＸ）推進計画」を策定し、重点取組事項として、自治体の情報システムの標準

化・共通化、マイナンバーカードの普及促進、行政手続のオンライン化、ＡＩ・Ｒ

ＰＡの利用推進、テレワークの推進、セキュリティ対策の徹底を掲げています。 

新型コロナウイルス感染症への対応については、２年を経過しました。この間、

社会の行動変容が進み、オンライン化、キャッシュレス化、テレワークの普及、オ

ンライン教育の実施など、デジタル・トランスフォーメーションの推進がより求め

られていることから、区は、デジタル化の急速な進展から誰一人取り残さないため

に、日常生活の中で、スマートフォンでのワクチン接種予約の操作やアプリなどの

活用を相談できる窓口の開設等、デジタルデバイドの解消に取り組んできました。 

港区情報化推進計画に基づき、施設使用料等の支払いにおけるキャッシュレス決

済の導入、東京電子自治体共同運営サービス及びマイナポータルを利用した電子申

請の拡充、テレワークでの勤務、遠隔授業、ウェブ会議など、ＩＣＴを活用した区

政運営に取り組むとともに、住民記録システムをはじめとした自治体の情報システ

ムの標準化に向け、関連部署による検討部会を設置し準備を進めています。 

情報公開制度は、区民の知る権利を保障し、公正で開かれた区政の推進を図るた

めのものです。区政を知るための有効な手段の一つとして、活用されています。 

また、区が保有する区民等の個人情報を保護することにより、基本的人権を擁護

するとともに、信頼される区政の実現を図るため、「港区個人情報保護条例」及び

「港区個人番号の利用並びに特定個人情報の保護及び提供に関する条例」に基づき、

個人情報の保護、個人番号の利用及び特定個人情報（個人番号を含む個人情報）の

提供と保護について、適正に運用しています。 

本冊子は、港区の情報システムの概要、情報公開制度及び個人情報保護制度の運

用状況をまとめたものです。ＩＣＴの利便性を生かし、区民一人ひとりの幸福に資

する「誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化」を進め、快適な区民生活を実

現していくための一助として、活用いただければ幸いです。 

 

 令和４年８月 

港区総務部情報政策課 
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１ 港区情報化推進計画 

 

区民生活に関わるＩＣＴ（情報通信技術）環境の変化に的確に対応するとともに、区の

総合計画である「港区基本計画」で示された目標の実現に向けて、情報化の視点から施策

の方向性を示す個別計画として「港区情報化推進計画（令和３（2021）年度～令和８（2026）

年度）」を令和３（2021）年３月に策定しました。 

 

（１）計画の位置付け 

港区情報化推進計画は、港区基本計画を上位計画とした、区の情報化を推進するための

個別計画です。他の関連する個別計画の情報化に関する事業や、前計画からの継続事業を

反映した内容となっています。 

さらに、本計画は行政手続のオンライン化やオープンデータの推進、マイナンバーカー

ドの普及・活用など、官民データの活用により行政事務の簡素化や区民サービスの向上な

どの効果が期待されることから、官民データ活用推進基本法（平成 28 年法律第 103 号）

第９条に規定する、市町村官民データ活用推進計画として位置付けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＩＣＴをめぐる外部環境に対応

各個別計画の情報化

に関する事業を反映 

関連する内容を反映 前計画から継続する 
事業を反映 

港区情報化推進計画 

【港区官民データ活用推進計画】 
（令和３年度～令和８年度） 

港区基本計画 

（上位計画） 

関連する個別計画 

ＩＣＴをめぐる外部環境 

社会情勢、国や東京都の情報化に関する動向 

港区情報化計画 

【改定版】 
（平成 30 年度～令和２年度） 
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（２）計画の期間 

港区情報化推進計画は、令和３（2021）年度を初年度とする令和８（2026）年度までの６

か年計画です。３年目の令和５(2023)年度に計画の内容の見直しを予定しています。 

 
 

（３）計画策定の背景 

港区基本計画の「めざすまちの姿」である「誰もが住みやすく、地域に愛着と誇りを持

てるまち・港区」の実現に向け、情報化の視点から施策の方向性として、次の４つを情報

化指針として掲げます。 

 

情報化指針１：区民サービス向上のための情報化の推進 

施策  （１）「新しい生活様式」に対応した質の高い行政サービスの実現 

（２）ＡＩ等の先端技術を活用した区民サービスの向上 

（３）子どもたちの創造性を育む教育ＩＣＴ環境の実現 

情報化指針２：情報発信と協働促進に向けた情報化の推進 

施策  （１）区民一人ひとりとのコミュニケーションの向上 

（２）産学官連携の推進 

（３）官民データ活用の推進 

情報化指針３：効率的な区政運営のための情報化の推進 

施策  （１）デジタル社会に向けたデータ利活用の推進 

（２）利便性の高い区民生活を実現する第５世代移動通信システム（５Ｇ）の通

信基盤整備 

（３）働きやすい職場づくりに向けた業務効率化・適正化の推進 

情報化指針４：信頼される情報化の推進 

施策  （１）ＩＣＴリテラシーの向上 

（２）強靭な情報セキュリティ確保のための基盤・体制整備 
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（４）取組一覧 

 

1 行政手続のオンライン化（継続）

2 キャッシュレス決済の推進（新規）

3 ＩＣＴを活用した手続案内と窓口の実現（継続）

4 イベントや相談等のオンライン活用（新規）

5 福祉相談の強化（新規）

6 ＡＩ・ＩｏＴを活用した区民サービスの提供（継続）

7 子育て支援に関する情報発信の充実（新規）

8 廃棄物処理に関する各種手続のＩＣＴ化（新規）

9 先端技術を活用した区有施設の省エネルギー化（新規）

10 港区版ＭａａＳの検討（新規）

11 ＩＣＴを活用した広聴手法の充実（新規）

12 災害時におけるＩＣＴの活用（新規）

13 区民と協働した道路管理（新規）

14 学校の情報化の推進（継続）

15 図書館サービスの推進（継続）

16 自然・歴史文化資源のデジタル形式の保存と公開（継続）

17 デジタルサイネージを活用した区政情報の発信（継続）

18 デジタルを活用した観光情報の発信（継続）

19 ＡＩを活用した情報発信（新規）

20 区政情報のプッシュ型配信（新規）

21 障害者バリアフリー推進事業（新規）

22 子どもが相談しやすい体制の充実（新規）

23 子育て情報提供の充実（新規）

24 ＭＩＮＡＴＯ ５Ｇ カンファレンス（新規）

25 ＩＣＴパートナーシップ（継続）

26 全国連携の推進（新規）

3 官民データ活用の推進 27 オープンデータ活用の推進（継続）

28 行政情報分析基盤の活用（新規）

29 財政運営の透明化（継続）

2
利便性の高い区民生活を実現する第５
世代移動通信システム（５Ｇ）の通信
基盤整備

30 利便性の高い区民生活を実現する５Ｇの通信基盤整備（新規）

31 ＲＰＡ等のＩＣＴを活用した業務効率化の推進（継続）

32 テレワークの推進（新規）

33 庁内業務のＩＣＴ化の推進（継続）

34 システムの標準化・クラウド化の検討（新規）

35 ＩＣＴリテラシー向上による人材育成（継続）

36 情報セキュリティ知識の周知・徹底（継続）

37 情報セキュリティ監査（継続）

38 情報セキュリティインシデント発⽣時のＣＳＩＲＴの運� （継続）

39 ＡＩ等最新の情報セキュリティ技術の検討（継続）

3
働きやすい職場づくりに向けた業務効
率化・適正化の推進

2 産学官連携の推進

3
効率的な区政運営
のための情報化の
推進

1
デジタル社会に向けたデータ利活用の
推進

2
情報発信と協働促
進に向けた情報化
の推進

1
区民一人ひとりとのコミュニケーショ
ンの向上

4
信頼される情報化
の推進

1 ＩＣＴリテラシーの向上

2
強靭な情報セキュリティ確保のための
基盤・体制整備

取 組

1
区民サービス向上
のための情報化の
推進

1
「新しい生活様式」に対応した質の高
い行政サービスの実現

3

ＡＩ等の先端技術を活用した区民サー
ビスの向上

子どもたちの創造性を育む教育ＩＣＴ
環境の実現

2

情報化指針 施 策

用
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３ 情報システムのあゆみ 

 
年 月 機 器 関 係 業 務 関 係 組 織 関 係 決 定 等 

昭和 39 年度  

５月 

  

 

  企画室計数準備係設

置(３名) 

  

     ﾊﾟﾝﾁ･ｵﾍﾟﾚｰﾀ等の配

属(19 名) 

  

昭和 40 年度  

４月 

    総務部電子計算課発

足(23 名) 

  

７月 IBM1440(8KB)導入       

８月   普通徴収課税電算処理開始     

10 月   給与・特別徴収課税電算処理開

始 

    

  ３月   国民健康保険料賦課業務電算

処理開始 

    

昭和 41 年度  

３月 

  

  

軽自動車税課税電算処理開始     

昭和 42 年度  

２月 

      情報ｼｽﾃﾑ小委員会発

足 

昭和 44 年度  

４月 

  せん孔業務全面委託開始     

７月   住民記録ｼｽﾃﾑ化開発作業開始 ﾊﾟﾝﾁ･ｵﾍﾟﾚｰﾀ配転(19

名) 

  

12 月 IBM360-20(24KB)導入       

昭和 45 年度  

８月 

  住民記録ﾏｽﾀｰ完成 要員１名配属(20名)   

９月     要員３名配属(23名)   

12 月   

 

教育委員会業務電算処理開始 要員３名配属(26名)   

昭和 46 年度  

４月 

  

 

選挙管理委員会業務電算処理

開始 

要員４名配属(30名)   

10 月   

 

拠出年金・福祉年金電算処理開

始 

    

昭和 47 年度  

４月 

  保育業務電算処理開始     

  ３月   

 

事業所統計業務電算処理開始     

昭和 49 年度  

６月 

  住宅統計業務電算処理開始     

11 月 IBM370-125(128KB) 導

入 

      

昭和 50 年度  

４月 

  

 

保育料消込み業務電算処理開

始 

    

９月   

 

職員健康診断業務電算処理開

始 

    

昭和 51 年度  

４月 

  

 

中小企業融資業務電算処理開

始 

    

６月       ﾃﾞｰﾀ保護等の研究会

発足 

７月   商業統計業務電算処理開始     

10 月   

 

住民情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化         

（月３回更新) 

 

    

11 月   

 

    電子計算組織の効率

的活用について 
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年 月 機 器 関 係 業 務 関 係 組 織 関 係 決 定 等 

昭和 51 年度

１月 

  工業統計業務電算処理開始     

３月       電子計算組織運営要

綱制定 

昭和 52 年度

７月 

IBM370-125Ⅱ (256KB)

導入 

  

  課内体制整備(縦割

→横割)主査 

  

  １月       磁気ﾌｧｲﾙ保管要領制

定 

昭和 53 年度

12 月 

  

 

住民情報検索業務電算処理開

始 

    

昭和 54 年度  

４月 

IBM370-125Ⅱ (512KB)

導入 

      

７月   

 

    情報表示装置の管理

及び使用に関する基

準制定 

昭和 55 年度  

４月 

  

 

物品管理・用品管理業務電算処

理開始 

    

９月 IBM4341-K01(2MB) 導

入 

      

昭和 56 年度  

４月 

  

 

国民健康保険料収納業務電算

処理開始 

    

10 月     要員 1名配属(31名)   

昭和 57 年度  

４月 

IBM4341-L01(4MB) 導

入 

 

軽自動車税課税電算処理改定     

６月   

 

国民健康保険料賦課業務電算

処理改定 

    

昭和 58 年度  

５月 

      仮庁舎へ移転 

７月   

 

  課内体制整備(縦割

→横割)体制※部門

別担当係割 

  

  ３月   

 

    せん孔業務委託契約

先におけるﾃﾞｰﾀ管理

状況等監督要領制定 

昭和 59 年度

５月 

  

 

    電算機室入退出管理

要領制定 

12 月   

 

    港区情報処理の基本

的考え方制定 

  １月   

 

課税ｼｽﾃﾑ稼動(改定ｶﾅﾊﾞｯﾁ)   漢字ｵﾝﾗｲﾝ･窓口改善

協議会設置(第１次) 

昭和 60 年度

４月 

IBM4341-L11(4MB) 導

入 

国民健康保険退職者医療ｼｽﾃﾑ

稼動 

    

昭和 61 年度  

３月 

IBM4381-M11(8MB) 導

入 

    新庁舎開設 

昭和 62 年度

７月 

  

 

    総合行政情報ｼｽﾃﾑの

考え方制定 

  １月   

 

    漢字ｵﾝﾗｲﾝ･窓口改善

協議会設置(第２次) 

昭和 63 年度

10 月 

  

 

    港区電子計算機処理

に係る個人情報保護

に関する条例制定 

平成元年度 

４月 

IBM4381-P21(16MB) 導

入 

    港区個人情報保護運

営審議会設置 
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年 月 機 器 関 係 業 務 関 係 組 織 関 係 決 定 等 

平成元年度

６月 

  納税(普徴)収納ｼｽﾃﾑ稼動     

８月   

 

    区民部窓口事務開発

推進検討会設置    

VDT 作業に伴う労働衛

生管理基準制定 

平成２年度 

４月 

  

 

    ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｽﾃﾑ検討委員

会設置 

６月   

 

    区民部窓口事務改善  

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ設置 

   １月   

 

住民記録ｵﾝﾗｲﾝｼｽﾃﾑ開発委託     

平成３年度

４月 

IBM9121-190(64MB)  

２台導入 

      

５月     課内組織検討会設置   

平成４年度  

４月 

  

 

  OA 推進主査を新設・

総務部電子計算課を

企画部情報ｼｽﾃﾑ課に

(30 名) 

  

６月   

 

    電子計算組織運営要

綱改正        

税務ｼｽﾃﾑ開発のﾌﾟﾛｼﾞ

ｪｸﾄﾁｰﾑ設置      

ｼｽﾃﾑ検討会の設置 

７月   

 

住民基本台帳・印鑑登録事務漢

字ｵﾝﾗｲﾝｼｽﾃﾑ稼動 

  

 

  

   ８月   

 

住民基本情報利用課の閲覧用

端末機設置 

   

  10 月   

  

 

税務漢字ｵﾝﾗｲﾝｼｽﾃﾑの開発業務

委託 

乳幼児医療費助成ｼｽﾃﾑの開発

委託 

  

  

  

  

12 月   

 

    港区電子計算機処理

に係る個人情報保護

に関する条例廃止 

   １月   

 

乳幼児医療費助成ｼｽﾃﾑ稼動   東京都港区個人情報

保護条例施行 

平成５年度

11 月 

     財務会計ｼｽﾃﾑ研究会

設置 

   １月   

 

    電子計算組織運営要

綱等廃止 

２月 IBM9121-511 １台導

入     

IBM9121-190 １台と

併用 

    東京都港区電子計算

組織及び OA 機器管理

運営要綱制定 

平成６年度

４月 

 

  

  

税務漢字ｵﾝﾗｲﾝｼｽﾃﾑ稼動 

税務資料光ﾌｧｲﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ稼動 

  

  

  

  

平成７年度  

４月 

    要員１名減員(29名)   

平成８年度  

４月 

  

 

私立幼稚園補助金ｼｽﾃﾑ稼動 課内事務改善ﾌﾟﾛｼﾞｪ

ｸﾄﾁｰﾑ設置 区政情

報担当課を統合（区

政情報主査） 

港区情報化指針策定 

７月   

 

    港区ｼｽﾃﾑｱｾｽﾒﾝﾄ実施

要綱制定 
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年 月 機 器 関 係 業 務 関 係 組 織 関 係 決 定 等 

 平成８年度

２月 

IBM2003-115 １台導

入 

IBM9121-511 １台と

併用 

  

 

    

平成９年度

４月 

    要員３名減員(26名)   

６月   国民年金ｼｽﾃﾑの開発委託    

国民健康保険ｼｽﾃﾑの開発委託 

  国民年金ｼｽﾃﾑ開発ﾌﾟﾛ

ｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ発足 

  １月 IBM2003-125 1 台導入 

IBM2003-115 1 台と併

用 

      

平成 10 年度

４月 

    区政情報課に組織改

正(29 名・課長除く) 

介護保険ｼｽﾃﾑ開発主

査、財務会計ｼｽﾃﾑ開

発主査新設、OA 推進

主査を情報化推進主

査に、区政情報主査

を情報公開主査に改

称 

  

５月       国民健康保険ｼｽﾃﾑﾌﾟﾛ

ｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ発足 

10 月 

 

  

  

介護保険事務処理ｼｽﾃﾑの開発

委託 

  

  

財務会計ｼｽﾃﾑ検討会

設置 

介護保険事務処理ｼｽﾃ

ﾑ開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ発

足 

12 月     桜川開発室設置   

  １月   ﾊﾟｿｺﾝ全庁導入（本庁舎）     

平成 11 年度

４月 

    要員２名配属(31名・

課長除く）ｼｽﾃﾑ開発

主査をｼｽﾃﾑ開発担当

係長に、情報化推進

主査を情報化推進担

当係長に、情報公開

主査を情報公開担当

係長に改称 

  

７月   

 

国民年金ｼｽﾃﾑ稼動 

ﾊﾟｿｺﾝ全庁導入（本庁舎、各施

設） 

  財務会計ｼｽﾃﾑﾌﾟﾛｼﾞｪｸ

ﾄﾁｰﾑ発足 

港区情報化計画策定 

10 月   介護保険事務処理ｼｽﾃﾑ（資格

系、認定系）稼動 

    

12 月   国民健康保険ｼｽﾃﾑ(例月)稼動     

  ２月 IBM2003-237 1 台導入

IBM2003-125 1 台と併

用 

      

  ３月   

 

国民健康保険ｼｽﾃﾑ(当初賦課)

稼動 

庁内ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄ WEB ｻｰﾊﾞ導入 

  区政情報課業務外部

委託検討委員会発足 

平成 12 年度

４月 

  

 

介護保険事務処理ｼｽﾃﾑ（給付

系）稼動 

要員３名減員(28名・

課長除く） 

  

７月   

 

介護保険事務処理ｼｽﾃﾑ（賦課

系）、国民健康保険(本賦課)ｼｽ

ﾃﾑ稼動 
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年 月 機 器 関 係 業 務 関 係 組 織 関 係 決 定 等 

平成 12 年度

９月 

  

 

内部情報系ﾈｯﾄﾜｰｸ運用開始 

財務会計ｼｽﾃﾑ（予算系）稼動 

ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ導入 

    

10 月  介護保険事務処理ｼｽﾃﾑ（収納

系）稼動 

  情報ｼｽﾃﾑ保守・適用

業務の外部委託検討

報告 

11 月   税務資料光ﾌｧｲﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ更新     

  ２月   財務会計ｼｽﾃﾑ（契約系）稼動     

平成 13 年度

４月 

IBM7060-H30 1 台導

入 

IBM2003-237 1 台と

併用 

財務会計ｼｽﾃﾑ（執行系）稼動 

住民基本台帳ﾈｯﾄﾜｰｸ開発委託 

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ委託  

住民記録ｼｽﾃﾑ等保守運用委託 

要員1名減員(27名・

課長除く） 

ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ研究会発足 

11 月   ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾟｿｺﾝ各部導入     

  ３月       ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ調査研究報

告 

平成 14 年度

４月 

  

 

財務会計ｼｽﾃﾑ（決算系）稼動 

情報処理ｼｽﾃﾑの管理運用業務

委託 

要員８名減員(19名・

課長除く) 

情報処理係、ｼｽﾃﾑ開

発担当、情報化推進

担当を情報政策担当

に改称 

  

５月   

 

    文書管理ｼｽﾃﾑ等検討

部会発足 

ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ導入開発ﾌﾟ

ﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ発足 

７月 ESCON 入替       

８月   

 

住民基本台帳ﾈｯﾄﾜｰｸ第一次稼

動 

  ｾｷｭﾘﾃｨ基準策定 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用基準策定 

  １月 ﾒﾃﾞｨｱｺﾝﾊﾞｰﾀ導入       

２月 ｵｰﾌﾟﾝﾘｰﾙﾃｰﾌﾟ装置撤

去 

     

３月   ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続環境構築 

ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ稼動 

  港区情報化計画（改定

版）策定 

平成 15 年度

４月 

  ｼｽﾃﾑｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ委託 要員 1名減員(18名・

課長除く） 

  

５月   一人一台 PC 整備開始     

７月   

  

火災予兆ｼｽﾃﾑ導入 

財務会計ｼｽﾃﾑﾒﾀﾌﾚｰﾑ化 

    

８月   

 

住民基本台帳ﾈｯﾄﾜｰｸ第二次稼

動 

総合行政ﾈｯﾄﾜｰｸ（LGWAN）接続 

入退室管理ｼｽﾃﾑ導入 

  港区情報安全対策指

針策定 

  ９月 ESS 導入 

PRT4100 導入 

3745→CPA 変更 

      

12 月  情報処理ｼｽﾃﾑｱｸｾｽﾛｸﾞ取得   

  ３月 ﾈｯﾄﾜｰｸ機器二重化 ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ拡張   

平成 16 年度

４月 

 統合型地理情報ｼｽﾃﾑ（GIS）稼動   

  ８月       文書作成用 PCの OS更

新検討会発足 
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年 月 機 器 関 係 業 務 関 係 組 織 関 係 決 定 等 

平成 16 年度  

１月 

 

本番機（IBM2066-

OX2）１台導入 

電子申請ｻｰﾋﾞｽ開始  

  

  

  

２月 

 

内部情報系ﾄﾞﾒｲﾝｺﾝﾄﾛ

ｰﾗ１台導入 

みなと Web ｻｰﾊﾞ 1 台

導入 

  

  

  

  

  

  

３月 

 

内部情報系ﾈｯﾄﾜｰｸ監

視装置１台導入 

内部情報系ﾈｯﾄﾜｰｸ本庁舎・本

庁舎外施設間光ﾈｯﾄﾜｰｸ化 

文書作成用 PC の OS 更新ﾊﾟｲﾛｯ

ﾄﾃｽﾄ 

  

  

  

  

平成 17 年度

４月 

      ﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭｰﾀ ZOS 更新

検討会発足 

電算組織検討会議発

足 

港区情報安全対策指

針改定 

７月 内部情報系ｻﾌﾞﾄﾞﾒｲﾝｺ

ﾝﾄﾛｰﾗ４台導入 

文書作成用 PC の OS 更新開始     

８月 

 

  

  

本庁舎ﾎｽﾄﾈｯﾄﾜｰｸ更新（FDDI→

ｲｰｻﾈｯﾄ化） 

自動交付機連携開始 

  

  

  

  

10 月  ﾀｳﾝﾎﾟｰﾄ（自動交付機）ｻｰﾋﾞｽ

開始 

  

11 月   ﾎｽﾄｺﾝﾋﾟｭｰﾀ ZOS 更新     

  ３月 

 

  職員ﾎﾟｰﾀﾙ機器二重化   港区次期行政情報ｼｽﾃ

ﾑ構築に向けての基本

方針策定 

港区情報安全対策指

針改定 

平成 18 年度

４月 

 

  

  

  

  

要員 1名減員（17

名・課長除く）情報

公開担当を個人情報

保護・情報公開担当

に改称 

  

  

７月 ﾃｰﾌﾟﾗｲﾌﾞﾗﾘ装置更新     新公会計制度研究ﾌﾟﾛ

ｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ･ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰ

ﾌﾟ発足 

８月   本庁舎ﾎｽﾄﾈｯﾄﾜｰｸ（幹線）更新

（ｲｰｻﾈｯﾄ化） 

    

９月 ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ外付ﾃﾞｨｽｸ増

設 

      

10 月   財務会計ｼｽﾃﾑ DB ｻｰﾊﾞ二重化     

  ２月 

 

 

  

 

 

ﾀｳﾝﾎﾟｰﾄ（自動交付機）外国人

ｻｰﾋﾞｽ開始 

文書作成用 PC の OS 更新終了 

  

 

  

  

  

 ３月   公有財産ｼｽﾃﾑ稼動   

平成 19 年度

４月 

  要員 1名増員（18

名・課長除く） 

港区情報安全対策指

針改定 

５月 ﾎｽﾄﾌﾟﾘﾝﾀ導入、税務

課・介護保険担当ﾊﾞｰ

ｺｰﾄﾞ用ﾌﾟﾘﾝﾀ導入 

ﾎｽﾄ磁気ﾃｰﾌﾟ装置導入 

 

 

 

本庁舎・本庁舎外施設間ﾈｯﾄﾜｰ

ｸ（内部情報系）ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ回線

整備 
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年 月 機 器 関 係 業 務 関 係 組 織 関 係 決 定 等 

平成 19 年度

６月 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｼｽﾃﾑ機器

導入（ｱｸﾃｨﾌﾞﾃﾞｨﾚｸﾄﾘ

ｨ、URL ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞｻｰ

ﾊﾞ、ﾌｧｲｱｳｫｰﾙ） 

ﾎｽﾄﾈｯﾄﾜｰｸ機器監視ｻｰ

ﾊﾞ・自動交付機ﾃﾞｰﾀ

転送監視ｻｰﾊﾞ導入 

    港区情報安全対策指

針改定 

８月 ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ増強機器導

入（外付けﾃﾞｨｽｸｱﾚｲ

装置、ｻｰﾊﾞ、ﾊﾞｯｸｱｯ

ﾌﾟ装置） 

財務会計ｼｽﾃﾑ用 AP ｻｰ

ﾊﾞ２台増設 

ﾎｽﾄﾈｯﾄﾜｰｸ機器監視ｻｰﾊﾞ・自動

交付機ﾃﾞｰﾀ転送の監視開始 

    

 11 月 住基ﾈｯﾄ機器の更改 

(ｻｰﾊﾞ・端末等) 

   

12 月    港区次期行政情報ｼｽﾃ

ﾑ整備方針策定 

 １月 LGWAN 機器冗長化 後期高齢者医療保険料ｼｽﾃﾑと

の連携開始 

(住記情報・外国人情報) 

 

 

 

 

３月   後期高齢者医療ｼｽﾃﾑより被保

険者情報の取込み開始 

    

平成 20 年度

４月 

  要員 1名増員（19

名・課長除く） 

 

５月 ﾎｽﾄ代替機導入    

 ７月   
 

港区次期行政情報ｼｽﾃ

ﾑ整備ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開始 

    ９月 
 

全管理職にｲﾝﾀｰﾈｯﾄ端末を配備 
  

 ３月   ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ機器二重化   港区情報化計画（平

成 21～26 年度）策定 

平成 21 年度

４月 
  

要員２名増員（21

名・課長除く） 

 

 ８月 財務会計ｼｽﾃﾑ用 AP ｻｰ

ﾊﾞ４台更新 

ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ事業者ｻｰﾋﾞｽ利用開始 
  

 ９月 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｼｽﾃﾑ 

運用管理ｻｰﾊﾞ更新 

 

 
  

11 月 内部情報系ﾒｲﾝｽｲｯﾁ

(副系)更新 
   

12 月 ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ機器更新（ｻ

ｰﾊﾞ、外付けﾃﾞｨｽｸｱﾚｲ

装置、ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ装

置） 

統合型地理情報ｼｽﾃﾑ（GIS）更

新 

 

 

  

 １月 
 

次期行政情報ｼｽﾃﾑ用ﾈｯﾄﾜｰｸｻｰ

ﾋﾞｽ開始 

次期行政情報ｼｽﾃﾑ共通基盤運

用開始 

 

 

 ２月 財務会計ｼｽﾃﾑ 

新ｻｰﾊﾞ導入 

   

 ３月 複合機一時保存ｻｰﾊﾞ

更新 

Web ﾒｰﾙｼｽﾃﾑ導入 

  港区情報安全対策指

針改定 

平成 22 年度

４月 

 第２期電子申請ｻｰﾋﾞｽ開始 

 

 港区情報安全対策指

針改定 

５月  第２期電子調達ｻｰﾋﾞｽ開始   

 ９月  財務会計ｼｽﾃﾑ（予算系）更新   
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年 月 機 器 関 係 業 務 関 係 組 織 関 係 決 定 等 

平成 22 年度 

11 月 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｼｽﾃﾑ機器

更新（負荷分散装

置、ﾌｧｲｱｳｫｰﾙ） 

   

１月 LGWAN ｱｸｾｽ回線切替 

 

財務会計ｼｽﾃﾑ（契約系）更新   

２月 みなと Web ｻｰﾊﾞ更新 

ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ機器(ｽｲｯﾁ)

更新 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｼｽﾃﾑ機器

更新 

ｾｷｭﾘﾃｨ管理ｻｰﾊﾞ更新 

   

 ３月 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｼｽﾃﾑ機器

導入（資産管理ｻｰﾊﾞ） 

財務会計ｼｽﾃﾑ（執行系）更新   

平成 23 年度

９月 

内部情報系ﾈｯﾄﾜｰｸ監

視装置機器更新 

介護保険ｼｽﾃﾑ稼動   

１月  税務ｼｽﾃﾑ稼動 

住民記録ｼｽﾃﾑ稼動 

国保・年金ｼｽﾃﾑ稼動 

財務会計電子決裁連携 

  

３月 内部情報系ﾄﾞﾒｲﾝｺﾝﾄﾛ

ｰﾗ機器更新 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｼｽﾃﾑ機器

更新（ﾌｧｲｱｳｫｰﾙ） 

職員ﾎﾟｰﾀﾙ更新 

ﾎｽﾄｼｽﾃﾑ撤去 

財務会計ｼｽﾃﾑ（決算系）更新 

 港区情報化計画改定 

平成 24 年度

４月 

  要員２名減員（19名・

課長除く） 

 

  ５月    港区情報ｼｽﾃﾑ管理検

討委員会設置要綱制

定 

港区情報安全対策指

針改定 

 11 月 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｼｽﾃﾑ用ﾄﾞ

ﾒｲﾝｺﾝﾄﾛｰﾗ機器更新 

   

２月 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｼｽﾃﾑ用

URL ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞｻｰﾊﾞ機器

更新 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾟｿｺﾝ更新（管理職用、

各課共用） 

  

３月 複合機一時保存ｻｰﾊﾞ

更新 

LGWAN 関連ｻｰﾊﾞ更新 

   

平成 25 年度

４月 

  情報政策監（CIO補佐

官）設置 

要員２名減員（17名・

課長・情報政策監除

く） 

 

  ７月  施設予約ｼｽﾃﾑ稼動   

９月 本庁ﾌｧｲｱｳｫｰﾙ導入    

11 月 住基ﾈｯﾄ機器の更改 

(ｻｰﾊﾞ・端末等) 

   

 12 月 住基ﾈｯﾄ用生体認証機

導入 

住基ﾈｯﾄ ﾛｸﾞｲﾝ方法変更（生体

認証導入） 

  

 ２月 ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ用負荷分散

装置、ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ装置更

新 

   

３月 LGWAN 接続ﾙｰﾀ設置 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀﾙｰﾑへの各課ｻ

ｰﾊﾞ移設（16 ｼｽﾃﾑ） 
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年 月 機 器 関 係 業 務 関 係 組 織 関 係 決 定 等 

平成 26 年度

４月 

  要員 1名増員（18名・

課長・情報政策監除

く） 

 

７月 内部情報系ｼｽﾃﾑ仮想

化基盤導入 

 

 

  

９月 行政情報ｼｽﾃﾑ仮想化

基盤導入 

   

 11 月  文書作成用 PC の OS 更新開始   

12 月  ﾌｧｲﾙｻｰﾊﾞ再構築   

 ３月  ｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ(職員ﾎﾟｰﾀﾙを統合)

更新 

Web 閲覧環境整備 

 港区情報化計画（平

成 27（2015）年度～

平成 32（2020）年

度）策定 

平成 27 年度 

４月 

  要員１名増員（19名・

課長・情報政策監除

く） 

 

10 月  統合型地理情報ｼｽﾃﾑ（GIS）更新   

１月 行政情報ｼｽﾃﾑの仮想

化基盤への移行、個

人番号利用事務開始

に伴うｼｽﾃﾑ対応・住

基ﾈｯﾄ利用開始 

文書作成用 PC の OS 更新終了 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｼｽﾃﾑ更新 

会議ｼｽﾃﾑ稼動 

個人番号利用事務開始 

  

平成 28 年度

４月 

  情報政策課に組織改

正 

ICT 推進担当を新設 

要員1名増員（20名・

課長・情報政策監除

く） 

港区情報安全対策指

針改定 

 ６月  ｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀ公開開始   

７月  汎用台帳ｼｽﾃﾑ稼動   

 ９月 Minato City Wi-Fi ｻｰ

ﾋﾞｽ開始 

   

２月  港区政 70 周年 港区ｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰ

ﾀｱﾌﾟﾘｺﾝﾃｽﾄ開催 

  

平成 29 年度

７月 

 社会保障・税番号制度に伴う情

報連携試行運用開始 

ﾃﾚﾋﾞ会議ｼｽﾃﾑ稼動 

  

10 月    港区行政手続等にお

ける情報通信の技術

の利用に関する条例

制定 

11 月  社会保障・税番号制度に伴う情

報連携の本格運用開始 

ﾏｲﾅﾎﾟｰﾀﾙ及び子育てﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰ

ﾋﾞｽの本格運用開始 

RPA 実証実験 

  

２月  RPA 本格導入   

３月 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｼｽﾃﾑ機器

更新 

内部情報系ﾈｯﾄﾜｰｸ機

器更新 

  港区情報化計画(平成

30(2018)年度～平成

32(2020)年度）改定 

平成 30 年度

５月 

 議事録自動作成支援ﾂｰﾙ本格導

入 

  

６月 施設予約ｼｽﾃﾑ機器更

新 
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年 月 機 器 関 係 業 務 関 係 組 織 関 係 決 定 等 

平成 30 年度 

８月 

 第４次総合行政ﾈｯﾄﾜｰｸ稼動   

９月  e ﾗｰﾆﾝｸﾞｼｽﾃﾑ更新 

AI-OCR 本格導入 

  

１月 内部情報系ﾒｲﾝｽｲｯﾁ更

新 

   

２月 本庁ﾌｧｲｱｳｫｰﾙ更新    

平成 31 年度

４月 

   港区情報安全対策指

針改定 

令和元年度

７月 

行政情報ｼｽﾃﾑ仮想化

基盤ｸﾗｳﾄﾞ移行 

ﾃﾚﾜｰｸ端末試行開始   

12 月  ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ PC の OS 更新及び無線

化開始 

  

１月  文書作成用PCの OS更新及び無

線化開始 

  

２月  港区ｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀｱﾌﾟﾘｺﾝﾃｽﾄ開催   

３月  文書作成用 PC の OS 更新終了 

統合ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝﾂｰﾙ稼動 

ｾｷｭｱﾌﾟﾘﾝﾄｼｽﾃﾑ導入開始 

  

令和２年度

４月 

 ﾃﾚﾜｰｸ端末本格導入  港区情報安全対策指

針改定 

11 月 内部情報系ｼｽﾃﾑ仮想

化基盤ｸﾗｳﾄﾞ移行 

   

12 月  区民課証明書発行手数料支払

いにおけるｷｬｯｼｭﾚｽ決済の導入 

  

３月 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ PC の OS 更新 区民課、税務課証明書発行にお

ける決済機能付き電子申請の

導入 

 情報化推進計画（令

和３年度～令和８年

度）策定 

令和３年度

４月 

   港区情報安全対策指

針改定 

６月  施設使用料のｷｬｯｼｭﾚｽ決済の導

入 

  

１月  財務会計ｼｽﾃﾑ更新 

行政情報端末更新（仮想ﾃﾞｽｸﾄ

ｯﾌﾟ導入） 

  

令和４年度

４月 

AD ｻｰﾊﾞ更新 

 

 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ推進担当課長

を新設 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ推進担当を新

設 

要員（20 名・課長・

担当課長・情報政策

監除く） 
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４ パソコン・プリンタの設置状況 

 

 

令和４年４月１日現在 

区分 内訳 台数 

ノートパソコン（レノボ ThinkPad T590） 配備 3,572 

予備等 108 

小計 3,680 

プリンタ（京セラ） 配備（内部情報系） 247 

配備（行政情報） 35 

予備等 2 

小計 284 

プリンタ（富士ゼロックス） 配備 71 

予備等 3 

小計 74 

プリンタ（EPSON） 配備 74 

予備等 0 

小計 74 
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５ 主な情報システムの概要 
令和４年４月１日現在 

システム番号 

情報システム名 

（導入年月） 
主管課 システムの概要 

006 

福祉総合システム 

（平成 23 年９月） 
保健福祉課 

課単位で行われている福祉サービスの情報を統合的

に管理し、区民にサービスを迅速、的確、かつ効率的

に提供 

共通管理／高齢者福祉／障害者福祉／保育（子ども・

子育て）／児童福祉／生活保護／資金貸付で構成 

012 

住宅管理システム 

（平成 21 年４月） 
住宅課 

区民向け住宅及び住宅駐車場使用者の入退去、使用

料等の管理 

016 

公害総合情報システ

ム 

（平成 17 年４月） 

環境課 
環境関連法令に基づき提出された、工場、指定作業

場、特定施設、特定建設作業、石綿除去等工事等の届

出情報の管理 

017 

環境監視システム 

（平成 15 年４月） 
環境課 

大気汚染の状況を把握するため、環境総合測定局で

測定された大気汚染物質濃度などの各種データのオ

ンラインによる収集・管理 

022 

防災行政無線移動系

システム 

（昭和 56 年４月） 

防災課 

災害時における、関係防災機関相互の通信連絡 

無線基地局、中継局、移動局を運営し、260ＭＨｚ及

び 18ＧＨｚ防災行政無線の運用管理 

無線機による音声通信以外に、ＦＡＸ機及びパソコ

ンを使用したデータ通信用回線として活用 

通信の履歴である無線業務日誌を、自動で集計処理 

023 

防災行政無線固定系

システム 

（昭和 57 年４月） 

防災課 

区内に設置された屋外拡声子局及び防災ラジオより

広報を行い、区民等に防災状況を提供 

また、区内の雨量及び古川の水位を観測し、必要に

応じ放送等を行うことにより、災害を未然に防止 

二次災害の防止を行うとともに、平常時は定時放送

として夕方５時の放送を行い、放送の履歴である無

線業務日誌を自動で集計し処理 
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システム番号 

情報システム名 

（導入年月） 

主管課 システムの概要 

024 

港区地域災害情報シ

ステム 

（平成 20 年４月） 

防災課 

災害発生時に、区内の被害状況のオンラインによる

収集及び整理、避難所及び防災関係機関との被害情

報の共有化 

災害対策本部の意思決定支援機能、地区本部及び避

難所へのサポート機能、防災関係機関及び区民への

広報機能、本部・地区本部及び避難所間の指示・要

請・伝達機能を保有 

通信インフラとしては、有効時は庁内ＬＡＮを優先

利用するとともに、災害時の断線対策として防災行

政無線移動系システムの回線を併用して利用 
025 

安否情報システム

（Ｅｍ－Ｎｅｔ） 

（平成 20 年４月） 

防災課 
武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に

関する法律に規定される「安否情報の収集等」及び

「警報の発令等」の国民保護関連文書を通知・伝達 

032 

私立幼稚園補助金管

理システム 

（平成 23 年４月） 

教育長室 

港区に住民登録している園児を私立幼稚園に通わせ

ている保護者を対象に交付する補助金情報の管理 

住民登録情報、課税情報を基に補助金額の認定処理、

交付状況の管理、補助金交付統計資料の出力 

034 

図書館システム 

（平成 16 年６月） 

図書文化財

課 

図書館資料の貸出、返却処理等窓口業務／図書資料・

視聴覚資料目録管理／蔵書点検／統計集計／図書館

インターネットサービス／予約資料の自動受取／図

書館資料の自動返却／座席の予約管理／電子図書館

サービス 

035 

開票集計システム 

（平成 12 年５月） 

選挙管理委

員会事務局 
開票数の読み込み、開票録、中間発表用資料の作成 

036 

投票管理システム  

（平成 14 年 12 月） 

選挙管理委

員会事務局 

選挙人名簿の管理、投票状況の把握 

期日前投票時においては、選挙管理委員会と各地区

総合支所とを庁内ＬＡＮで接続し情報を共有 

当日投票時においては、各投票所のスタンドアロン

方式で運用  
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システム番号 

情報システム名 

（導入年月） 
主管課 システムの概要 

037 

速報システム 

（平成 22 年６月） 

選挙管理委

員会事務局 

投票率を集計 

携帯電話を使用し、各投票所での投票状況速報を集

計  

042 

戸籍システム 

（平成 16 年７月） 

芝地区総合

支所区民課 

戸籍記録、証明発行、戸籍副本管理、その他付帯業務

（総合証明システム、マイナンバーカードアプリケ

ーション搭載システムを含む）の一元管理 

045 

住民基本台帳閲覧シ

ステム 

（平成 24 年１月） 

芝地区総合

支所区民課 

住民基本台帳法第 11 条及び第 11 条の２に基づく台

帳の一部の写しの閲覧 

047 

中小企業融資あっせ

んシステム 

（平成 11 年４月） 

産業振興課 
港区中小企業融資制度利用者の登録、あっせん書作

成、登録・管理、その他統計資料作成 

053 

介護保険支援システ

ム  

（平成 12 年３月一

部平成 15 年８月） 

高齢者支援

課 

区民からの相談や介護報酬請求事務等、介護保険制

度に係る事務を総合的に管理 

１ 地域包括支援センターシステム 

２ 特別養護老人ホームシステム 

３ 通所介護システム 

４ 待機者管理業務 

054 

介護保険システム 

(介護認定審査会支

援システムを含む） 

（平成 23 年９月） 

介護保険課 

介護保険の被保険者の業務運用管理 

１ 資格情報の管理 

２ 賦課情報の管理 

３ 保険料収納情報の管理  

４ 認定情報の管理 

５ 給付・受給情報の管理 
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システム番号 

情報システム名 

（導入年月） 

主管課 システムの概要 

055 

心身障害者医療費助

成システム 

（平成 28 年４月） 

国保年金課 

心身障害者医療費助成制度に関する事務 

１ 資格受理・受給資格の認定・消滅・更新等、各種

統計表、各種帳票の出力等 

２ 償還払い管理・償還計算・申請・支給管理、各種

統計表、各種帳票の出力等 

３ 基本情報管理・コード・職員管理、各種ファイル

情報管理、各種帳簿管理等 

056 

後期高齢者医療保険

料システム 

（平成 20 年２月） 

国保年金課 

後期高齢者医療制度の区市町村が担当する事務に関

する運用管理 

１ 保険料賦課計算後の期割処理及び徴収方法の振

り分け 

２ 保険料収納業務及び各種統計処理 

３ 住民異動情報や所得情報等、被保険者に関する

データの東京都後期高齢者医療広域連合との連携 

064 

公害補償管理大気汚

染管理システム 

（平成８年 11 月） 

保健予防課 
認定情報、補償給付費、レセプト状況をデータベー

スで管理 

その他統計資料、各種帳票・宛名の印刷  

066 

健康管理システム 

（平成 24 年１月） 

健康推進課 

保健所で実施する保健事業についての総合的な運用

管理 

成人健診・保健指導（健康教育）・特定健診・特定保

健指導・母子保健・歯科保健・予防接種などの情報管

理、各種帳票出力、統計分析機能、スケジュール管

理、予約管理、保健師活動支援、委託料計算システ

ム、報償費積算システム、事業報告集計システム等 

067 

保育給食管理システ

ム 

（平成 16 年４月） 

保育課 
献立作成作業・発注業務・仕入業務・調理指示業務・

賄費管理をシステム化し、栄養計算・原価計算・栄養

分析を自動処理 
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システム番号 

情報システム名 

（導入年月） 

主管課 システムの概要 

072 

統合道路情報管理シ

ステム 

（平成 21 年４月） 

土木管理課 
道路台帳・境界確定図・公共基準点等の情報を電子

化し、情報を一元管理 

073 

占用等管理システム 

（平成 10 年４月） 
土木管理課 

道路占用、屋外広告物、公園占用、法定外公共物の許

可書、更新申請書、納付書の発行、収納管理 

074 

放置自転車管理シス

テム  

（平成 16 年 12 月） 

地域交通課 

放置されている自転車を撤去し、保管場所である集

積所に搬送した後に、自転車ごとに整理番号を付番

し、必要な情報を入力して管理し、撤去した自転車

の処理履歴を保存 

076 

施設管理システム 

（平成 31 年４月） 
施設課 

区有施設の台帳（施設、工事履歴等）のデータを電子

化し、情報を一元管理 

営繕業務（起工書作成、工事実施計画、工事台帳管理

等）のための支援システム  

077 

営繕積算システム

（ＲＩＢＣ） 

（平成 18 年４月） 

施設課 営繕工事の積算 

079 

文書管理システム 

（平成 18 年 12 月） 
総務課 

公文書を電子化し、収受、起案、決裁、浄書、施行、

保管等を実施 
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システム番号 

情報システム名 

（導入年月） 

主管課 システムの概要 

083 

統合型ＧＩＳ 

（平成 16 年１月） 
情報政策課 

デジタル化した地図の上に、道路等の構造物情報や

各種統計データを関連づけて表示し活用 

086 

財務会計システム 

（平成 11～13 年度

で段階的に導入） 

情報政策課 

財政課 

契約管財課 

会計室 

予算要求から決算までの財務会計事務の一連の流れ

を支援 

087 

人事給与・庶務事務

システム  

（平成 15 年 10 月） 

人事課 
人事管理業務・給与管理業務・福利管理業務・被服管

理業務・健康管理業務・研修管理業務・会計年度任用

職員管理業務 

088 

学事事務システム 

（平成 17 年 10 月） 

学務課 
学齢児童・生徒の学齢簿管理、小・中学校新入学者へ

の各種通知出力、就学援助の認定・支給処理 

094 

エネルギー集計シス

テム 

(平成 25 年３月） 

環境課 
区有施設のエネルギー使用量等のデータを収集・蓄

積し、集計等の作業の効率化と適切な管理を行うシ

ステム 

096 

課税支援システム 

(平成 30 年１月） 
税務課 

課税資料のデータを基幹システム（税務システム）

に取り込むための前処理（データの補完・修正・確

認）を行い、安全性の確保されたデータを連携させ

る 
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システム番号 

情報システム名 

（導入年月） 

主管課 システムの概要 

101 

住民記録システム 

（平成 24 年１月） 

情報政策課 

住民基本台帳法に基づき住民情報の登録・証明書の

発行、印鑑登録、他業務との住民情報の連携等を実

施 

102 

税務システム 

（平成 24 年１月） 
情報政策課 

区の税務業務を処理 

住民税業務、軽自動車税業務、収納・滞納業務等を実

施  

103 

国保・年金システム 

（平成 24 年１月） 
情報政策課 

区の国民健康保険業務及び国民年金業務を処理 

国民健康保険業務 

資格管理、賦課処理、収納処理、給付処理、滞納処理

及び統計を実施 

国民年金業務 

資格管理、給付及び保険料の免除申請を実施 

104 

システム共通基盤  

（平成 22 年１月） 

情報政策課 

行政情報システムを構成する各業務システム(住民

記録システム、税務システム等)が、共通的に利用す

る機能を提供 

システム連携基盤、セキュリティ基盤、統合運用基

盤、システム・ネットワーク基盤により構成 

システム共通基盤上のシステムとして、窓口支援シ

ステム、住民情報・年金特徴照会システム等を構築 

105 

施設予約システム 

（平成 25 年７月） 
情報政策課 

区有施設の貸出業務を行うためのシステム 

利用者はシステムを用いて施設の空き情報照会や予

約申込みを行う（パソコンやスマートフォン、携帯

電話、施設に設置されている利用者端末からシステ

ムを利用することが可能） 

管理者はシステムを用いて受付業務や許可業務、収

納業務を実施 
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システム番号 

情報システム名 

（導入年月） 

主管課 システムの概要 

106 

証明書コンビニ交付

システム 

（平成 27 年２月） 

芝地区総合

支所区民課 

全国のコンビニエンスストアに設置されているマル

チコピー機から、マイナンバーカードまたは住民基

本台帳カードを利用して、各種証明書を発行 

111 

生活困窮者自立相談

窓口用システム 

（平成 27 年１月） 

生活福祉調

整課 
港区生活・就労支援センターにおける相談、支援内

容の記録・統計 

113 

広聴システム 

(平成 26 年３月） 
区長室 

区民の声への迅速な対応や回答を促すとともに、進

捗を管理 

114 

学校図書館管理シス

テム 

（平成 19 年２月） 

学務課 
図書館資料の貸出、返却処理等窓口業務／図書資料

管理／蔵書点検／統計集計／図書館インターネット

サービス 

137 

校務支援システム 

（平成 28 年４月） 

教育指導担

当 

区立小中学校に在籍している児童生徒の出欠管理、

成績管理、指導要録作成、保健管理等を実施 

143 

児童相談情報管理シ

ステム 

（平成 28 年８月） 

児童相談課 
児童に関する相談について、当該児童の基本情報、

調査内容、支援・指導の経過記録、会議記録等を管理 
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システム番号 

情報システム名 

（導入年月） 

主管課 システムの概要 

144 

介護予防個別支援シ

ステム 

（平成 27 年７月） 

高齢者支援

課 

介護予防事業の参加状況や、経年での健康状態、身

体生活機能の変化を継続的に把握し、一人ひとりに

フィードバック、かつ身体の状況に応じた事業を案

内することで、要介護・要支援状態への機能低下を

防止 

事業改善を図ることで有効な事業展開につなげるた

め、統計・分析機能を活用 

１ 介護予防事業事務管理 

２ 介護予防事業評価 

３ 利用者個別継続支援 

４ 調査事業支援、統計・分析等 

150 

税収納・滞納整理シ

ステム 

（平成 31 年４月） 

税務課 区民税・都民税の収納・滞納処理支援業務 

152 

汎用台帳管理システ

ム 

（平成 28 年７月） 

情報政策課 
特定個人情報の保管等について、セキュリティに配

慮した環境を構築し、複数の業務を汎用的に管理 

181 

議事録自動作成支援

システム 

（平成 30 年５月） 

情報政策課 
ＡＩの音声認識や機械学習の技術を活用して音声デ

ータをテキスト文書化し、編集 

185 

学校教職員出退勤庶

務事務システム 

（平成 31 年４月） 

教育人事企

画課 

区立小中学校に所属する教職員の出退勤及び旅費等

を管理するシステム 
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システム番号 

情報システム名 

（導入年月） 

主管課 システムの概要 

186 

学童クラブ事業収納

管理システム 

（平成 31 年４月） 

子ども家庭

課 
学童クラブ育成料の収納事務を管理 

187 

インターネット映像

配信及び会議録検索

システム 

（平成 31 年１月） 

区議会事務

局 

会議の生中継及び録画映像を委託業者のサーバにデ

ータベース化してスマートフォンやタブレット端末

でも視聴できるよう提供。また、会議録情報につい

ても提供 

188 

細街路台帳管理シス

テム 

（平成 31 年４月） 

土木課 

建築課 

建築基準法第 42 条第２項に規定される道路（細街

路）における拡幅整備の推進を目的に、道路の位置

や拡幅の状況等、道路の情報が図面で表示されたシ

ステム（土木課） 

令和３年４月より建築確認等に関する記録をシステ

ムで一元管理する機能を追加（建築課） 

193 

学校給食献立作成等

管理システム 

（平成 25 年 10 月） 

学務課 
学校給食に係る献立作成、栄養価計算、食材発注、ア

レルギー対応表等の作成、管理 

199 

生活衛生システム 

（令和元年 12 月） 
生活衛生課 

生活衛生関係業務についての総合的な業務管理 

食品衛生・食中毒・環境衛生・医務薬事衛生・畜犬管

理・衛生検査・特定給食に係る各種許可及び届出の

処理、施設情報及び監視情報の管理、苦情処理、検査

情報の管理、統計処理等 

204 

学校徴収金管理シス

テム 

（令和２年４月） 

学務課 
保護者・給食食材等納入業者の口座情報の管理 

口座振替データの作成及び引き落とし結果情報の取

込み 
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システム番号 

情報システム名 

（導入年月） 

主管課 システムの概要 

205 

施設型給付費等請求

管理システム 

（令和２年３月） 

保育課 
私立認可保育園等の保育施設へ支払う給付費等の算

定に必要な基本情報の入力や集計 

211 

学校欠席者・感染症

情報システム 

（令和元年９月） 

保健予防課 
保育園、幼稚園、学校等の施設での感染症発生状況

についての把握と注意喚起の発信 

213 

相談情報参照システ

ム 

（令和２年４月） 

高齢者支援

課 

介護保険支援システムにおける相談情報や支援経過

記録、関係者情報等を、利用者（区民）ごとに一元的

に管理するシステム 

１ 利用者情報の管理 

２ 利用状況などの統計資料の作成 

214 

水位雨量観測システ

ム 

（平成 12 年９月） 

防災課 

区内の９か所に設置された雨量計で降雨観測を行う

と共に、古川に設置された水位計で水位を観測し、

必要に応じ同報無線による自動放送等とメールを自

動配信 

216 

生活保護及び中国残

留邦人等支援給付シ

ステム 

（令和３年１月） 

生活福祉調

整課 

「生活保護法」及び「中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律」に基づく事務の

運用管理 

233 

行政情報分析基盤シ

ステム 

（令和２年８月） 

企画課 
区が保有する住民基本台帳情報を個人が特定できな

い統計データに加工 
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システム番号 

情報システム名 

（導入年月） 
主管課 システムの概要 

237 

港区建築物低炭素化

制度運営システム 

（令和３年４月） 

環境課 
港区建築物低炭素化計画書及び港区地球温暖化対策

報告書の提出データを蓄積し、集計等の作業の効率

化と適切な管理を行うシステム 

250 

住民税非課税世帯臨

時特別給付金給付シ

ステム 

（令和４年１月） 

生活福祉調

整課 

国の定める「令和３年度子育て世帯等臨時特別支援

事業」の内、住民税非課税世帯臨時特別給付金給付

の交付等を行うためのシステム 
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６ 社会保障・税番号制度 

 

平成 25 年５月に「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律」とその関連法案が成立、公布され、平成 27 年から住民登録のある全ての人が個

人番号（マイナンバー）を持つ、社会保障・税番号制度がスタートしました。 

社会保障・税番号制度は、複数の機関に存在する個人の情報を同一人の情報であると

いうことの確認を行うための基盤であり、国民にとって利便性の高い公平・公正な社会

を実現するための社会基盤（インフラ）です。 

平成 27 年 10 月にマイナンバーが国民に通知され、平成 28 年１月からはマイナンバー

カードの交付が始まり、福祉サービスや税等の手続においてマイナンバーの利用を開始

しました。 

 

（１）行政機関間の情報連携 

平成 29 年 11 月から行政機関間の情報連携が本格稼動し、社会保障給付等の申請を行

う際に必要となる情報を、住民から申請を受けた行政機関が関係各機関に照会を行うこ

とで取得することが可能となりました。情報連携の対象事務は順次、追加されています。

情報照会や情報提供の連携は、区のシステムから自治体中間サーバー及び国が構築する

情報提供ネットワークシステムを経由して行われています。 

 

（２）マイナンバーカードの活用 

マイナンバーカードには電子証明書が格納されています。区ではこの機能を活用し、

コンビニ交付サービスや電子申請サービスを実施しています。国ではマイナンバーカー

ドと健康保険証との一体化などマイナンバーカードを活用したサービスを推進しており、

区においても、区民の利便性向上のため、マイナンバーカードの普及を進めています。 

 
出典：総務省「地方公共団体における番号制度の導入ガイドライン」より改変して作成 
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７ 住民基本台帳ネットワークシステム 

 

住民基本台帳ネットワークシステム（以下「住基ネット」といいます。)は、国・地方

公共団体の行政事務の合理化のため、全国共通の本人確認ができるシステムです。 

 

（１）システムの目的 

住基ネットは、各種行政の基礎となり居住関係を公証する住民基本台帳のネットワー

ク化を図り、住民個人を単位とする住民票コードの導入により、地方公共団体共同のシ

ステムとして全国共通の本人確認を容易に行うことができるほか、市区町村や都道府県

の区域を越えた住民票の写しの広域交付や転入転出の特例などの住民サービスを提供し

ます。   

 

（２）システムの概要 

住基ネット稼動のため、市区町村では既存住基システムと住基ネットを接続するＣＳ

（コミュニケーションサーバ）を設置しています。また、都道府県では都道府県サーバ、

地方公共団体情報システム機構では全国サーバが設置されています。市区町村システム

は、その他統合端末、ＩＣカードリーダ／ライタ、タッチパネル等で構成されています。 

 

 

 
【ネットワークの構成図】 

 

           出典：地方公共団体情報システム機構「住民基本台帳ネットワークシステムの概要 市町村編」

より 
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８ 電子申請サービス・マイナポータル 

  

区では、東京都内の地方公共団体が情報システムを共同で運営する「東京電子自治体共同

運営サービス」が提供する電子申請サービスと、国が運営する住民向けオンラインサービス

「マイナポータル」によるマイナンバーカードを使った電子申請及び手数料支払いが必要な

手続がオンラインでできる「電子決済機能付き電子申請」を利用することができます。 

これらのサービスを利用することで、行政手続をインターネット上で、行政機関の窓口へ

出向くことなく、自宅や職場からいつでも容易に行うことができます。 

 

（１）東京電子自治体共同運営サービス 

区政情報公開請求、住居表示変更証明書交付申請等の手続、また、食品衛生、環境衛生、

健康・福祉、防災に関する届など、幅広い分野の電子申請が通年で利用できます。また、検

診・区民委員の募集等の申込みや職員採用選考申込みについても各事業の実施時期に合わせ

て利用できます。 

このサービスは、東京都及び都内区市町村が参加している東京電子自治体共同運営協議会

による共同運営方式で行っており、平成 16 年２月に参加団体 52 団体で協議会が設立されま

した。平成 17 年１月から第一期電子申請サービスが開始され、平成 22 年４月からの第二期

電子申請サービス、平成 27 年４月からの第三期電子申請サービスを経て、令和２年４月か

ら第四期電子申請サービスが開始されました。現在は 60 団体で運営され、53 団体が電子申

請サービスを利用しています。 

第四期電子申請サービスでは、電子申請の受付・審査の操作性の向上、申請者への連絡機

能の拡充等により、利便性が向上しています。 

 

（２）マイナポータルのワンストップサービス 

マイナポータルは、国が運営するオンラインサービスです。行政手続がワンストップでで

きる仕組や、行政機関間の情報連携の記録が確認できる機能が整備されており、平成 29 年

11 月から本格運用を開始しました。 

区では、子育て関連及び介護保険関連の手続で電子申請が利用できます。 

 

（３）電子決済機能付き電子申請 

区では、申請時に手数料の支払が必要な手続について、オンライン上で申請を行うための

仕組として「電子決済機能付き電子申請」を令和３年３月に導入しました。 

クレジットカードによる手数料支払に対応しており、印鑑登録証明書の発行手続や戸籍、

住民票、住民税に関する各種証明書等の発行手続について、申請から手数料の支払までオン

ライン上で行うことができます。 
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９ 情報セキュリティ 

 

（１）港区情報安全対策指針 

①港区情報安全対策指針の策定について 

 区民が安心して行政サービスを利用するためには、区が保有する個人情報や区の情報シ

ステムが安全に管理されていることが不可欠です。そのため、区が収集・蓄積した情報を

様々な脅威から守るべく、平成 15 年８月に港区情報安全対策指針を策定し、体系的、総

合的かつ継続的な情報セキュリティ対策を実施しています。 

 

②港区情報安全対策指針等の構図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③港区情報安全対策指針の具体的な運用内容 

・管理職や一般職員への研修の実施 

・委託事業者・指定管理者への研修の実施 

・各所属における情報安全対策実施手順の作成(各所属及び個別システムごとに作成) 

・情報セキュリティ自主点検の実施（全課・指定管理者を対象） 

・港区情報セキュリティ監査の実施 

 

④情報セキュリティに関する統一的な窓口（ＣＳＩＲＴ※）の設置 

セキュリティ統括責任者は、情報セキュリティに関する欠陥、事故等に対し、ＣＳＩ

ＲＴの機能を有する体制を整備します。 

※：Computer Security Incident Response Team の略 

 

港区情報安全対策指針の最上位に位置し、情

報セキュリティ対策に関する統一的かつ基

本的な考え方です。 

情報安全対策基本方針に基づいて、行政機

関、学校がそれぞれ統一的に守るべき行動指

針、判断基準です。 

情報安全対策基準を、個別の情報システムま

たは業務において具体的に実行するための

手順です。 

港

区

情

報

安

全

対

策

指

針 

学校情報安全対策基準 

（学校共通の 

 行動指針、判断基準） 

情報安全対策基準 

（行政機関共通の 

 行動指針、判断基準） 

情報安全対策基本方針 

（基本的な考え方） 

学校情報安全対策実施手順 

（具体的な手順） 

情報安全対策実施手順 

（具体的な手順） 
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※１：Point of Contact の略 

 自団体内部・外部とのコミュニケーション窓口の一元化及び、情報集約の迅速な対応

を実施するため、情報セキュリティに関する統一的な窓口 

※２：National center of Incident readiness and Strategy for Cybersecurity の略 

 内閣官房に設置された、国の機関における情報セキュリティを所管する組織 

 

⑤情報セキュリティ研修実施状況 

外部講師（コンサルタント）を招いての研修（管理職や一般職員）の実施を義務付け

ています。 

研修の実施状況：令和３年度 

対象階層 実施期間 受講結果 

管理職（部長、課長） ７月６日～７月 30 日 87 名 

一般職員 ７月６日～７月 30 日 2,311 名 

指定管理者・委託事業者 ２月７日～２月 28 日 
267 回 

（動画再生回数） 

 

⑥各所属における情報安全対策実施手順の作成 

各所属で策定する情報安全対策実施手順は、個別の情報システム又は業務において、

情報安全対策基準を各所属で具体的に実行するための手順を記載したものです。 

図 ＣＳＩＲＴ体制図 令和４年４月 1 日現在 
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情報安全対策実施手順は、全ての課で策定する「各課共通編」と独自システムを所管

している課で策定する「システム主管課編」があり、各手順書の内容は、情報政策課で

準備したサンプルをもとに各所属の状況に合わせて作成します。 

 

⑦情報セキュリティ自主点検 

港区情報安全対策指針に基づき、セキュリティ責任者（各課長）は、組織的な情報セ 

キュリティ対策が実施されていることを点検する必要があります。 

毎年、各所属及び指定管理施設において情報セキュリティ対策が整備されていること 

を確認する、情報セキュリティ自主点検（組織編）を実施します。 

加えて、職員等の情報セキュリティの遵守状況を確認するため、ｅラーニングを利用

した情報セキュリティ自主点検及び指定管理者における情報セキュリティ自主点検を実

施します。 

 

（２）港区情報セキュリティ監査 

①港区情報セキュリティ監査の目的 

区の情報セキュリティ対策のレベル向上に資することを目的に、区及び指定管理者が管

理すべき情報資産について、港区情報安全対策指針及び実施手順に照らして、情報セキュ

リティ対策が適切に実施されているか否かを点検・評価します。 

問題点が確認された場合には、改善方法についての助言、指導を行います。 

 

②港区情報セキュリティ監査について 

所管課が管理する情報システムについて、情報セキュリティ対策を更に強固なものとす

ることを目的とし、情報システム及び情報資産の取り扱い状況を対象とした内部監査を実

施しています。 

令和３年度セキュリティ監査候補選定基準は、平成 28 年度以降に監査を実施していな

い情報システムのうち、所管課が管理する個人情報等を取り扱う情報システムと、指定管

理者が管理する情報システムを４つ監査対象としました。 

令和４年度は、平成 29 年度以降に監査を実施していない情報システムのうち、所管課

が管理する個人情報等を取り扱う情報システムと、指定管理者等が管理する情報システム

を監査対象とします。 

 

③監査結果の反映 

情報セキュリティ監査を実施した結果、改善すべき指摘事項が存在する場合は、結果を

今後のセキュリティ対策に反映していく必要があります。 

情報セキュリティ対策の実施サイクル（ＰＤＣＡサイクル）による改善を確実に実行す

るため、指摘された改善事項の確認を含めたフォローアップもあわせて実施します。 
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１０ 行政情報システム 

 

行政情報システムは、区民サービス向上への柔軟な対応や効率的なシステム連携を実現す

るために構築された、住民情報を取り扱う基幹系システムです。 

大型汎用コンピュータで稼動していた業務システムを平成 24 年１月にオープン系システ

ム※１へ移行するとともに、データセンターの活用を実現しました。 

平成 28 年１月には行政情報システム仮想化基盤が稼動し、物理サーバの台数を削減しま

した。令和元年度には仮想化基盤を、情報セキュリティの確保、経費、運用、職員の負荷等

で最も望ましいプライベートクラウド※２での更新を実施し、効率的・効果的な運用を実現

しました。 

令和３年度には、行政情報端末を更改し、内部情報系端末から仮想デスクトップ技術を利

用して、行政情報システムにアクセスできるようになりました。 

また、令和７年度に向けて、国が「自治体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）

推進計画」で掲げる主要な行政情報システムの標準化・共通化への取組※３を進めています。 

 

【行政情報システム全体構成図】 

 

 

 

 

 

※１：仕様が明らかなソフトウェアなどを利用して開発されたシステムのこと。 

※２：事業者が保有するハードウェアをネットワーク経由で専用利用すること。 

※３：地方公共団体における行政の効率化等を推進するために、国が定める標準仕様に基

づいて主要な基幹系業務システムを整備するとともに、国が提供するクラウドサービス

「ガバメントクラウド」を利用する取組のこと。 
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１１ 内部情報系システム 

 

ＩＣＴ（情報通信技術）の発展により、業務上で取り扱う情報の量は飛躍的に増加し、業

務のデジタル化、ネットワーク化が進んでいます。区は、内部情報系システムの導入により、

文書の電子化、ペーパーレス化及び情報ネットワークを通じた内部事務の効率化、情報共

有・活用を促進しています。 

 

（１）財務会計システム 

予算要求から決算までの財務会計事務の一連の流れについて、統一的なシステムとして稼

動しています。具体的な機能は、予算編成・予算管理・予算執行・決算・決算統計・資金管

理・基金管理・備品管理・起債管理・契約管理等があります。 

また、新地方公会計制度への対応や電子収納、電子決裁等を活用した電子自治体への取組

等の要件を見据え、平成 23 年度会計から稼動していた財務会計システムは、令和２年度か

らシステム更新に向けた作業を行ってきました。令和４年１月から段階的にシステム更新を

行い、令和４年４月から全面稼動しています。 

 

（２）統合コミュニケーションツール 

統合コミュニケーションツールは、職員間の情報共有や共同作業を効率的に推進するため

に令和２年３月から稼動したシステムです。 

具体的な機能としては、①メール・スケジュール管理機能、②ウェブ会議機能、③グルー

プチャット機能、④資料の共同参照・編集機能、⑤個人用ファイル保管庫機能、⑥庁内各種

システムへの入口機能、⑦庁外から上記機能にアクセスするための外部接続機能を備えてい

ます。 

 

（３）統合型ＧＩＳ（地理情報システム） 

文字や数字、画像等で表された道路等の構造物情報や各種統計データ等を、デジタル化し

た地図と関連づけて表示し、位置や場所から様々な情報を統合・分析、分かりやすい地図表

現ができる地理情報システムです。現在は区立公園等の設備・樹木の管理業務や、ごみ集積

場の管理業務など、地図データを活用する業務で利用しています。 

 

（４）総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ） 

総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）は、地方公共団体の組織内ネットワーク（庁内ＬＡ

Ｎ）を相互に接続し、地方公共団体相互のコミュニケーションの円滑化や情報の共有による

情報の高度利用を図ることを目的とした、高度なセキュリティを維持した行政専用の閉域ネ

ットワーク（インターネット網に接続されていないネットワーク）です。また、国の各府省

を相互に結んだ行政機関専用通信回線である政府共通ネットワークとも接続されています。 

ＬＧＷＡＮの導入によって、国、都道府県及び区市町村との間における電子メールなどに

よる情報交換や、各種システムを複数の自治体により共同運営するなど、各種行政サービス
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に展開することが可能となりました。 

現在、公的個人認証サービスや社会保障・税番号制度に関係する事務に専用回線として利

用されているほか、東京電子自治体共同運営協議会による電子申請・電子調達システムや証

明書のコンビニ交付の回線、新型コロナウイルスワクチンの接種管理システム用の回線とし

ても利用されています。 

なお、平成 30 年８月には、従来の第三次ＬＧＷＡＮから第四次ＬＧＷＡＮへ移行し、機

密性や安全性、回線の耐障害性が大幅に向上しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

港 区 

総合行政 

ネットワーク 

（LGWAN） 

他の市町村

他の市町村 

 
政府共通ネットワーク 

 

東京都 

 

都内区市町村 
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１２ 区民等が利用するシステム 

 

（１）施設予約システム 

施設予約システムは、区内にある区民センター等の文化施設、スポーツセンター等のスポ

ーツ施設を利用するために、各施設の利用登録や予約申込手続を行うシステムです。パソコ

ン、スマートフォン、携帯電話又は施設内のタッチパネルから、空き状況の照会、抽選申込、

予約申込を行うことができます。 

施設予約システムは、ＡＳＰ※サービスを採用して運用しています。 

 

 

 

 

【施設予約システム対象施設（37 施設）】 

区民センター（５施設）、いきいきプラザ（16 施設）、産業振興センター、健康増進セ

ンター、エコプラザ、男女平等参画センター、介護予防総合センター、生涯学習施設（２

施設）、スポーツ施設（９施設） 

 

（２）キャッシュレス決済の導入 

区民の利便性向上や、新型コロナウイルス感染症対策としての非接触推進のため、クレジ

ットカード、電子マネー又は二次元コードで支払ができるキャッシュレス決済の導入を推進

しています。 

令和２年 12 月から各総合支所区民課窓口において、住民票の写し等の各種証明書発行手

数料のキャッシュレス決済を開始し、令和３年６月には 30 以上の区有施設等で使用料のキ

ャッシュレス決済が可能となりました。 

キャッシュレス決済が可能な施設・窓口（例） 

①電子マネー、二次元コード、クレジットカード 

  ・区民課及び台場分室の証明交付窓口（住民票の写しなどの交付手数料） 

・区民センター、いきいきプラザ、スポーツセンターなど（使用料） 

②PayPay 

  ・区政資料室（有償刊行物販売代金） 

・防災課窓口（防災ラジオ自己負担金） 

 

（３）公衆無線ＬＡＮの整備 

防災対策の充実や行政サービスの向上を図るため、区民や来街者が無料で利用できる公衆

無線ＬＡＮ（Ｗｉ-Ｆｉ）のサービスを、平成 28 年９月から提供しています。 

公衆無線ＬＡＮを情報基盤として活用し、災害時には幹線道路や駅周辺の混乱を防止する

とともに、平時は観光等をはじめとした区政情報を発信しています。 

                                       

※：Application Service Provider の略 

インターネット等を通じてサービス提供者が持つシステムやサービスを遠隔から利用す

る仕組みです。 
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①無料で利用可能 

利用開始時にメールアドレス等を登録することで、誰でも無料で利用できます。 

②多言語対応 

日本語、英語、中国語（繁体字・簡体字） 

及びハングルの４か国語に対応しています。 

③簡便に接続可能 

区内の店舗及び交通機関等、既に公衆無線 

ＬＡＮが整備されている民間事業者と連携し、 

簡便に接続ができます。 

④接続時の表示について 

区の公衆無線ＬＡＮへの接続時には「Ｍｉｎａｔｏ_ Ｃｉｔｙ_ Ｗｉ-Ｆｉ」と表示さ

れます。 

⑤アクセスポイント設置場所 

芝
地
区 

１ 虎ノ門駅９番口 

赤
坂
地
区 

22 青山一丁目駅ＮＴＴビル付近 

２ 内幸町駅Ａ４番口 23 赤坂駅氷川公園付近 

３ 新橋駅銀座口 24 外苑いちょう並木入口 

４ 新橋駅前西口広場 25 外苑前駅外苑前歩道橋付近 

５ 新橋駅前西口広場２ 26 表参道駅Ｂ５番口 

６ 神谷町駅４番口 27 表参道駅Ｂ３番口 

７ 御成門駅Ａ５番口 
高
輪
地
区 

28 高輪地区総合支所 

８ 港区本庁舎（芝地区総合支所） 29 白金台駅１番口 

９ 大門駅Ａ６番口 30 泉岳寺交差点付近 

10 浜松町駅北口 31 品川駅高輪口 

11 田町駅三田口 

芝
浦
港
南
地
区 

32 芝浦港南地区総合支所 

麻
布
地
区 

12 六本木一丁目駅３番口 33 田町駅芝浦口 

13 乃木坂駅駅前郵便局付近 34 品川駅こうなん星の公園付近 

14 六本木駅６番口 35 品川駅港南口 

15 六本木駅４番口 36 お台場学園前 

16 麻布地区総合支所 37 お台場レインボー公園前 

17 麻布十番駅５番口 38 お台場海浜公園東口広場 

18 広尾駅１番口 39 芝浦港南地区総合支所台場分室 

赤
坂
地
区

19 赤坂見附駅豊川稲荷前歩道橋付近 40 台場区民センター 

20 赤坂見附駅１番口 41 お台場海浜公園中央駐車場付近 

21 赤坂地区総合支所 42 台場交差点付近 
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１３ ＡＩ・ＲＰＡ等のＩＣＴの積極的な活用 

 

区は、ＡＩ※１（人工知能）やＲＰＡ※２（業務自動化ツール）等のＩＣＴ（情報通信技術）

を積極的に導入し、区民サービスの向上と業務効率化を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）ＡＩの活用 

①ＡＩによる議事録作成支援 

区における会議や打合せにおける議事録の作成作業を、ＡＩによる音声認識や機械学習

の技術を活用した議事録自動作成支援ツールにより作業時間を短縮し、迅速な議事録作成

を実現しています。 

平成 30 年５月に導入し、令和３年度末までに約 1,000 の会議や打合せで利用され、音

声データと完成議事録をＡＩに学習させることで認識精度を高める取組を進めています。 
 

音声認識の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

録 音 音声認識結果 ＡＩ学習 

音声データをソフト

ウェアで文字に変換 

音声データ 

音声認識結果

を編集 

音声データと完成議

事録によるＡＩ学習 

♪ 
◯◯会議録  
      
      
      
      

音声認識結果 

本日の会議

を開催しま

す。・・・

会議を録音 

♪ 

◯◯会議録 

      
      
      

本日の会議を 

開催します。 

ＡＩ学習 

※１：Artificial Intelligence の略 

人間の脳を模し、言語、画像認識や過去の正解から分析・予測を行い、結果を導き出す（推

論）とともに、過去の履歴から機械が学習する機能を持つ技術です。 

※２：Robotic Process Automation の略 

システムの入力や転記、インターネットの定常的な検索など、人がコンピュータなどで行

う大量・反復の事務をソフトウェアにより処理し、自動化する技術です。 

データ編集 
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②ＡＩ－ＯＣＲ 

申請者が手書きした申請書等をＡＩ－ＯＣＲ※（人工知能による光学的文字認識）で読

み取り、住所・氏名・生年月日・発行年月日等をデータ化して出力した上で、ＲＰＡを用

いて各業務システムへの自動入力を行っています。また、機械学習を継続することで、よ

り高い読み取り精度を実現します。 

平成 30 年９月から導入を開始し、税務業務などで導入しています。 

 

 

 

 

 

 

申請書処理業務におけるＡＩ－ＯＣＲ及びシステム入力の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ＲＰＡの活用 

人がパソコンを使って手作業で行っていた作業を、ソフトウェアにより自動で処理を行

うツールであるＲＰＡを導入することで業務効率化を進めています。 

区では、区民等から受理した申請書をシステムへ入力する業務、システム上のデータか

らＥｘｃｅｌ等へ転記する業務、ＥｘｃｅｌやＣＳＶからシステムへ入力する業務等、職

員がパソコンで行う反復的な業務にＲＰＡを導入・活用することで、業務を効率化し削減

された時間を区民サービス業務に充当する「働きやすい職場づくり」及び「区民サービス

の向上」を推進しています。 

① ＲＰＡ導入の利点 

・ルールに基づく定型的な作業を自動処理 

・業務効率の向上（人手を介さず高速処理） 

・業務品質が向上し、うっかりミスが減少（適正な事務執行） 

②ＲＰＡ導入業務 

 介護認定審査結果のシステム入力や保育園入園決定通知の作成など、10 課・30 業務に

おいて導入しています。 

 

 

 

 

 

申  請  書 

AI-OCR 

文字認識（AI-OCR 処理） 

 

 あいう 

テキストデータに変換 

テキストデータ 

 

ＲＰＡ 

手書き申請書を読み込む システムに自動入力 

※：ＯＣＲ：Optical Character Recognition の略 

ＡＩ－ＯＣＲは、印刷物や手書き文字をコンピュータで利用できる文字データに変換す

る仕組みであるＯＣＲに、機械学習やディープラーニングといったＡＩを取り入れた技

術です。 
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（３）５Ｇ（第５世代移動通信システム）の活用検討 

令和２年度から民間事業者、教育機関や区が参加する産学官連携により、地域における５

Ｇの活用検討を「ＭＩＮＡＴＯ ５Ｇカンファレンス」として、協議会形式で実施していま

す。今後も防災・教育・福祉・観光・生涯学習分野など、区が５Ｇを活用することで実現し

たい姿や解決したい課題を提示し、民間事業者や教育機関からの活用アイデアや技術提案を

検討することで、具体的な５Ｇ活用事業の創出につなげます。 

また、区内の５Ｇエリアの早期拡大に向けた民間事業者との連携協定により、複数の携帯

電話事業者の５Ｇ基地局が搭載されたスマートポールを新橋駅前ＳＬ広場に設置し、令和４

年３月から順次５Ｇの電波発射を開始しています。 

 

（４）Ｅｘｃｅｌ作業効率化支援 

作成した職員の人事異動等により利用が困難となっているＥｘｃｅｌのメンテナンスや

Ｅｘｃｅｌのマクロを利用することによる業務改善など、各所属による日常の業務改善を支

援しています。 

令和３年度は 13 課・26 案件に対応しました。 

 

（５）デジタル活用支援員の設置 

新型コロナウイルスワクチン接種予約、行政手続のためのシステム操作及び日常生活で

利用するアプリ等、スマートフォンなどの利用や操作に関する相談ができるように、各地

区のいきいきプラザなどにデジタル活用支援員を設置しました。 

・設置場所 

各総合支所管内及び台場地域管内の高齢者施設（いきいきプラザ等）６か所 

・設置期間 

令和３年６月～ 

 

パソコンにＲＰＡソフトを導入 

ＲＰＡによる業務の自動化 
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１４ オープンデータ 

 

（１）オープンデータとは 

オープンデータとは、国や自治体が統計・行政などの公共データを機械判読に適したデー

タ形式に加工し、誰もが二次利用をできるように公開している情報です。 

機械判読に適したデータ形式とは、コンピュータが構造を識別し、構造中の値（数値やテ

キスト等）を容易に処理することによって、自動的にデータを再利用できる形式です。 

 

（２）オープンデータの意義・目的 

① 行政の透明性の向上 

区が、区の政策や事業に関するデータを公開し、区民等が複数の自治体のオープンデー

タを横断的に比較・分析・評価することで、区政の透明性や信頼性を高めることができま

す。 

② 民間との積極的な連携・協働 

  区と区民や民間企業等が、オープンデータを活用して地域の課題解決へ向けた連携・協

働につながるアプリ開発や新たなサービス提供を推進することにより、区民の利便性向上

を図ります。 

③ 地域経済の活性化 

  区が公開したデータを民間企業等が二次利用することにより、新たなビジネスやサービ

スの提供が促進され、地域経済の活性化につながります。 

 

（３）オープンデータの取組の推進 

区は、オープンデータの取組を推進するため、平成 28 年３月に「港区オープンデータ推

進ガイドライン」を策定し、平成 28 年６月から、区ホームページにおいてオープンデータ

の公開を開始しました。平成 30 年５月からは「東京都オープンデータカタログサイト」で

も全オープンデータを公開しています。 

オープンデータ公開数の増加に伴い、令和２年３月に港区独自の「港区オープンデータカ

タログサイト」を開設し、令和４年３月現在、約 420 種類 2,500 ファイルを公開しています。 

港区オープンデータカタログサイト https://opendata.city.minato.tokyo.jp 
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１５ システムアセスメント制度 

 

（１）制度の概要と目的 

システムアセスメント制度は、平成８年４月の「港区情報化指針」の策定を機に、シス

テムをより適切で効果的に構築するため、主管課の自己評価を中心としたシステム評価制

度として導入したものです。 

システムアセスメントの目的は、システム化に伴う潜在的リスクの発見や、事務軽減効

果、経費節減効果等の定量的効果と住民サービス効果や刷新効果等の定性的効果の両面か

ら評価を行い、効率的で効果的なシステムを構築することにあり、企画段階、調達段階、

開発段階、運用段階で行います。 

 

（２）企画段階におけるシステムアセスメント 

システム開発及び改修、システム機器購入及び港区情報安全対策の対応に係る経費の予

算要求については、情報政策課が総合調整窓口担当課となり、企画段階のシステムアセス

メント申請書等の内容をもとにヒアリング等の協議を行います。 

次のような項目で、数値化できるものについては極力数値化し、財政課及び人事課と協

力の上、導入の可否及び経費の妥当性を評価します。 

①システム（技術）上の評価 

他のシステムとのデータの互換性、機器等の整合性に問題がないか。 

②事務の効率化 

どれくらい事務が効率化し、質的に向上するか。機器等の費用や作業工数が適切か。 

③経費の妥当性 

どれくらい事務が効率化し、経費が節減されるか。 

④人員削減効果 

どれくらい人員が削減されるか。 

⑤費用対効果 

②～④がシステム導入に係る経費に見合ったものか。 

⑥その他 

調達手続等が入札等妥当なものか。 

企画段階のシステムアセスメントでは、効率的な評価を実現するため、規模や効果等によ

って「企画アセスメント」「簡易アセスメント」「情報安全対策アセスメント」の３つに分

類して評価を実施してきました。 

平成 26 年度からは、年々増加する情報システムに対するニーズに迅速に対応するため、

一定の要件を満たすものについて「情報システム導入等届出書」による評価制度を導入しま

した。 

また、平成 29 年度からは、所管課が分かりやすく効率的に申請ができるように、評価制

度の名称を「企画アセスメント」から「予算アセスメント」に変更するとともに、「簡易ア

セスメント」「情報安全対策アセスメント」を「情報システム導入等届出書」に集約し、運
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用を開始しました。 

さらに、小規模な法改正、レイアウト変更等、一定の要件を満たすものについては、「情

報システム導入等チェックシート」により主管課で実施する自己評価とし、システムアセス

メントの手続を簡略化しました。 

 

（３）システムアセスメント等実施件数 

段     階 
実  施  件  数 

平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

企  画  段  階 52 89 75 71 56 

情報システム導入等届出書 146 279 189 205 148 

情報システム導入等チェックシート 37 27 89 116 84 

開 発  段  階 1 1 1 1 1 

運 用  段  階 1 3 2 2 2 

合       計 237 399 356 395 291 
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１ 情報公開制度の概要 

 
 情報公開制度は、港区情報公開条例に基づき区民等からの請求を受け、区が保有している

情報について公開する義務を負う制度です。 

 この制度は、区民の知る権利の保障及び実施機関が区の事務事業について説明する責任を

果たし、公正で開かれた区政、区民の区政への参加の促進等を目的としています。 

 

（１）情報公開を実施する機関 

区長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員及び議会です。 

 

（２）公開請求できる人 

個人、法人、住所、国籍を問わず、どなたでも請求できます。 

 

（３）対象となる情報 

実施機関が職務上作成した文書等や取得した情報です。具体的には、文書、図画、写真、

フィルム及びＤＶＤ、ＣＤ－Ｒ等の電磁的記録に記録された、区が行う事務事業に関する

情報です。 

 

（４）公開請求の方法 

「区政情報公開請求書」に請求者の住所・氏名、知りたい区政情報の内容、希望する公

開の方法を記入し、各総合支所管理課管理係に提出します。郵送又は電子申請による請求

は情報政策課で受け付けます。 

   

（５）公開・非公開等の決定 

請求書を受理した日の翌日から 14 日以内（やむを得ない場合は 30 日以内）に公開の可

否等を決定し、文書で通知します。 

区政情報を公開できない場合は、その理由も併せて請求者に通知します。 

区政情報は公開が原則ですが、個人情報保護や区の公正、円滑な事務事業に支障を来た

すおそれのある次のような情報については、公開できない場合があります。 

①公開できない情報 

ア 思想、心身の状況、病歴、学歴、職歴、成績、親族関係、所得、財産、その他一 

切の個人に関する情報で、氏名等及び他の情報を組み合わせることにより特定の個 

人が識別され得るもの 

イ 法人等の事業活動に関する情報で、公開することにより当該法人等に明らかに不利 

益を与えると認められるもの 

ウ 契約、立入検査、人事管理等に関する情報で公開することにより事務事業の目的 

を妨げ、公正又は適正な執行を著しく困難にするおそれのあるもの 
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エ 審議、検討、協議に関する情報で公開することにより、意思決定の中立性が損な

われるおそれ、区民等に混乱を生じさせるおそれ、特定のものに利益若しくは不利

益を及ぼすおそれのあるもの 

②任意提供情報 

公開しないことを条件として区に任意に提供された情報で、公開することにより情報 

提供者との信頼関係を損なうと認められるもの 

 ③犯罪予防情報 

  公開することにより、犯罪等の発生を招くおそれのある情報 

 ④法令秘情報 

  法令等の規定によって、公開できないとされている情報 

 ⑤存否を答えられない情報 

  情報の存在の有無を答えるだけで、保護されるべき内容が判明してしまうもの 

 

（６）第三者（申請者、区以外の第三者）に対する意見照会 

法令等の規定に基づく許可等に関する個人情報であって、公益の必要から公開しようと

するときは、公開決定に先立ち当該個人に公開に関する意見書を提出する機会を与えます。 

 

（７）審査請求 

非公開等の決定に納得できない場合は、行政不服審査法に基づき審査請求をすること

ができます。 

審査請求があった場合には、区長が委嘱する学識経験者で構成する「港区情報公開・

個人情報保護審査会」に諮問し、その意見を尊重して審査請求に対する決定を行います。 

なお、議会については、別に定める手続により、審査請求に対する決定を行います。 

 

（８）公開の方法 

公開は、公開決定通知書で通知した期日、場所（原則として請求書を受け付けた窓口）、 

時間、方法（閲覧、視聴、写しの交付）により行います。 

 

（９）公開に要する費用 

区政情報の閲覧及び視聴は無料ですが、写しの交付の場合は実費相当額がかかります。

写しの交付は、Ａ３判まで黒単色１枚につき 10 円、多色刷１枚につき 50 円、データでの

交付はＣＤ－Ｒの場合１枚につき 100 円です。 

 

（10）他の制度との調整 

住民票や戸籍のように、法令等で閲覧や謄抄本の交付などの手続が定められているも

のや、図書館などで一般の閲覧又は貸出しを行っているものについては、情報公開制度

の対象となりません。 
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（11）公開情報の適正使用 

区から情報の公開を受けた人は、条例の目的に即して適正に使用することになっていま 

す。したがって、この制度によって得た情報を、専ら営利目的のため過度に利用する 

ことなどはできません。 

 

（12）港区情報公開運営審議会 

情報公開制度の適正な執行等のために、区民の代表や学識経験者、各種団体の代表者 15

人以内で構成する「港区情報公開運営審議会」を区長の付属機関として設置しています。 

この審議会は、区長の諮問に応じて制度の運営全般について審議を行うほか、制度の改

善や運用上の問題について提案等も行います。 

 

（13）実施状況の公表 

年 1回、情報公開の実施状況を公表します。 
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２ 港区情報公開運営審議会 

 

 情報公開制度の適正かつ円滑な運用を図るため、区長の付属機関として設置されており、

学識経験者、区内関係団体の構成員及び区内に居住する者 13 人で構成されています。 

 

（１）港区情報公開運営審議会委員（13 人）  

（敬称略） 

氏      名 役    職    等 選 出 区 分 

 会 長   外 山 公 美 

ＮＰＯ法人政策マネジメント研究所理

事長  

学校法人メイ・ウシヤマ学園ハリウッ

ド大学院大学教授 

学識経験者 
 副会長   寺 田 麻 佑  国際基督教大学教養学部上級准教授 

 委 員   清 水 響 子 
  一般社団法人データ社会推進協議会研

究員 

 委 員    中 村 晶 子 弁護士 

委 員    牧 山 美 香   弁護士 

委 員    坂 本 力   港区商店街連合会 

区内関係団 

体の構成員 

委 員  西   清 子 港区民生委員・児童委員協議会 

委 員  松 本 崇 連合港地区協議会 

委 員    渡 辺 八恵子  港区消費者団体連絡会 

委 員    石 川 啓 子 区政モニター経験者 

区内居住者 
委 員    佐 伯 康 雄 

  港区立男女平等参画センター運営協議

会 

委 員    篠 田 徹 也   港区立中学校ＰＴＡ連合会 

委 員    村 田  彰 子 港地区人権擁護委員 

  任期 令和３年７月１日～令和５年６月 30 日 役職等は令和４年３月 31 日現在 

 

 

 

 

－52－



 

 

（２）港区情報公開運営審議会開催状況 

 

回 開催年月日 審議等の内容 

１ 令和４年３月３日 

（１）令和３年度区政情報の存否応答拒否の実施状況について

（２）個人情報の保護に関する法律の改正に伴う港区条例への

影響について 
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３ 情報公開の運用状況 

 

（１）実施機関別請求件数 
                                  単位：件 

年度 
実施機関 

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

区 長       138 153 200 221 219 

教 育 委 員 会       16 11 10 19 26 

選挙管理委員会       0 0 3 2 3 

監 査 委 員       0 0 0 0 0 

議 会       0 1 2 2 3 

合 計       154 165 215 244 251 

※請求件数は、取下げ件数を含んでいます。 
※複数の実施機関が対象の請求については、各々１件としています。 

 

 

（２）決定内容別件数 
                                  単位：件 

年度 
決定内容 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

公 開       33 47 67 84 107 

一 部 公 開       109 108 129 130 129 

非 公 開       2 3 3 10 7 

不 存 在       10 17 26 57 49 

存否応答拒否 0 1 0 0 3 

合 計       154 176 225 281 295 

※決定内容については、重複している場合があります。 
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項
第
1
号

9
4/

15
港

区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令

和
3
年

3
月

1
日

～
3
月

3
1
日

の
新

規
営

業
許

可
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○
申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

10
4/

15
港

区
立

中
学

校
の

う
ち

、
校

則
で

下
着

に
関

し
て

規
定

し
て

い
る

学
校

の
規

則
文

書
学
校
教
育
部
教
育
指
導
担
当

○
○

11
4/

19

港
区

芝
＊

-
＊

-
＊

の
診

療
所

に
関

し
て

、
開

業
以

来
請

求
日

ま
で

に
保

健
所

に
寄

せ
ら

れ
た

苦
情

及
び

処
理

に
つ

い
て

の
文

書

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

氏
名
、
年
代
、
電
話
番
号
、
住
所
、

通
院
歴
に
あ
っ
て
特
定
の
個
人
が
識

別
さ
れ
得
る
部
分
、
事
業
を
営
む
個

人
に
不
利
益
と
な
る
部
分
、
警
察
等

か
ら
の
情
報
及
び
対
応
、
任
意
提
供

情
報
で
あ
る
文
書

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
2
号

第
5
条
第
1
項
第
3
号

第
5
条
第
1
項
第
4
号

12
4/

20
港

区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
請

求
日

時
点

）
み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○
申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

13
4/

21

令
和

2
年

4
月

1
日

以
降

に
提

出
さ

れ
た

、
建

設
リ

サ
イ

ク
ル

法
に

基
づ

く
届

出
書

(
様

式
第

一
号

)
の

う
ち

、
対

象
住

所
一

覧
の

住
所

を
工

事
の

場
所

と
す

る
も

の

街
づ
く
り
支
援
部
建
築
課

○
○

○
○

印
影

第
5
条
第
1
項
第
5
号

非
公
開
部
分

非
公
開
理
由

不
存 在

存
否

応
答

拒
否

閲
覧

決
 
 
 
 
 
定
 
 
 
 
 
内
 
 
 
 
 
容

視
聴

写
し

公
 
開
 
方
 
法

取 下 げ
公
開

一
部

公
開

非
公 開

受
理

番
号

請
求

月
日

請
 
 
 
 
求

 
 
 
 
件
 
 
 
 
名

所
 
管
 
課

請
 
 
求
 
 
者
 
 
区
 
 
分

区
 
内

区
 
外

－56－



個
人

法
人

個
人

法
人

受
理

番
号

請
求

月
日

請
 
 
 
 
求

 
 
 
 
件

 
 
 
 
名

所
 
管
 
課

請
 
 
求
 
 
者
 
 
区
 
 
分

区
 
内

区
 
外

非
公
開
部
分

非
公
開
理
由

不
存 在

存
否

応
答

拒
否

閲
覧

決
 
 
 
 
 
定
 
 
 
 
 
内
 
 
 
 
 
容

視
聴

写
し

公
 
開
 
方
 
法

取 下 げ
公
開

一
部

公
開

非
公 開

14
4/

23
港

区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
請

求
日

時
点

）
み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○
申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

15
4/

23

令
和

2
年

度
に

提
出

さ
れ

た
特

定
粉

じ
ん

排
出

等
作

業
実

施
届

出
書

の
う

ち
、

1
吹

付
け

石
綿

に
該

当
す

る
も

の
の

表
紙

及
び

別
紙

（
特

定
粉

じ
ん

排
出

等
作

業
の

方
法

）

環
境
リ
サ
イ
ク
ル
支
援
部
環

境
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号
、
印
影

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
2
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

16
4/

28
港

区
内

全
域

の
薬

店
・

薬
品

店
の

一
覧

（
請

求
日

時
点

）
み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

17
4/

28

港
区

立
み

な
と

科
学

館
指

定
管

理
者

が
2
0
1
9

年
に

提
出

し
た

計
画

書
類

の
う

ち
様

式
1
3
～

34

学
校
教
育
部
教
育
指
導
担
当

○
○

○

18
5/

7

男
女

平
等

参
画

セ
ン

タ
ー

に
係

る
令

和
2
年

度
労

働
環

境
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
報

告
書

企
画
経
営
部
区
役
所
改
革
担

当
○

○
○

19
5/

11

港
区

内
全

域
に

お
け

る
食

品
営

業
許

可
一

覧
（

令
和

3
年

4
月

1
日

～
4
月

3
0
日

の
新

規
営

業
許

可
及

び
許

可
更

新
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

20
5/

13
令

和
3
年

4
月

末
現

在
で

許
可

等
を

受
け

た
施

設
一

覧
み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○
申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

21
5/

17

港
区

営
住

宅
シ

テ
ィ

ハ
イ

ツ
車

町
等

新
築

に
伴

う
地

盤
調

査
委

託
の

金
入

設
計

書
、

運
河

沿
緑

地
連

続
化

設
計

委
託

（
機

雷
等

探
査

）
の

金
入

設
計

書

芝
浦
港
南
地
区
総
合
支
所
ま

ち
づ
く
り
課

企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○

内
訳
書
の
金
額

第
5
条
第
1
項
第
3
号

22
5/

17

高
松

中
学

校
、

三
田

中
学

校
、

白
金

の
丘

中
学

校
、

港
南

中
学

校
で

令
和

2
年

度
に

行
わ

れ
た

定
期

テ
ス

ト
の

全
て

学
校
教
育
部
教
育
指
導
担
当

○
○

○

23
5/

21

入
札

案
件

に
関

す
る

再
生

資
源

物
（

び
ん

・
缶

）
の

売
却

の
項

目
ご

と
の

契
約

単
価

総
務
部
契
約
管
財
課

○
○

○

24
5/

24
港

区
内

全
域

の
食

品
営

業
許

可
一

覧
（

喫
茶

店
営

業
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

25
5/

26

指
導

主
事

、
小

学
校

及
び

児
童

の
保

護
者

等
の

や
り

と
り

の
記

録
学
校
教
育
部
教
育
指
導
担
当

○
○

○

公
開
の
可
否
又
は
不

存
在
を
回
答
す
る
こ

と
に
よ
っ
て
、
事
実

の
有
無
が
判
明
す
る

こ
と
に
な
る
た
め

26
5/

31

港
区

内
全

域
の

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令

和
3
年

5
月

3
1
日

時
点

で
営

業
し

て
い

る
飲

食
店

営
業

許
可

）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

27
5/

31

港
区

虎
ノ

門
＊

-
＊

-
＊

の
飲

食
店

に
係

る
営

業
許

可
申

請
み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
の
生
年
月
日
、
食
品
衛
生
責

任
者
の
氏
名
・
資
格
内
容
・
資
格
取

得
年
月
日
及
び
そ
の
番
号
、
申
請
者

の
欠
格
事
項
、
使
用
水

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
2
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

－57－



個
人

法
人

個
人

法
人

受
理

番
号

請
求

月
日

請
 
 
 
 
求

 
 
 
 
件

 
 
 
 
名

所
 
管
 
課

請
 
 
求
 
 
者
 
 
区
 
 
分

区
 
内

区
 
外

非
公
開
部
分

非
公
開
理
由

不
存 在

存
否

応
答

拒
否

閲
覧

決
 
 
 
 
 
定
 
 
 
 
 
内
 
 
 
 
 
容

視
聴

写
し

公
 
開
 
方
 
法

取 下 げ
公
開

一
部

公
開

非
公 開

28
6/

1

港
区

立
産

業
振

興
セ

ン
タ

ー
の

指
定

管
理

者
の

公
募

時
に

お
け

る
事

業
計

画
書

お
よ

び
収

支
予

算
書

（
事

業
計

画
）

産
業
・
地
域
振
興
支
援
部
産

業
振
興
課

○
○

○

指
定
管
理
者
（
個
人
）
の
電
話
番

号
、
氏
名
、
年
齢
、
顔
写
真
、
職

種
・
資
格
、
指
定
管
理
者
（
法
人
）

の
登
録
印
の
印
影
、
労
働
保
険
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

29
6/

1

港
区

内
全

域
に

お
け

る
食

品
営

業
許

可
一

覧
（

令
和

3
年

4
月

1
日

～
5
月

3
1
日

の
新

規
営

業
許

可
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

30
6/

2
港

区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令

和
3
年

4
月

末
時

点
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○
申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

31
6/

2

港
区

内
全

域
に

お
け

る
食

品
営

業
許

可
一

覧
（

令
和

3
年

5
月

1
日

～
5
月

3
1
日

の
新

規
営

業
許

可
及

び
許

可
更

新
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

32
6/

2

み
な

と
保

健
所

が
保

有
す

る
、

港
区

内
の

遊
技

場
に

て
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
の

ク
ラ

ス
タ

ー
（

集
団

感
染

）
が

発
生

し
た

事
実

が
記

載
さ

れ
た

文
書

み
な
と
保
健
所
保
健
予
防
課

○
○

公
開
の
可
否
又
は
不

存
在
を
回
答
す
る
こ

と
に
よ
っ
て
、
事
実

の
有
無
が
判
明
す
る

こ
と
に
な
る
た
め

33
6/

4

港
区

全
域

に
お

け
る

診
療

所
、
⻭

科
診

療
所

、
薬

局
、
高

度
管

理
医

療
機

器
等

販
売

業
貸

与
業

、
毒

物
劇

物
一

般
販

売
業

、
薬

局
製

造
販

売
医

薬
品

の
製

造
販

売
業

及
び

麻
薬

小
売

業
者

の
一

覧
（

令
和

3
年

6
月

3
日

時
点

）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○
○

麻
薬
小
売
業
者
一
覧

第
5
条
第
1
項
第
5
号

34
6/

4

港
区

内
全

域
に

お
け

る
、

食
品

営
業

許
可

施
設

の
リ

ス
ト

（
令

和
2
年

4
月

1
日

～
令

和
3
年

3
月

3
1
日

の
新

規
営

業
許

可
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

35
6/

7

港
区

六
本

木
＊

-
＊

-
＊

の
店

舗
に

関
す

る
許

可
申

請
書

一
式

港
区

公
衆

浴
場

法
施

行
条

例
第

4
条

に
基

づ
く

基
準

の
特

例
に

関
す

る
申

請
書

類
上

記
公

衆
浴

場
施

設
関

す
る

公
衆

浴
場

法
に

関
連

す
る

一
式

の
書

類

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
法
人
代
表
取
締
役
の
生
年
月

日
、
管
理
者
氏
名
、
申
請
法
人
定
款

（
一
部
）
、
施
設
図
面
一
式

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
2
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

36
6/

14

み
な

と
保

健
所

が
保

有
す

る
、

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
感

染
症

の
感

染
者

へ
の

積
極

的
疫

学
調

査
の

結
果

と
し

て
遊

技
場

へ
行

っ
た

こ
と

が
感

染
原

因
で

は
な

い
か

と
の

内
容

が
記

載
さ

れ
て

い
る

報
告

書
・

ヒ
ア

リ
ン

グ
シ

ー
ト

な
ど

の
文

書

み
な
と
保
健
所
保
健
予
防
課

○
○

公
開
の
可
否
又
は
不

存
在
を
回
答
す
る
こ

と
に
よ
っ
て
、
事
実

の
有
無
が
判
明
す
る

こ
と
に
な
る
た
め

37
6/

14
麻

布
子

ど
も

中
高

生
プ

ラ
ザ

2
階

の
間

取
り

図
麻
布
地
区
総
合
支
所
管
理
課

○
○

○
設
計
事
務
所
の
担
当
者
名

第
5
条
第
1
項
第
1
号

－58－



個
人

法
人

個
人

法
人

受
理

番
号

請
求

月
日

請
 
 
 
 
求

 
 
 
 
件

 
 
 
 
名

所
 
管
 
課

請
 
 
求
 
 
者
 
 
区
 
 
分

区
 
内

区
 
外

非
公
開
部
分

非
公
開
理
由

不
存 在

存
否

応
答

拒
否

閲
覧

決
 
 
 
 
 
定
 
 
 
 
 
内
 
 
 
 
 
容

視
聴

写
し

公
 
開
 
方
 
法

取 下 げ
公
開

一
部

公
開

非
公 開

38
6/

16

港
区

南
青

山
＊

-
＊

-
＊

に
所

在
す

る
美

容
所

の
開

設
届

一
式

及
び

保
健

所
審

査
書

類
み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

住
所
、
氏
名
、
生
年
月
日
、
個
人
連

絡
先
、
美
容
師
免
許
番
号
及
び
免
許

登
録
年
月
日
、
管
理
美
容
師
修
了
証

書
の
氏
名
、
番
号
、
修
了
年
月
日
、

交
付
年
月
日
、
発
行
都
道
府
県
名
及

び
受
講
年
度
、
診
断
書
の
診
断
結

果
、
診
断
年
月
日
、
医
療
機
関
名

称
、
所
在
地
、
連
絡
先
、
診
断
医
師

名
及
び
印
影
、
施
設
平
面
図
に
記
載

さ
れ
た
作
成
者
氏
名
、
印
影
、
施
設

平
面
図

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
2
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

39
6/

21

港
区

西
麻

布
＊

-
＊

-
＊

に
お

け
る

、
環

境
確

保
条

例
に

係
る

指
定

工
場

の
設

置
・

変
更

届
の

内
容

に
つ

い
て

環
境
リ
サ
イ
ク
ル
支
援
部
環

境
課

○
○

○

事
業
所
の
担
当
者
名

第
5
条
第
1
項
第
1
号

40
6/

21

港
区

立
赤

坂
学

園
の

新
制

服
策

定
に

関
す

る
資

料
一

切
港

区
立

高
陵

中
学

校
の

新
制

服
作

成
に

関
す

る
資

料
一

切

学
校
教
育
部
学
務
課

学
校
教
育
部
教
育
指
導
担
当

○
○

○

検
討
委
員
会
委
員
（
区
職
員
を
除

く
）
の
氏
名
、
児
童
・
生
徒
の
保
護

者
氏
名
及
び
そ
の
連
絡
先
、
事
業
者

の
担
当
者
氏
名

第
5
条
第
1
項
第
1
号

41
6/

22

入
札

案
件

に
お

け
る

再
生

資
源

物
（

び
ん

・
缶

）
の

売
却

の
項

目
ご

と
の

契
約

単
価

総
務
部
契
約
管
財
課

○
○

○

42
6/

23

損
害

保
険

と
傷

害
保

険
の

保
険

証
券

お
よ

び
加

入
者

カ
ー

ド
の

す
べ

て
（

令
和

2
年

4
月

1
日

～
令

和
3
年

3
月

3
1
日

）

全
課

○
○

○

個
人
の
氏
名
、
性
別
、
年
齢
、
法
人

及
び
代
表
者
の
印
影

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

43
6/

23

港
区

立
高

輪
台

小
学

校
校

務
セ

ン
タ

ー
等

改
修

工
事

、
港

区
立

南
山

小
学

校
外

壁
等

改
修

工
事

、
港

区
立

麻
布

小
学

校
外

壁
等

改
修

工
事

、
港

区
立

御
成

門
小

学
校

普
通

教
室

化
等

改
修

工
事

の
設

計
単

価
内

訳
書

企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○

44
6/

24

「
港

区
墓

地
等

の
経

営
の

許
可

等
に

関
す

る
条

例
」

に
基

づ
き

経
営

許
可

を
受

け
て

い
る

墓
地

の
一

覧

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

45
6/

25

街
路

灯
維

持
工

事
(
照

明
器

具
取

替
)
、

麻
布

十
番

一
・

二
丁

目
道

路
整

備
工

事
（

照
明

施
設

）
（

Ⅰ
期

）
の

金
入

り
設

計
書

（
諸

経
費

計
算

書
含

む
）

麻
布
地
区
総
合
支
所
ま
ち
づ

く
り
課

芝
浦
港
南
地
区
総
合
支
所
ま

ち
づ
く
り
課

○
○

○

46
6/

29
六

本
木

＊
丁

目
に

所
在

す
る

美
容

室
の

申
請

日
み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

47
6/

30

港
区

立
麻

布
小

学
校

外
壁

等
改

修
工

事
、

港
区

立
南

山
小

学
校

外
壁

等
改

修
工

事
、

港
区

立
御

成
門

小
学

校
普

通
教

室
化

等
改

修
工

事
、

港
区

立
高

輪
台

小
学

校
校

務
セ

ン
タ

ー
等

改
修

工
事

の
内

訳
書

及
び

図
面

企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○

48
7/

1

港
区

内
全

域
に

お
け

る
食

品
営

業
許

可
一

覧
（

令
和

3
年

6
月

1
日

～
6
月

3
0
日

の
新

規
営

業
許

可
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

－59－



個
人

法
人

個
人

法
人

受
理

番
号

請
求

月
日

請
 
 
 
 
求

 
 
 
 
件

 
 
 
 
名

所
 
管
 
課

請
 
 
求
 
 
者
 
 
区
 
 
分

区
 
内

区
 
外

非
公
開
部
分

非
公
開
理
由

不
存 在

存
否

応
答

拒
否

閲
覧

決
 
 
 
 
 
定
 
 
 
 
 
内
 
 
 
 
 
容

視
聴

写
し

公
 
開
 
方
 
法

取 下 げ
公
開

一
部

公
開

非
公 開

49
7/

2

港
区

内
全

域
に

お
け

る
食

品
営

業
許

可
一

覧
施

設
（

令
和

3
年

6
月

1
日

～
6
月

3
0
日

の
新

規
営

業
許

可
及

び
許

可
更

新
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

50
7/

5
港

区
内

全
域

の
食

品
営

業
許

可
一

覧
（

令
和

3
年

6
月

3
0
日

時
点

）
み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○
申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

51
7/

5

令
和

元
年

又
は

令
和

2
年

の
区

立
図

書
館

の
職

員
数

（
司

書
数

）
、

資
料

費
、

蔵
書

数
、

受
入

数
、

貸
出

者
数

、
貸

出
点

数
な

ど
の

実
績

教
育
推
進
部
図
書
文
化
財
課

○
○

○
○

52
7/

6
乳

類
販

売
業

と
食

料
品

等
販

売
業

免
許

を
有

す
る

店
舗

（
令

和
3
年

5
月

3
1
日

時
点

）
み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

53
7/

6

令
和

3
年

4
月

1
日

か
ら

6
月

3
0
日

に
食

品
衛

生
業

の
届

出
が

出
さ

れ
て

い
る

施
設

、
医

療
業

の
届

出
が

出
さ

れ
て

い
る

施
設

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

54
7/

6

街
路

灯
維

持
工

事
（

照
明

器
具

取
替

）
、

麻
布

十
番

一
・

二
丁

目
道

路
整

備
工

事
（

照
明

施
設

）
（

Ⅰ
期

）
、

街
路

灯
維

持
工

事
（

2
型

建
替

及
び

装
飾

灯
灯

具
取

替
）

に
関

す
る

金
額

入
り

の
設

計
書

一
式

麻
布
地
区
総
合
支
所
ま
ち
づ

く
り
課

赤
坂
地
区
総
合
支
所
ま
ち
づ

く
り
課

芝
浦
港
南
地
区
総
合
支
所
ま

ち
づ
く
り
課

○
○

○

55
7/

8

「
ち

ぃ
ば

す
」

使
用

車
両

全
車

両
（

現
有

車
、

過
去

車
、

常
用

車
及

び
予

備
車

）
の

一
覧

表
、

全
車

両
車

検
証

写
し

、
ボ

デ
ィ

メ
ー

カ
ー

発
行

製
作

仕
様

書
写

し
（

図
面

類
含

む
）

街
づ
く
り
支
援
部
地
域
交
通

課
○

○

56
7/

14

街
路

灯
維

持
工

事
（

照
明

器
具

取
替

）
に

関
す

る
金

額
入

り
の

設
計

書
一

式
芝
地
区
総
合
支
所
ま
ち
づ
く

り
課

○
○

○

57
7/

14

街
路

灯
維

持
工

事
(
照

明
器

具
取

替
)
そ

の
2
、

街
路

灯
維

持
工

事
（

建
替

）
に

関
す

る
工

事
設

計
書

高
輪
地
区
総
合
支
所
ま
ち
づ

く
り
課

芝
浦
港
南
地
区
総
合
支
所
ま

ち
づ
く
り
課

○
○

○

58
7/

20

港
資

源
化

セ
ン

タ
ー

外
壁

等
改

修
工

事
、

港
区

立
芝

小
学

校
校

庭
人

工
芝

化
等

改
修

工
事

、
港

区
立

白
金

小
学

校
外

壁
等

改
修

工
事

（
1
期
工

事
）

の
内

訳
書

及
び

図
面

企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○
○

建
築
士
氏
名
、
建
築
士
登
録
番
号
、

建
築
士
印

第
5
条
第
1
項
第
1
号

59
7/

21
事

故
が

発
生

し
た

製
品

の
国

民
生

活
セ

ン
タ

ー
の

調
査

報
告

書
産
業
・
地
域
振
興
支
援
部
産

業
振
興
課

○
○

○

60
7/

27

区
と

東
京

出
入

国
在

留
管

理
局

と
の

感
染

症
に

か
か

る
や

り
取

り
に

関
す

る
一

切
の

文
書

み
な
と
保
健
所
保
健
予
防
課

○
○

○
○

氏
名
、
職
員
メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス
、
施

設
内
配
置
図

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
4
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

第
5
条
第
1
項
第
6
号

61
7/

29

令
和

3
年

9
月

1
日

時
点

で
有

効
な

損
害

保
険

の
保

険
証

券
及

び
明

細
、

付
属

書
類

の
写

し
全
課

○
○

○

個
人
の
氏
名
、
性
別
及
び
年
齢
、
法

人
及
び
代
表
者
の
印
影

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

62
7/

30
＊

＊
＊

＊
ク

リ
ニ

ッ
ク

に
関

す
る

区
に

寄
せ

ら
れ

た
苦

情
等

の
処

理
に

関
す

る
文

書
み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○
住
所
、
電
話
番
号
、
年
代
、
通
院

歴
、
診
断
内
容

第
5
条
第
1
項
第
1
号

－60－



個
人

法
人

個
人

法
人

非
公
開
部
分

非
公
開
理
由

不
存 在

存
否

応
答

拒
否

閲
覧

決
 
 
 
 
 
定
 
 
 
 
 
内
 
 
 
 
 
容

視
聴

写
し

公
 
開
 
方
 
法

取 下 げ
公
開

一
部

公
開

非
公 開

受
理

番
号

請
求

月
日

請
 
 
 
 
求

 
 
 
 
件

 
 
 
 
名

所
 
管
 
課

請
 
 
求
 
 
者
 
 
区
 
 
分

区
 
内

区
 
外

63
8/

3

港
区

内
全

域
に

お
け

る
食

品
営

業
許

可
一

覧
（

令
和

3
年

7
月

1
日

～
7
月

3
1
日

の
新

規
営

業
許

可
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

64
8/

3

港
区

内
全

域
に

お
け

る
食

品
営

業
許

可
一

覧
（

令
和

3
年

7
月

1
日

～
7
月

3
1
日

の
新

規
営

業
許

可
及

び
許

可
更

新
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

65
8/

3

食
品

衛
生

業
の

届
出

が
出

さ
れ

て
い

る
施

設
、

医
療

業
の

届
出

が
出

さ
れ

て
い

る
施

設
（

令
和

3
年

6
月

1
日

～
7
月

3
0
日

届
出

）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

66
8/

4

①
港

区
住

居
表

示
に

関
す

る
条

例
第

3
条

第
1

項
の

届
出

に
際

し
て

提
出

さ
れ

た
書

類
及

び
添

付
書

類
②

港
区

住
居

表
示

に
関

す
る

条
例

第
3
条

第
1

項
の

届
出

の
処

理
状

況
を

一
覧

表
に

し
た

書
類 ③

住
居

表
示

台
帳

（
①

～
③

い
ず

れ
も

令
和

3
年

1
月

1
日

～
6
月

3
0
日

に
住

居
表

示
の

付
定

が
あ

っ
た

物
件

）

芝
地
区
総
合
支
所
区
民
課

○
○

○
○

個
人
の
住
所
・
氏
名
・
電
話
・
印

影
、
建
物
そ
の
他
の
工
作
物
新
築
届

出
時
の
添
付
書
類
、
住
居
表
示
台
帳

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
6
号

67
8/

6
港

区
立

障
害

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

等
屋

上
防

水
等

改
修

工
事

の
設

計
単

価
の

内
訳

書
企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○

68
8/

13

令
和

2
年

4
月

1
日

以
降

に
受

理
さ

れ
た

、
建

設
リ

サ
イ

ク
ル

法
の

規
定

に
よ

る
届

け
出

書
（

様
式

第
一

号
）

の
う

ち
、

対
象

の
住

所
を

工
事

の
場

所
と

す
る

も
の

街
づ
く
り
支
援
部
建
築
課

○
○

69
8/

17
港

区
内

全
域

に
お

け
る

集
団

給
食

施
設

（
令

和
3
年
8
月

1
9
日

時
点

）
み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

70
8/

25

港
区

立
麻

布
小

学
校

外
壁

等
改

修
工

事
、

港
区

立
芝

高
齢

者
在

宅
サ

ー
ビ

ス
セ

ン
タ

ー
外

壁
等

改
修

工
事

の
施

工
体

系
図

企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○

71
8/

30

港
区

内
全

域
に

お
け

る
施

術
所

、
薬

局
、

特
例

販
売

業
、

店
舗

販
売

業
一

覧
（

令
和

3
年

8
月

2
7
日

時
点

）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

72
9/

1

港
区

内
全

域
に

お
け

る
食

品
営

業
許

可
一

覧
（

令
和

3
年

8
月

1
日

～
8
月

3
1
日

の
新

規
営

業
許

可
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

73
9/

2

港
区

内
全

域
に

お
け

る
食

品
営

業
許

可
一

覧
（

令
和

3
年

8
月

1
日

～
8
月

3
1
日

の
新

規
営

業
許

可
及

び
許

可
更

新
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

74
9/

6

食
品

衛
生

業
の

届
出

が
出

さ
れ

て
い

る
施

設
、

医
療

業
の

届
出

が
出

さ
れ

て
い

る
施

設
（

令
和

3
年

7
月

1
日

～
8
月

3
1
日

届
出

）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
電

話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

75
9/

7
港

区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令

和
3
年

9
月

9
日

現
在

）
み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○
申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

76
9/

7
理

容
所

、
美

容
所

一
覧

(
令

和
3
年

9
月

6
日

時
点

）
み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

77
9/

7
港

区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令

和
3
年

9
月

9
日

現
在

）
み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○
申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号
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個
人

法
人

個
人

法
人

受
理

番
号

請
求

月
日

請
 
 
 
 
求

 
 
 
 
件

 
 
 
 
名

所
 
管
 
課

請
 
 
求
 
 
者
 
 
区
 
 
分

区
 
内

区
 
外

非
公
開
部
分

非
公
開
理
由

不
存 在

存
否

応
答

拒
否

閲
覧

決
 
 
 
 
 
定
 
 
 
 
 
内
 
 
 
 
 
容

視
聴

写
し

公
 
開
 
方
 
法

取 下 げ
公
開

一
部

公
開

非
公 開

78
9/

9
港

区
高

輪
地

区
総

合
支

所
等

大
規

模
改

修
工

事
内

訳
書

企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○

79
9/

13
令

和
2
年

度
の

1
年

間
及

び
令

和
3
年

度
の

1
学

期
の

中
学

校
の

定
期

テ
ス

ト
学
校
教
育
部
教
育
指
導
担
当

○
○

○

80
9/

15
港

区
赤

坂
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
ぷ

ら
ざ

自
動

火
災

報
知

設
備

他
改

修
工

事
の

内
訳

書
企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○

81
9/

16
港

区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令

和
3
年

9
月

1
7
日

現
在

）
み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

82
9/

28
港

区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令

和
3
年

9
月

2
9
日

現
在

）
み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○
申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
住

所
第
5
条
第
1
項
第
1
号

83
10

/1
一

の
橋

公
園

整
備

工
事

の
特

記
仕

様
書

、
金

入
り

設
計

書
麻
布
地
区
総
合
支
所
ま
ち
づ

く
り
課

○
○

○

84
10

/4

港
区

内
全

域
に

お
け

る
食

品
営

業
許

可
一

覧
（

令
和

3
年

9
月

1
日

～
9
月

3
0
日

の
新

規
営

業
許

可
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

85
10

/4

港
区

内
全

域
に

お
け

る
食

品
営

業
許

可
一

覧
（

令
和

3
年

8
月

1
日

～
8
月

3
1
日

の
新

規
営

業
許

可
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

86
10

/4

港
区

内
全

域
に

お
け

る
食

品
営

業
許

可
一

覧
（

令
和

3
年

9
月

1
日

～
9
月

3
0
日

の
新

規
営

業
許

可
及

び
許

可
更

新
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

87
10

/4

港
区

内
全

域
に

お
け

る
食

品
営

業
許

可
一

覧
、

医
療

業
届

出
一

覧
（

令
和

3
年

8
月

1
日

～
9
月
3
0
日

の
新

規
営

業
許

可
、

許
可

更
新

、
変

更
及

び
廃

止
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
電

話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

88
10

/5

①
港

区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令

和
3
年

1
0
月

6
日

時
点

）
②

港
区

内
全

域
に

お
け

る
食

品
営

業
許

可
一

覧
（

令
和

3
年

1
0
月

1
日

～
1
0
月

6
日

の
新

規
営

業
許

可
、

許
可

更
新

、
変

更
及

び
廃

止
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

89
10

/1
2

在
外

選
挙

制
度

の
う

ち
郵

便
等

投
票

に
お

い
て

、
衆

議
院

の
任

期
満

了
お

よ
び

総
選

挙
に

伴
う

衆
議

院
議

員
選

挙
の

投
票

用
紙

の
交

付
を

在
外

選
挙

人
が

求
め

た
際

の
、

投
票

用
紙

の
交

付
基

準
、

郵
送

、
手

続
等

の
事

務
に

関
わ

る
、

規
則

、
規

定
、

決
裁

、
メ

ー
ル

、
議

事
録

、
議

事
要

旨
、

手
順

書
な

ど
一

切
の

資
料

選
挙
管
理
委
員
会
事
務
局

○
○

○
○

○

開
票
管
理
者
及
び
同
職
務
代
理
者
、

選
挙
長
及
び
同
職
務
代
理
者
の
住

所
、
個
人
の
メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス

第
5
条
第
1
項
第
1
号

90
10

/1
3

①
工

事
案

件
8
件

の
工

事
費

内
訳

、
工

事
種

別
内

訳
、

工
事

種
別

毎
（

科
目

別
、

中
科

目
別

、
細

目
別

）
、

共
通

仮
設

費
（

積
上

分
）

②
工

事
案

件
4
件

の
工

事
設

計
書

（
工

事
費

総
括

書
、

工
事

総
括

書
、

工
事

種
別

内
訳

、
種

目
別

内
訳

書
、

代
価

明
細

表
、

材
料

品
調

書
、

諸
経

費
計

算
書

）

芝
地
区
総
合
支
所
ま
ち
づ
く

り
課

芝
浦
港
南
地
区
総
合
支
所
ま

ち
づ
く
り
課

企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○
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個
人

法
人

個
人

法
人

受
理

番
号

請
求

月
日

請
 
 
 
 
求

 
 
 
 
件

 
 
 
 
名

所
 
管
 
課

請
 
 
求
 
 
者
 
 
区
 
 
分

区
 
内

区
 
外

非
公
開
部
分

非
公
開
理
由

不
存 在

存
否

応
答

拒
否

閲
覧

決
 
 
 
 
 
定
 
 
 
 
 
内
 
 
 
 
 
容

視
聴

写
し

公
 
開
 
方
 
法

取 下 げ
公
開

一
部

公
開

非
公 開

91
10

/1
4
港

区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
請

求
日

時
点

）
み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

92
10

/1
4

港
区

旧
国

立
保

健
医

療
科

学
院

保
存

活
用

検
討

委
員

会
（

第
1
回

～
第

1
2
回

）
の

議
事

録
及

び
同

委
員

会
に

提
出

し
た

資
料

企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○

委
員
氏
名
、
設
計
及
び
工
事
受
託
業

者
の
担
当
者
氏
名

第
5
条
第
1
項
第
1
号

93
10

/1
5

①
芝

浦
三

丁
目

電
線

共
同

溝
整

備
工

事
、

河
川

維
持

工
事

（
河

床
整

正
）

の
工

事
設

計
書

②
赤

坂
九

丁
目

私
道

整
備

工
事

の
種

別
内

訳
書

、
代

価
明

細
書

芝
地
区
総
合
支
所
ま
ち
づ
く

り
課

赤
坂
地
区
総
合
支
所
ま
ち
づ

く
り
課

芝
浦
港
南
地
区
総
合
支
所
ま

ち
づ
く
り
課

○
○

○
○

工
事
の
種
別
内
訳
書
、
代
価
明
細
書

第
5
条
第
1
項
第
3
号

94
10

/1
5

①
令

和
元

年
度

に
実

施
し

た
港

区
立

学
校

図
書

館
運

営
業

務
委

託
の

プ
ロ

ポ
ー

ザ
ル

決
定

事
業

者
の

提
案

書
・

採
点

表
・

議
事

録
②

令
和

2
年

度
及

び
令

和
3
年

度
の

港
区

立
学

校
図

書
館

運
営

業
務

委
託

先
事

業
者

の
、

費
用

の
内

訳
が

わ
か

る
も

の

学
校
教
育
部
教
育
指
導
担
当

○
○

○
○

法
人
代
表
者
の
印
影

第
5
条
第
1
項
第
5
号

95
10

/1
8
各

課
で

契
約

し
た

自
動

車
保

険
の

保
険

証
書

の
写

し
（

令
和

3
年

1
0
月

1
8
日

現
在

有
効

）
全
課

○
○

○
○

法
人
代
表
者
の
印
影

第
5
条
第
1
項
第
5
号

96
10

/1
8

衆
議

院
議

員
選

挙
（

令
和

3
年

1
0
月

3
1
日

投
開

票
）

の
在

外
投

票
実

施
に

関
し

、
港

区
が

作
成

し
た

全
て

の
文

書
、

庁
内

の
部

署
間

や
外

部
と

や
り

と
り

し
た

文
書

選
挙
管
理
委
員
会
事
務
局

○
○

○
○

開
票
管
理
者
及
び
同
職
務
代
理
者
、

選
挙
長
及
び
同
職
務
代
理
者
の
住

所
、
個
人
の
メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス

第
5
条
第
1
項
第
1
号

97
10

/1
8
五

之
橋

設
計

委
託

（
修

正
）

に
関

す
る

金
額

入
り

の
設

計
書

麻
布
地
区
総
合
支
所
ま
ち
づ

く
り
課

○
○

○

98
10

/1
8
図

書
館

相
互

協
力

車
運

行
業

務
委

託
に

係
る

仕
様

書
教
育
推
進
部
図
書
文
化
財
課

○
○

○

99
10

/2
0

平
成

2
9
年

以
降

に
請

求
さ

れ
た

「
行

政
書

士
＊

＊
＊

＊
」

名
に

よ
る

戸
籍

、
住

民
票

等
の

職
務

上
請

求
書

芝
地
区
総
合
支
所
区
民
課

赤
坂
地
区
総
合
支
所
区
民
課

麻
布
地
区
総
合
支
所
区
民
課

高
輪
地
区
総
合
支
所
区
民
課

芝
浦
港
南
地
区
総
合
支
所
区

民
課

○
○

○
○

本
籍
・
住
所
、
筆
頭
者
の
氏
名
・
世

帯
主
の
氏
名
、
請
求
に
係
る
者
の
氏

名
・
範
囲
・
生
年
月
日
、
請
求
者
個

人
の
電
話
番
号
、
住
民
基
本
台
帳
法

第
1
2
条
の
3
第
7
項
に
よ
る
基
礎
証
明

事
項
以
外
の
事
項
、
戸
籍
法
第
1
0
条

の
2
第
1
項
等
、
住
民
基
本
台
帳
法
第

1
2
条
の
3
第
1
項
等
に
よ
る
業
務
を
遂

行
す
る
た
め
に
必
要
な
場
合
、
払
出

し
番
号
、
請
求
年
月
日
、
請
求
の
種

別
通
数
、
補
助
者
、
戸
籍
法
第
1
0
条

の
2
第
1
項
等
、
住
民
基
本
台
帳
法
第

1
2
条
の
3
第
1
項
等
に
よ
る
業
務
を
遂

行
す
る
た
め
に
必
要
な
場
合
、
提
出

先
又
は
提
出
先
が
な
い
場
合
の
処

理
、
請
求
者
職
印
の
印
影

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
2
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

10
0

10
/2

5
「

社
会

保
険

関
係

手
続

業
務

委
託

」
に

関
す

る
入
札

公
告

、
仕

様
書

等
一

式
総
務
部
人
事
課

○
○

○
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個
人

法
人

個
人

法
人

受
理

番
号

請
求

月
日

請
 
 
 
 
求

 
 
 
 
件

 
 
 
 
名

所
 
管
 
課

請
 
 
求
 
 
者
 
 
区
 
 
分

区
 
内

区
 
外

非
公
開
部
分

非
公
開
理
由

不
存 在

存
否

応
答

拒
否

閲
覧

決
 
 
 
 
 
定
 
 
 
 
 
内
 
 
 
 
 
容

視
聴

写
し

公
 
開
 
方
 
法

取 下 げ
公
開

一
部

公
開

非
公 開

10
1

10
/2

9

港
区
麻

布
地

区
総

合
支

所
自

動
制

御
設

備
等

改
修
工

事
（

1
期

工
事

）
に

関
す

る
積

算
内

訳
明
細

書
、

見
積

比
較

表
、

別
紙

明
細

書
、

代
価
表

、
共

通
費

算
定

書

企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○
○

○

代
価
表
の
乗
率
及
び
単
価

見
積
比
較
表
、
共
通
費
算
定
書

第
5
条
第
1
項
第
3
号

10
2

11
/2

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令
和

3
年

9
月

1
日

～
9
月

3
0
日

）
み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

10
3

11
/2

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令
和

3
年

1
0
月

1
日

～
1
0
月

3
1
日

の
新

規
営

業
許
可

）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号
、
申
請
者
電
話
番

号
及
び
営
業
所
電
話
番
号
に
お
け
る

携
帯
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

10
4

11
/2

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令
和

3
年

1
0
月

1
日

～
1
0
月

3
1
日

の
新

規
営

業
許
可

及
び

許
可

更
新

）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

10
5

11
/2

現
時
点

で
最

近
の

建
築

審
査

会
口

頭
審

査
議

事
録
と

建
築

審
査

会
議

事
録

街
づ
く
り
支
援
部
都
市
計
画

課
○

○
○

○

個
人
の
氏
名
、
法
人
の
名
称
、
審
査

請
求
対
象
建
築
物
の
建
築
確
認
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
2
号

10
6

11
/2

「
港
区

芝
地

区
公

園
・

児
童

遊
園

指
定

管
理

者
候
補

者
選

考
」

に
お

い
て

、
令

和
元

年
度

に
応
募

事
業

者
か

ら
提

出
さ

れ
た

提
案

書
類

「
港
区

麻
布

地
区

公
園

・
児

童
遊

園
指

定
管

理
者
候

補
者

選
考

」
に

お
い

て
、

平
成

2
8
年

度
に
応

募
事

業
者

か
ら

提
出

さ
れ

た
提

案
書

類

芝
地
区
総
合
支
所
ま
ち
づ
く

り
課

麻
布
地
区
総
合
支
所
ま
ち
づ

く
り
課

○
○

○

個
人
の
氏
名
及
び
メ
ー
ル
ア
ド
レ

ス
、
代
表
者
印
等
の
印
影

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

10
7

11
/4

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

、
医

療
業

届
出

一
覧

（
令

和
3
年

9
月

1
日

～
1
0
月

3
1
日

の
新

規
営

業
許

可
、

許
可

更
新

、
変

更
及

び
廃

止
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

10
8

11
/1

1
港

区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令
和

3
年

1
0
月

3
1
日

時
点

）
み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

10
9

11
/1

6

①
港
区

住
居

表
示

に
関

す
る

条
例

第
3
条

第
1

項
の
届

出
に

際
し

て
提

出
さ

れ
た

書
類

及
び

添
付
書

類
②

港
区

住
居

表
示

に
関

す
る

条
例

第
3
条

第
1

項
の
届

出
の

処
理

状
況

を
一

覧
表

に
し

た
書

類 ③
住
居

表
示

台
帳

（
①
～

③
い

ず
れ

も
令

和
3
年

7
月

1
日

～
9
月

3
0
日
に

住
居

表
示

の
付

定
が

あ
っ

た
物

件
）

芝
地
区
総
合
支
所
区
民
課

○
○

○
○

個
人
の
住
所
・
氏
名
・
電
話
・
印

影
、
建
物
そ
の
他
の
工
作
物
新
築
届

出
時
の
添
付
書
類
、
住
居
表
示
台
帳

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
6
号

11
0

11
/2

2

港
区
赤

坂
＊

-
＊

-
＊

及
び

港
区

新
橋

＊
-
＊

-
＊

の
施

設
か

ら
出

さ
れ

た
屋

外
広

告
物

申
請

書
の
新

規
書

類

芝
地
区
総
合
支
所
ま
ち
づ
く

り
課

赤
坂
地
区
総
合
支
所
ま
ち
づ

く
り
課

○
○

11
1

11
/2

2

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令
和

3
年

1
月

1
日

～
1
0
月

3
1
日

の
新

規
営

業
許
可

）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

11
2

11
/2

6
港

区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
請
求

日
時

点
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○
申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号
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個
人

法
人

個
人

法
人

受
理

番
号

請
求

月
日

請
 
 
 
 
求

 
 
 
 
件

 
 
 
 
名

所
 
管
 
課

請
 
 
求
 
 
者
 
 
区
 
 
分

区
 
内

区
 
外

非
公
開
部
分

非
公
開
理
由

不
存 在

存
否

応
答

拒
否

閲
覧

決
 
 
 
 
 
定
 
 
 
 
 
内
 
 
 
 
 
容

視
聴

写
し

公
 
開
 
方
 
法

取 下 げ
公
開

一
部

公
開

非
公 開

11
3

11
/2

9

白
金
一

丁
目

東
部

北
、

虎
ノ

門
二

丁
目

、
新

橋
田
村

町
、

虎
ノ

門
・

麻
布

台
、

三
田

三
・

四
丁
目

、
虎

ノ
門

一
・

二
丁

目
、

虎
ノ

門
一

丁
目
、

虎
ノ

門
駅

前
、

浜
松

町
一

丁
目

、
六

本
木
三

丁
目

東
地

区
市

街
地

再
開

発
事

業
に

係
る
、

施
行

地
区

位
置

図
、

施
行

地
区

区
域

図
、
権

利
変

換
後

の
施

行
地

区
の

地
番

が
確

認
で
き

る
資

料

街
づ
く
り
支
援
部
再
開
発
担

当

○
○

○
○

11
4

12
/1

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令
和

3
年

1
1
月

1
日

～
1
1
月

3
0
日

の
新

規
営

業
許
可

）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

11
5

12
/1

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令
和

3
年

1
0
月

1
日

～
1
0
月

3
0
日

）
み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

11
6

12
/1

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令
和

3
年

1
1
月

1
日

～
1
1
月

3
0
日

の
新

規
営

業
許
可

及
び

許
可

更
新

）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

11
7

1/
21

令
和
3
年

9
月

1
6
日

開
札

「
防

災
備

蓄
倉

庫
棚

卸
等
業

務
委

託
」

に
関

わ
る

委
託

仕
様

書
及

び
成
果

物
一

式

防
災
危
機
管
理
室
防
災
課

○
○

○
○

11
8

12
/2

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令
和

3
年

1
0
月

1
日

～
1
1
月

3
0
日

の
新

規
営

業
許
可

、
許

可
更

新
、

変
更

及
び

廃
止

）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

11
9

12
/6

対
象
計

画
地

に
お

け
る

「
港

区
中

高
層

建
築

物
等
の

建
築

に
係

る
紛

争
の

予
防

と
調

整
に

関
す
る

条
例

」
に

基
づ

く
隣

接
関

係
住

民
説

明
会
等

報
告

書

街
づ
く
り
支
援
部
建
築
課

○
○

○

住
民
個
人
名
、
事
業
者
認
印
等
の
印

影
第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

12
0

12
/2

3
公

衆
浴

場
施

設
一

覧
(
令

和
3
年

1
2
月

2
2
日

時
点

)
み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

12
1

1/
6

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令
和

3
年

1
2
月

1
日

～
1
2
月

3
1
日

の
新

規
営

業
許
可

）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

12
2

1/
6

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令
和

3
年

1
2
月

1
日

～
1
2
月

3
1
日

の
新

規
営

業
許
可

及
び

許
可

更
新

）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

12
3

1/
7

薬
局
・

店
舗

販
売

業
者

（
令

和
3
年

1
月

1
日

～
1
2
月

3
1
日

に
新

規
開

設
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

12
4

1/
7

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令
和

3
年

1
1
月

1
日

～
1
2
月

3
1
日

の
新

規
営

業
許
可

、
許

可
更

新
、

変
更

及
び

廃
止

）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

12
5

1/
14

港
区
立

み
な

と
図

書
館

給
排

水
設

備
改

修
工

事
（
2
期

工
事

）
、

（
仮

称
）

港
区

立
神

応
い

き
い

き
プ

ラ
ザ

等
複

合
施

設
整

備
に

伴
う

機
械
設

備
工

事
の

金
入

り
設

計
書

企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○
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個
人

法
人

個
人

法
人

受
理

番
号

請
求

月
日

請
 
 
 
 
求

 
 
 
 
件

 
 
 
 
名

所
 
管
 
課

請
 
 
求
 
 
者
 
 
区
 
 
分

区
 
内

区
 
外

非
公
開
部
分

非
公
開
理
由

不
存 在

存
否

応
答

拒
否

閲
覧

決
 
 
 
 
 
定
 
 
 
 
 
内
 
 
 
 
 
容

視
聴

写
し

公
 
開
 
方
 
法

取 下 げ
公
開

一
部

公
開

非
公 開

12
6

1/
18

令
和
3
年

7
月

時
点

で
、

港
区

が
認

可
し

て
い

た
新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
ワ

ク
チ

ン
の

個
別

接
種
期

間
の

う
ち

、
港

区
南

青
山

＊
丁

目
に

あ
る
医

療
機

関
を

示
す

資
料

み
な
と
保
健
所
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
ワ
ク
チ
ン
接
種
担

当
○

○

12
7

1/
21

令
和
3
年

度
赤

坂
地

区
港

区
立

い
き

い
き

プ
ラ

ザ
指

定
管

理
者

選
考

の
応

募
書

類
（

事
業

計
画
書

）

赤
坂
地
区
総
合
支
所
管
理
課

○
○

○

個
人
の
氏
名
、
経
歴
、
写
真

法
人
等
の
印
影
・
社
内
規
定
等

当
該
法
人
の
防
犯
体
制

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
2
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

12
8

1/
24

①
港
区

住
居

表
示

に
関

す
る

条
例

第
3
条

第
1

項
の
届

出
に

際
し

て
提

出
さ

れ
た

書
類

及
び

添
付
書

類
②

港
区

住
居

表
示

に
関

す
る

条
例

第
3
条

第
1

項
の
届

出
の

処
理

状
況

を
一

覧
表

に
し

た
書

類 ③
住
居

表
示

台
帳

（
①
～

③
い

ず
れ

も
令

和
3
年

1
0
月

1
日

～
1
2

月
3
1
日

に
住

居
表

示
の

付
定

が
あ

っ
た

物
件

）

芝
地
区
総
合
支
所
区
民
課

○
○

○
○

個
人
の
住
所
・
氏
名
・
電
話
・
印

影
、
建
物
そ
の
他
の
工
作
物
新
築
届

出
時
の
添
付
書
類
、
住
居
表
示
台
帳

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
6
号

12
9

1/
25

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令
和

3
年

1
月

1
日

～
令

和
4
年

1
月

2
4
日

の
新

規
営

業
許

可
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

13
0

1/
25

三
田
小

山
町

西
地

区
第

1
種

市
街

地
再

開
発

事
業
に

か
か

わ
る

一
切

の
文

書
街
づ
く
り
支
援
部
再
開
発
担

当
○

○
○

○

個
人
の
住
所
、
氏
名
、
印
影
、
法
人

に
関
す
る
情
報
、
印
影

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
2
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

13
1

1/
26

港
区
立

エ
コ

プ
ラ

ザ
の

平
成

2
9
年

度
の

指
定

管
理
者

公
募

時
の

提
案

資
料

、
平

成
3
0
年

度
か

ら
令

和
2
年

度
の

年
次

報
告

書

環
境
リ
サ
イ
ク
ル
支
援
部
地

球
温
暖
化
対
策
担
当

○
○

○

担
当
者
の
氏
名
・
経
歴
、
写

真
、
法
人
に
関
す
る
情
報
、
法
人
の

印
影

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
2
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

13
2

1/
28

＊
＊
＊

＊
ク

リ
ニ

ッ
ク

に
関

し
、

令
和

4
年

1
月

2
7
日

ま
で

に
保

健
所

に
寄

せ
ら

れ
た

苦
情

や
そ
の

対
応

に
関

す
る

文
書

全
て

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

個
人
名
、
年
代
、
電
話
番
号
、
住

所
、
通
院
歴
及
び
診
断
内
容
、
警
察

か
ら
の
情
報
及
び
対
応

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
3
号

13
3

1/
31

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
請
求

日
時

点
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○
申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

13
4

2/
1

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
平
成

3
0
年

1
月

1
日

～
請

求
日

の
新

規
営

業
許

可
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

13
5

2/
1

港
区
が

所
有

す
る

美
術

品
に

関
す

る
損

害
保

険
（
大

抵
、

動
産

保
険

）
の

証
券

全
課

○
○

13
6

2/
1

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令
和

4
年

1
月

1
日

～
1
月

3
1
日

の
新

規
営

業
許

可
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

13
7

2/
2

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令
和

4
年

1
月

1
日

～
1
月

3
1
日

の
新

規
営

業
許

可
及

び
許

可
更

新
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

13
8

2/
4

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令
和

4
年

1
月

1
日

～
1
月

3
1
日

の
新

規
営

業
許

可
、

許
可

更
新

、
変

更
及

び
廃

止
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号
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個
人

法
人

個
人

法
人

受
理

番
号

請
求

月
日

請
 
 
 
 
求

 
 
 
 
件

 
 
 
 
名

所
 
管
 
課

請
 
 
求
 
 
者
 
 
区
 
 
分

区
 
内

区
 
外

非
公
開
部
分

非
公
開
理
由

不
存 在

存
否

応
答

拒
否

閲
覧

決
 
 
 
 
 
定
 
 
 
 
 
内
 
 
 
 
 
容

視
聴

写
し

公
 
開
 
方
 
法

取 下 げ
公
開

一
部

公
開

非
公 開

13
9

2/
7

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
請
求

日
時

点
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

14
0

2/
8

港
区
内

に
お

け
る

食
品

衛
生

関
係

、
環

境
衛

生
関
係

、
及

び
医

務
薬

事
衛

生
に

関
わ

る
全

営
業
種

別
の

営
業

許
可

又
は

届
出

に
か

か
る

一
覧
（

令
和

4
年

2
月

7
日

時
点

）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

営
業
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号
、
麻
薬
小
売
業
者

一
覧

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

14
1

2/
14

港
区
内

全
域

に
お

け
る

給
食

施
設

の
食

品
営

業
許
可

一
覧

（
請

求
日

時
点

）
み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

14
2

2/
16

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令
和

4
年

1
月

1
日

～
1
月

3
1
日

の
新

規
営

業
許

可
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

14
3

2/
18

平
成
2
9
年

度
以

降
に

区
が

生
活

保
護

に
関

し
て

委
託

し
た

業
務

に
お

け
る

労
働

局
か

ら
の

是
正
通

知
の

記
録

保
健
福
祉
支
援
部
生
活
福
祉

調
整
課

○
○

14
4

2/
21

芝
地

区
港

区
立

公
園

・
児

童
遊

園
指

定
管

理
者

公
募

要
項

（
平

成
31

年
4
月

）
、

麻
布

地
区

港
区

立
公

園
・

児
童

遊
園

指
定

管
理

者
公

募
要

項
（

平
成

28
年

8
月

）
、

高
輪

地
区

港
区

立
公

園
・

児
童

遊
園

指
定

管
理

者
公

募
要
項

（
平

成
3
1
年

4
月

）
の

「
(5
)
申

請
書

類
の

提
出

」
に

従
っ

て
、

指
定

管
理

者
が

提
出

し
た

「
13

労
働

環
境

チ
ェ
ッ

ク
シ

ー
ト

（
様

式
8
）

」

芝
地
区
総
合
支
所
ま
ち
づ
く

り
課

麻
布
地
区
総
合
支
所
ま
ち
づ

く
り
課

高
輪
地
区
総
合
支
所
ま
ち
づ

く
り
課

○
○

○

代
表
者
の
印
影

第
5
条
第
1
項
第
5
号

14
6

3/
1

ク
リ
ー

ニ
ン

グ
所

廃
止

施
設

の
一

覧
（

平
成

2
1
年
4
月

以
降

）
み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

14
7

3/
1

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令
和

4
年

2
月

1
日

～
2
月

2
8
日

の
新

規
営

業
許

可
及

び
許

可
更

新
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

14
8

3/
2

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令
和

4
年

2
月

1
日

～
2
月

2
8
日

の
新

規
営

業
許

可
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

14
9

3/
4

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令
和

4
年

1
月

1
日

～
2
月

2
8
日

の
新

規
営

業
許

可
、

許
可

更
新

、
変

更
及

び
廃

止
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

15
0

3/
9

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
請
求

日
時

点
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○
申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

15
1

3/
10

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令
和

3
年

1
0
月

1
日

～
令

和
4
年

3
月

9
日

の
新

規
営

業
許

可
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

15
2

3/
11

①
株
式

会
社

＊
＊

＊
＊

に
対

す
る

平
成

3
0
年

度
労
働

環
境

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

調
査

報
告

書
②

株
式

会
社

＊
＊

＊
＊

「
パ

ー
ト

社
員

就
業

規
則
」

企
画
経
営
部
区
役
所
改
革
担

当
○

○
○

○
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個
人

法
人

個
人

法
人

受
理

番
号

請
求

月
日

請
 
 
 
 
求

 
 
 
 
件

 
 
 
 
名

所
 
管
 
課

請
 
 
求
 
 
者
 
 
区
 
 
分

区
 
内

区
 
外

非
公
開
部
分

非
公
開
理
由

不
存 在

存
否

応
答

拒
否

閲
覧

決
 
 
 
 
 
定
 
 
 
 
 
内
 
 
 
 
 
容

視
聴

写
し

公
 
開
 
方
 
法

取 下 げ
公
開

一
部

公
開

非
公 開

15
3

3/
22

①
新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
の

存
在

を
証

明
す

る
科
学

的
根

拠
、

論
文

等
②

新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
ワ

ク
チ

ン
が

コ
ロ

ナ
ウ
イ

ル
ス

感
染

症
予

防
に

効
果

が
あ

る
と

い
う
科

学
的

根
拠

、
論

文
等

③
マ
ス

ク
の

着
用

が
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

の
感
染

防
止

に
効

果
が

あ
る

と
い

う
科

学
的

根
拠
、

論
文

等
④

Ｐ
Ｃ

Ｒ
陽

性
判

定
の

無
症

状
者

が
、

他
者

に
新
型

コ
ロ

ナ
ウ

イ
ル

ス
を

感
染

さ
せ

る
と

い
う
科

学
的

根
拠

、
論

文
等

み
な
と
保
健
所
保
健
予
防
課

み
な
と
保
健
所
新
型
コ
ロ
ナ

ウ
イ
ル
ス
ワ
ク
チ
ン
接
種
担

当

○
○

15
4

3/
23

港
区
内

全
域

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

（
令
和

4
年

2
月

1
日

～
2
月

2
8
日

の
新

規
営

業
許

可
）

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

15
5

3/
24

港
区
麻

布
十

番
＊

-
＊

-
＊

に
お

け
る

食
品

営
業

許
可

一
覧

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○
申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
・
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

15
6

3/
25

港
区
立

エ
コ

プ
ラ

ザ
の

平
成

2
9
年

度
の

指
定

管
理
者

公
募

時
の

添
付

資
料

（
業

務
基

準
書

、
備

品
等

一
覧

）

環
境
リ
サ
イ
ク
ル
支
援
部
地

球
温
暖
化
対
策
担
当

○
○

○

②
芝

地
区

総
合
支
所

表
内

の
「

＊
」
の
箇
所
は
、
個
別
ケ
ー
ス

を
特

定
し

な
い

よ
う

に
し

て
い

る
箇

所
で

す
。

個
人

法
人

個
人

法
人

1
4/

2

虎
ノ

門
一

丁
目

東
地

区
市

街
地

再
開

発
事

業
に

関
す

る
以

下
の

資
料

①
同

意
率

が
8
0
％

以
上

と
な

っ
た

こ
と

を
区

民
が

客
観

的
に

確
認

で
き

る
証

拠
書

類
一

式
②

「
新

た
な

同
意

書
」

に
つ

い
て

区
が

確
認

を
行

っ
た

結
果

の
報

告
③

上
記

②
の

「
新

た
な

同
意

書
」

が
得

ら
れ

た
こ

と
が

確
認

で
き

る
証

拠
書

類

街
づ
く
り
支
援
部
再
開
発
担

当

○
○

○

2
4/

2
白

金
高

輪
駅

東
部

地
区

ま
ち

づ
く

り
構

想
に

関
わ

る
契

約
街

づ
く
り
支
援
部
都
市
計
画

課
○

○
○

法
人
及
び
代
表
者
印
の
印
影

第
5
条
第
1
項
第
2
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

3
4/

5

令
和

元
年

度
及

び
令

和
2
年

度
の

建
築

工
事

に
お

け
る

発
注

格
付

け
に

つ
い

て
、

各
格

付
け

ご
と

、
入

札
方

式
ご

と
の

件
数

総
務
部
契
約
管
財
課

○
○

○
○

4
4/

5

泉
岳

寺
周

辺
地

区
再

開
発

準
備

組
合

が
発

行
し

た
文

書
に

関
し

て
街

づ
く

り
支

援
部

・
開

発
指

導
課

宛
に

提
出

さ
れ

た
書

類

企
画
経
営
部
政
策
広
聴
担
当

○
○

○

個
人
の
氏
名
、
住
所
、
氏
名
、
印
影

第
5
条
第
1
項
第
1
号

決
 
 
 
 
 
定
 
 
 
 
 
内
 
 
 
 
 
容

公
 
開
 
方
 
法

取 下 げ
非
公
開
部
分

非
公
開
理
由

公
開

一
部

公
開

非
公 開

不
存 在

存
否

応
答

拒
否

閲
覧

視
聴

写
し

受
理

番
号

請
求

月
日

請
 
 
 
 
求

 
 
 
 
件

 
 
 
 
名

所
 
管
 
課

請
 
 
求
 
 
者
 
 
区
 
 
分

区
 
内

区
 
外
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個
人

法
人

個
人

法
人

受
理

番
号

請
求

月
日

請
 
 
 
 
求

 
 
 
 
件

 
 
 
 
名

所
 
管
 
課

請
 
 
求
 
 
者
 
 
区
 
 
分

区
 
内

区
 
外

非
公
開
部
分

非
公
開
理
由

不
存 在

存
否

応
答

拒
否

閲
覧

決
 
 
 
 
 
定
 
 
 
 
 
内
 
 
 
 
 
容

視
聴

写
し

公
 
開
 
方
 
法

取 下 げ
公
開

一
部

公
開

非
公 開

5
4/

8

芝
浦

清
掃

作
業

所
外

壁
改

修
工

事
、

港
区

営
住

宅
シ

テ
ィ

ハ
イ

ツ
第

2
芝

浦
外

壁
等

改
修

工
事

、
区

立
三

田
い

き
い

き
プ

ラ
ザ

外
壁

等
改

修
工

事
の

予
定

価
格

の
内

訳
書

一
式

企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○

6
4/

9

道
路

区
域

変
更

（
港

区
告

示
第

1
4
7
号

、
1
4
8

号
）

に
伴

う
権

原
に

関
す

る
書

類
一

式
街

づ
く
り
支
援
部
土
木
課

街
づ
く
り
支
援
部
土
木
管
理

課
○

○
○

○

7
4/

28

住
民

基
本

台
帳

法
適

用
外

で
以

下
の

住
所

地
に

誰
が

住
ん

で
い

る
の

か
が

わ
か

る
区

政
情

報 東
京

都
港

区
南

青
山

＊
丁

目
＊

番
＊

号
⇒

東
京

都
港

区
南

青
山

＊
丁

目
＊

番
＊

号

芝
地
区
総
合
支
所
区
民
課

○
○

8
4/

30

赤
羽

小
改

築
、

赤
坂

中
改

築
、

麻
布

い
き

い
き

プ
ラ

ザ
等

新
築

工
事

基
本

・
実

施
設

計
事

業
者

選
定

プ
ロ

ポ
ー

ザ
ル

に
関

す
る

資
料

一
式 （

仮
称

）
高

輪
三

丁
目

高
齢

者
福

祉
施

設
等

整
備

運
営

事
業

候
補

者
選

定
の

参
加

法
人

名
と

所
在

地

麻
布
地
区
総
合
支
所
管
理
課

保
健
福
祉
支
援
部
保
健
福
祉

課 学
校
教
育
部
学
務
課

○
○

○
○

決
定
事
業
者
以
外
の
法
人
名
・
所
在

地
第
5
条
第
1
項
第
2
号

9
5/

12

港
区

立
麻

布
小

学
校

外
壁

等
改

修
工

事
（

1
期

工
事

）
、

港
区

立
南

山
小

学
校

外
壁

等
改

修
工

事
、

港
区

立
御

成
門

小
学

校
普

通
教

室
化

等
改

修
工

事
の

内
訳

書

企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○

10
5/

13

工
事
案

件
1
5
件

の
予

定
価

格
の

工
事

内
訳

書
芝

浦
港
南
地
区
総
合
支
所
ま

ち
づ
く
り
課

企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○

11
5/

21

（
仮
称

）
白

金
台

2
丁

目
計

画
、

（
仮

称
）

赤
坂
2
丁

目
P
J
新

築
工

事
、

（
仮

称
）

麻
布

十
番
5
計

画
新

築
工

事
、

（
仮

称
）

港
区

虎
ノ

門
3
丁

目
計

画
新

築
工

事
の

建
築

計
画

に
係

る
、

港
区

単
身

者
向

け
共

同
住
宅

等
の

建
築

及
び

管
理

に
関

す
る

条
例

・
条

例
施

行
規

則
に

関
す

る
全

て
の

文
書

街
づ
く
り
支
援
部
住
宅
課

○
○

○
○

個
人
の
氏
名
、
印
影
、
案
内
図
、
法

人
代
表
者
の
印
影
、
住
戸
間
取
り

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
2
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

12
5/

21

①
指
定

管
理

者
制

度
運

用
マ

ニ
ュ

ア
ル

（
担

当
者
用

）
令

和
3
年

4
月

改
定

版
②

港
区

指
定

管
理

者
制

度
運

用
ハ

ン
ド

ブ
ッ

ク
（
指

定
管

理
者

用
）

令
和

3
年

4
月

改
定

版

企
画
経
営
部
区
役
所
改
革
担

当

○
○

○

13
5/

21
港

区
立

図
書

館
館

長
会

議
事

録
（

令
和

2
年

4
月

～
令

和
3
年

5
月

分
）

教
育
推
進
部
図
書
文
化
財
課

○
○

○
○

14
5/

25
港

区
立

笄
小

学
校

校
庭

人
工

芝
等

改
修

工
事

の
内
訳

書
企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○
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個
人

法
人

個
人

法
人

受
理

番
号

請
求

月
日

請
 
 
 
 
求

 
 
 
 
件

 
 
 
 
名

所
 
管
 
課

請
 
 
求
 
 
者
 
 
区
 
 
分

区
 
内

区
 
外

非
公
開
部
分

非
公
開
理
由

不
存 在

存
否

応
答

拒
否

閲
覧

決
 
 
 
 
 
定
 
 
 
 
 
内
 
 
 
 
 
容

視
聴

写
し

公
 
開
 
方
 
法

取 下 げ
公
開

一
部

公
開

非
公 開

15
5/

25

工
事
案

件
2
5
件

の
内

訳
書

及
び

代
価

表
芝
地
区
総
合
支
所
ま
ち
づ
く

り
課

赤
坂
地
区
総
合
支
所
ま
ち
づ

く
り
課

高
輪
地
区
総
合
支
所
ま
ち
づ

く
り
課

芝
浦
港
南
地
区
総
合
支
所
ま

ち
づ
く
り
課

企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○
○

○
○

乗
率
及
び
単
価
、
見
積
書
の
内
容
及

び
精
査
内
容
、
刊
行
物
の
出
典
元
を

記
載
し
た
内
容
、
工
事
内
訳
書
及
び

代
価
表

第
5
条
第
1
項
第
2
号

第
5
条
第
1
項
第
3
号

16
5/

31
港

区
立

高
輪

台
小

学
校

校
務

セ
ン

タ
ー

等
改

修
工
事

の
内

訳
書

企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○

17
6/

11

港
区
西

麻
布

＊
丁

目
＊

番
＊

号
の

建
物

の
建

築
物
除

却
届

の
違

反
の

事
実

認
定

に
つ

い
て

の
警
察

署
へ

の
届

出
を

実
証

し
得

る
書

面

街
づ
く
り
支
援
部
建
築
課

○
○

18
6/

11
令

和
2
年

1
0
月

2
7
日

株
式
会

社
＊

＊
及

び
株

式
会

社
＊

＊
　

対
応

記
録

街
づ
く
り
支
援
部
建
築
課

○
○

○

19
6/

21
港

区
立

白
金

小
学

校
外

壁
等

改
修

工
事

（
1

期
工
事

）
の

内
訳

書
企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○

20
6/

22
①

職
員

名
簿

②
区
民

課
の

個
人

情
報

登
録

簿
総
務
部
情
報
政
策
課

総
務
部
人
事
課

○
○

○

21
6/

24

区
内
公

立
中

学
校

を
対

象
に

実
施

さ
れ

て
い

る
給
食

調
理

業
務

委
託

の
令

和
３

年
度

の
実

施
対
象

校
名

、
喫

食
予

定
数

（
1
日

）
、

間
給

食
予

定
回

数
、

受
託

業
者

名
、

年
間

契
約

金
額
（

税
抜

）

学
校
教
育
部
学
務
課

○
○

○

22
6/

28
港

区
立

芝
小

学
校

校
庭

人
工

芝
化

等
改

修
工

事
の
内

訳
書

企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○

23
6/

29

平
成
2
8
年

度
か

ら
令

和
3
年

度
ま

で
の

定
期

検
査
報

告
書

（
昇

降
機

）
に

対
す

る
改

善
指

導
書

対
象
建

物
名

：
＊

＊
ビ

ル
（

港
区

東
麻

布
＊

丁
目
＊

番
＊

号
）

街
づ
く
り
支
援
部
建
築
課

○
○

○
○

24
6/

29

食
品
営

業
許

可
一

覧
（

令
和

3
年

6
月

3
0
日

現
在

）
※

自
動

販
売

機
及

び
廃

業
施

設
を

除
く

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
住

所
、
電
話
番
号
、
申
請
者
の
電
話
番

号
及
び
営
業
所
電
話
番
号
に
お
け
る

携
帯
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号

25
7/

6
工

事
案

件
8
件

の
予

定
価

格
の

内
訳

書
企

画
経
営
部
施
設
課

○
○

○

26
7/

8
港

区
立

高
輪

台
小

学
校

校
務

セ
ン

タ
ー

等
改

修
工
事

に
伴

う
電

気
設

備
工

事
の

内
訳

書
企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○

27
7/

9

以
下
の

案
件

に
係

る
、

建
設

工
事

に
係

る
資

材
の
再

資
源

化
等

に
関

す
る

法
律

（
建

設
リ

サ
イ
ク

ル
法

）
に

基
づ

く
「

届
出

書
」

発
注
者

：
株

式
会

社
＊

＊
施

工
者

：
＊

＊
株

式
会

社
住

居
表

示
：

港
区

赤
坂

＊
丁

目
＊

番
＊

号
建

物
名

称
：

＊
＊

街
づ
く
り
支
援
部
建
築
課

○
○

○

個
人
の
氏
名
、
電
話
番
号
、
法
人
代

表
者
の
印
影

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
2
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

28
7/

12
港

資
源

化
セ

ン
タ

ー
外

壁
等

改
修

工
事

の
内

訳
書

企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○
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個
人

法
人

個
人

法
人

受
理

番
号

請
求

月
日

請
 
 
 
 
求

 
 
 
 
件

 
 
 
 
名

所
 
管
 
課

請
 
 
求
 
 
者
 
 
区
 
 
分

区
 
内

区
 
外

非
公
開
部
分

非
公
開
理
由

不
存 在

存
否

応
答

拒
否

閲
覧

決
 
 
 
 
 
定
 
 
 
 
 
内
 
 
 
 
 
容

視
聴

写
し

公
 
開
 
方
 
法

取 下 げ
公
開

一
部

公
開

非
公 開

29
7/

28

港
区
立

障
害

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

等
屋

上
防

水
等
改

修
工

事
、

港
区

立
生

涯
学

習
セ

ン
タ

ー
機

械
設

備
改

修
に

伴
う

内
部

改
修

工
事

の
内
訳

書

企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○

30
7/

30
港

区
立

図
書

館
館

長
会

　
議

事
録

（
令

和
3

年
6
月

・
7
月

分
）

教
育
推
進
部
図
書
文
化
財
課

○
○

○
○

31
8/

23
港

区
立

図
書

館
館

長
会

　
議

事
録

（
令

和
3

年
8
月

分
）

教
育
推
進
部
図
書
文
化
財
課

○
○

○
○

32
9/

15
港

区
立

飯
倉

い
き

い
き

プ
ラ

ザ
外

壁
等

改
修

工
事
の

内
訳

書
企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○

33
9/

15

泉
岳
寺

周
辺

地
区

市
街

地
再

開
発

事
業

に
関

し
、

8
/
1
～
9
/
1
5
の

期
間

に
地

元
準

備
組

合
が

港
区

へ
提

出
し

た
書

簡
及

び
資

料
の

全
て

（
図

面
も

含
む

）

企
画
経
営
部
政
策
広
聴
担
当

○
○

○

個
人
の
氏
名
、
印
影

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

34
9/

15

①
（
泉

岳
寺

周
辺

地
区

再
開

発
）

地
権

者
側

の
質
問

・
要

望
に

＊
＊

不
動

産
が

速
や

か
に

対
応
す

る
よ

う
＊

＊
不

動
産

に
対

し
区

の
行

政
指
導

を
お

願
い

す
る

件
②

（
泉

岳
寺

周
辺

地
区

再
開

発
）

＊
＊

不
動

産
宛
質

問
状

・
要

望
書

に
対

す
る

返
答

催
促

の
件

③
（
泉

岳
寺

周
辺

地
区

市
街

地
再

開
発

計
画

）
「

仲
見

世
優

遇
住

宅
疑

惑
」

の
件

④
泉
岳

寺
周

辺
地

区
市

街
地

再
開

発
準

備
組

合
の
活

動
を

港
区

が
今

後
是

認
し

な
い

こ
と

を
求
め

る
嘆

願
書

街
づ
く
り
支
援
部
再
開
発
担

当

○
○

○

個
人
の
氏
名
、
住
所
、
氏
名
、
印

影
、
又
は
過
去
に
携
わ
っ
た
若
し
く

は
現
在
携
わ
っ
て
い
る
案
件
に
関
す

る
部
分

第
5
条
第
1
項
第
1
号

35
9/

15

区
長
及

び
特

定
の

職
員

4
人

の
住

所
・

氏
名

企
画
経
営
部
区
長
室

総
務
部
人
事
課

○
○

○
○

区
長
の
住
所
、
職
員
の
住
所
等

第
5
条
第
1
項
第
1
号

36
9/

21

生
活
福

祉
調

整
課

担
当

者
と

厚
労

省
住

居
確

保
給
付

金
の

担
当

者
と

の
、

令
和

3
年

5
月

1
0

日
及
び

令
和

3
年

7
月

1
4
日

の
メ

ー
ル

の
や

り
と

り

保
健
福
祉
支
援
部
生
活
福
祉

調
整
課

○
○

○

個
人
及
び
法
人
の
メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

37
9/

24

三
田
五

丁
目

西
地

区
市

街
地

再
開

発
準

備
組

合
の
「

結
成

届
」

並
び

に
同

組
合

の
直

近
の

「
事
業

計
画

書
」

街
づ
く
り
支
援
部
再
開
発
担

当
○

○

38
10

/5
特

定
の

職
員

5
人

の
住

所
が

わ
か

る
も

の
総

務
部
人
事
課

○
○

○
職
員
番
号
、
生
年
月
日
、
性
別
、
給

料
表
等

第
5
条
第
1
項
第
1
号

39
10

/6

泉
岳
寺

周
辺

南
地

区
市

街
地

再
開

発
準

備
組

合
の
「

結
成

届
」

及
び

結
成

届
と

共
に

提
出

さ
れ
た

全
て

の
書

類
、

並
び

に
直

近
の

「
事

業
計
画

書
」

街
づ
く
り
支
援
部
開
発
指
導

課
○

○
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個
人

法
人

個
人

法
人

受
理

番
号

請
求

月
日

請
 
 
 
 
求

 
 
 
 
件

 
 
 
 
名

所
 
管
 
課

請
 
 
求
 
 
者
 
 
区
 
 
分

区
 
内

区
 
外

非
公
開
部
分

非
公
開
理
由

不
存 在

存
否

応
答

拒
否

閲
覧

決
 
 
 
 
 
定
 
 
 
 
 
内
 
 
 
 
 
容

視
聴

写
し

公
 
開
 
方
 
法

取 下 げ
公
開

一
部

公
開

非
公 開

40
10

/7

帝
都
復

興
事

業
に

よ
る

復
興

小
公

園
（

2
公

園
）
に

関
す

る
過

去
複

数
回

の
改

修
そ

れ
ぞ

れ
の
竣

工
図

面
、

一
般

図
（

配
置

図
、

平
面

図
、
断

面
図

）
、

付
加

情
報

と
し

て
遊

具
や

植
栽
、

防
災

倉
庫

や
隣

接
施

設
の

仮
設

物
に

関
す
る

資
料

、
俯

瞰
図

、
写

真
記

録
、

そ
の

他
改
修

の
方

針
に

影
響

を
及

ぼ
し

た
助

言
や

民
意
に

つ
い

て
関

連
の

あ
る

資
料

（
意

見
交

換
会
や

ア
ン

ケ
ー

ト
資

料
、

事
業

報
告

書
や

管
理
敷

地
の

変
更

に
関

す
る

資
料

な
ど

芝
地
区
総
合
支
所
ま
ち
づ
く

り
課

○
○

○

41
10

/1
3
港

区
立

図
書

館
館

長
会

　
議

事
録

（
令

和
3

年
9
月

分
）

教
育
推
進
部
図
書
文
化
財
課

○
○

○

42
10

/2
5
港

区
立

図
書

館
館

長
会

　
議

事
録

（
令

和
3

年
1
0
月

分
）

教
育
推
進
部
図
書
文
化
財
課

○
○

○

43
11

/8

港
区
長

宛
下

記
書

簡
1
.
日
付

：
2
0
2
1
年

1
1
月

8
日

2
.
発
信

人
：

港
区

へ
公

正
で

透
明

性
あ

る
再

開
発
事

業
の

審
査

・
手

続
き

を
求

め
る

区
民

の
会

3
.
表
題

：
＊

＊
不

動
産

（
及

び
関

連
準

備
組

合
）
に

よ
る

「
数

字
の

水
増

し
」

疑
惑

へ
の

調
査
願

い

企
画
経
営
部
政
策
広
聴
担
当

○
○

○

個
人
の
氏
名
、
印
影

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

44
11

/9

①
泉
岳

寺
周

辺
地

区
市

街
地

再
開

発
準

備
組

合
の
活

動
に

対
す

る
区

の
対

応
に

つ
い

て
②

港
区

が
「

準
備

組
合

」
を

認
知

さ
れ

る
に

至
っ
た

根
拠

に
係

わ
る

件
に

つ
い

て
③

泉
岳

寺
周

辺
地

区
再

開
発

準
備

組
合

へ
の

対
応
に

つ
い

て
④

準
備

組
合

側
に

よ
る

反
社

会
的

発
言

へ
の

対
応
に

つ
い

て
⑤

「
準

備
組

合
」

と
対

話
す

る
こ

と
に

つ
い

て ⑥
（
泉

岳
寺

周
辺

地
区

市
街

地
再

開
発

）
準

備
組
合

側
に

よ
る

反
社

会
的

発
言

へ
の

対
応

に
つ
い

て
⑦

準
備

組
合

側
に

よ
る

反
社

会
的

発
言

へ
の

対
応
に

つ
い

て
⑧

泉
岳

寺
周

辺
地

区
市

街
地

再
開

発
準

備
組

合
の
活

動
を

港
区

が
今

後
是

認
し

な
い

こ
と

を
求
め

る
港

区
長

宛
「

嘆
願

書
」

の
件

街
づ
く
り
支
援
部
再
開
発
担

当

○
○

○

個
人
の
住
所
、
氏
名
、
印
影

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

45
11

/1
0

令
和
3
年

3
月

3
1
日

付
け

の
自

販
機

喫
茶

店
営

業
申
請

リ
ス

ト
全

件
法

人
の

申
請

で
、

法
人

名
、

自
販

機
設

置
先

住
所
、

設
置

先
企

業
名

み
な
と
保
健
所
生
活
衛
生
課

○
○

○

申
請
者
が
個
人
の
場
合
に
お
け
る
、

住
所
、
電
話
番
号

第
5
条
第
1
項
第
1
号
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個
人

法
人

個
人

法
人

受
理

番
号

請
求

月
日

請
 
 
 
 
求

 
 
 
 
件

 
 
 
 
名

所
 
管
 
課

請
 
 
求
 
 
者
 
 
区
 
 
分

区
 
内

区
 
外

非
公
開
部
分

非
公
開
理
由

不
存 在

存
否

応
答

拒
否

閲
覧

決
 
 
 
 
 
定
 
 
 
 
 
内
 
 
 
 
 
容

視
聴

写
し

公
 
開
 
方
 
法

取 下 げ
公
開

一
部

公
開

非
公 開

46
11

/1
0

港
区
白

金
＊

丁
目

＊
の

＊
＊

＊
、

＊
＊

＊
等

の
敷
地

に
つ

い
て

の
土

壌
汚

染
対

策
法

や
都

民
の
健

康
と

安
全

を
確

保
す

る
環

境
に

関
す

る
条
例

（
環

境
確

保
条

例
）

等
に

か
か

る
土

壌
汚
染

状
況

調
査

の
結

果
、

土
壌

汚
染

対
策

を
実
施

し
て

い
る

場
合

は
対

策
工

事
（

措
置

）
の

状
況

環
境
リ
サ
イ
ク
ル
支
援
部
環

境
課

○
○

○

印
影
並
び
に
個
人
の
氏
名
（
法
人
代

表
者
を
除
く
）
、
資
格
番
号
、
車
両

番
号
、
連
絡
先
及
び
住
所

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

47
11

/2
5

令
和
3
年

1
1
月

1
7
日

＊
＊

に
お

け
る

高
齢

者
ス

ト
レ

ッ
チ

ャ
ー

か
ら

の
落

下
事

故
の

報
告

書

保
健
福
祉
支
援
部
高
齢
者
支

援
課

○
○

○

個
人
の
年
齢
、
性
別
、
要
介
護
状
態

区
分
、
既
往
歴
、
家
族
構
成
に
係
る

記
載
、
法
人
印
又
は
事
業
所
印
、
利

用
者
氏
名
、
被
保
険
者
番
号
、
生
年

月
日
、
性
別
、
要
介
護
状
態
区
分
、

住
所
又
は
居
所
、
既
往
歴

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

48
11

/2
6

港
区
児

童
相

談
所

が
令

和
3
年

9
月

2
4
日

に
家

庭
裁
判

所
へ

申
立

を
行

っ
た

文
書

（
起

案
番

号
、
決

定
日

等
の

わ
か

る
起

案
文

書
様

式
を

含
む
）

全
部

、
本

申
し

立
て

に
追

加
で

提
出

し
た
令

和
3
年

1
0
月

2
2
日

の
「

主
張

書
面

（
1
）

」
に

か
か

か
る

文
書

（
起

案
番

号
、

決
定
日

等
の

わ
か

る
起

案
文

書
様

式
を

含
む

）
全

部

児
童
相
談
所
児
童
相
談
課

○
○

○

起
案
用
紙
に
お
け
る
起
案
者
の
氏
名

及
び
電
話
番
号
並
び
に
審
議
者
の
一

部
氏
名
、
起
案
文
に
お
け
る
親
権
者

の
関
係
、
対
象
児
童
名
、
添
付
書
類

及
び
弁
護
士
氏
名
、
添
付
文
書

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
3
号

49
12

/3
港

区
立

図
書

館
館

長
会

　
議

事
録

（
令

和
3

年
1
1
月

分
）

教
育
推
進
部
図
書
文
化
財
課

○
○

○

50
12

/7

各
課
で

契
約

し
て

い
る

損
害

保
険

契
約

の
う

ち
、
令

和
2
年

1
2
月

7
日

～
令

和
3
年

1
2
月

7
日

に
契
約

締
結

し
た

損
害

保
険

（
保

険
料

5
万

円
以
上

）
の

保
険

証
券

及
び

明
細

、
付

属
書

類
の
写

し
、

仕
様

書
等

の
補

償
内

容
が

記
載

さ
れ
て

い
る

書
類

全
課

○
○

○
○

被
保
険
者
の
氏
名
及
び
住
所
並
び
に

電
話
番
号
、
保
険
会
社
担
当
者
の
印

影
、
保
険
会
社
の
口
座
情
報
、
法
人

及
び
代
表
者
の
印
影
、
加
入
証
の

ユ
ー
ザ
ー
Ｉ
Ｄ
及
び
パ
ス
ワ
ー
ド

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

51
12

/7

港
区
芝

＊
丁

目
＊

－
＊

に
係

る
道

路
認

定
地

籍
図
写

し
、

道
路

敷
と

な
る

べ
き

民
有

地
調

所

街
づ
く
り
支
援
部
土
木
管
理

課
○

○
○

○

土
地
所
有
者
の
住
所
及
び
氏
名

第
5
条
第
1
項
第
1
号

52
12

/9

令
和
3
年

度
「

区
民

向
け

住
宅

市
場

家
賃

調
査

委
託

」
事

業
実

施
に

係
る

原
議

、
契

約
締

結
請
求

、
契

約
締

結
伺

、
契

約
書

、
入

札
及

び
見
積

経
過

調
所

、
改

札
結

果
、

指
名

伺
、

電
子
入

札
説

明
書

、
業

者
選

定
調

書
、

案
件

情
報
登

録
書

並
び

に
令

和
3
年

度
市

場
家

賃
調

査
報

告
書

（
成

果
物

）

街
づ
く
り
支
援
部
住
宅
課

総
務
部
契
約
管
財
課

○
○

○
○

個
人
の
氏
名
、
印
影
、
今
回
執
行
伺

額
、
更
新
後
執
行
可
能
額
、
予
算
金

額
、
予
定
価
格
、
入
札
書
比
較
金

額
、
執
行
伺
額
、
法
人
及
び
代
表
者

の
印
影

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
3
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

53
12

/1
3

令
和
元

年
度

及
び

令
和

2
年

度
の

港
区

議
会

・
港

区
議

会
議

員
に

関
わ

る
外

部
委

託
業

務
の
仕

様
書

、
契

約
書

、
起

案
文

書
、

請
求

書
等
の

全
て

の
文

書

総
務
部
契
約
管
財
課

区
議
会
事
務
局

○
○

○

個
人
の
氏
名
、
住
所
、
郵
便
番
号
、

印
影
、
法
人
及
び
代
表
者
の
印
影

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号
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個
人

法
人

個
人

法
人

受
理

番
号

請
求

月
日

請
 
 
 
 
求

 
 
 
 
件

 
 
 
 
名

所
 
管
 
課

請
 
 
求
 
 
者
 
 
区
 
 
分

区
 
内

区
 
外

非
公
開
部
分

非
公
開
理
由

不
存 在

存
否

応
答

拒
否

閲
覧

決
 
 
 
 
 
定
 
 
 
 
 
内
 
 
 
 
 
容

視
聴

写
し

公
 
開
 
方
 
法

取 下 げ
公
開

一
部

公
開

非
公 開

54
12

/1
4

工
事
案

件
2
5
件

の
工

事
費

総
括

書
（

工
事

費
内

訳
）

、
工

事
総

括
書

、
工

事
種

別
内

訳
（

種
目

別
内

訳
・

科
目

別
内

訳
・

中
科

目
別

内
訳
）

、
種

別
内

訳
書

（
細

目
別

内
訳

）
、

代
価
（

明
細

）
表

、
設

計
書

総
括

情
報

表
、

諸
経
費

総
括

書
、

諸
経

費
計

算
書

、
機

械
器

具
調
書

、
材

料
品

調
書

芝
地
区
総
合
支
所
ま
ち
づ
く

り
課

麻
布
地
区
総
合
支
所
ま
ち
づ

く
り
課

赤
坂
地
区
総
合
支
所
ま
ち
づ

く
り
課

芝
浦
港
南
地
区
総
合
支
所
ま

ち
づ
く
り
課

企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○
○

○

代
価
表
の
乗
率
及
び
単
価
、
見
積
書

の
内
容
及
び
精
査
内
容
、
刊
行
物
の

出
典
元
を
記
載
し
た
内
容

第
5
条
第
1
項
第
2
号

第
5
条
第
1
項
第
3
号

55
12

/1
5
虎

ノ
門

一
丁

目
東

地
区

再
開

発
事

業
に

関
し

区
が
令

和
3
年

2
月

9
日

付
に

て
作

成
し

た
権

利
者
別

同
意

状
況

の
一

覧
表

街
づ
く
り
支
援
部
再
開
発
担

当
○

○
○

56
12

/1
5

港
区
立

赤
羽

小
学

校
新

築
に

伴
う

電
気

設
備

工
事
、

港
区

立
赤

羽
小

学
校

新
築

に
伴

う
機

械
設
備

工
事

、
港

区
立

赤
羽

小
学

校
新

築
に

伴
う
昇

降
機

設
備

工
事

の
令

和
元

年
度

入
札

時
の
図

面

企
画
経
営
部
施
設
課

○
○

○

個
人
の
氏
名
、
登
録
番
号
、
印
影

第
5
条
第
1
項
第
1
号

57
12

/2
4

令
和

3
年

4
月

1
5
日

付
港

区
告

示
第

1
2
6
号

「
マ
ン

シ
ョ

ン
敷

地
売

却
組

合
の

設
立

の
認

可
に
つ

い
て

」
に

お
け

る
＊

＊
の

敷
地

売
却

に
関
す

る
除

却
の

必
要

性
に

係
る

認
定

申
請

書
類
一

式
、

買
受

計
画

認
定

申
請

書
類

一
式

、
マ

ン
シ

ョ
ン

敷
地

売
却

決
議

届
出

書
類

一
式
、

敷
地

売
却

組
合

設
立

認
可

申
請

書
類

一
式
、

分
配

金
取

得
計

画
認

可
申

請
書

類
一

式

街
づ
く
り
支
援
部
住
宅
課

○
○

○

58
12

/2
7
港

区
立

図
書

館
館

長
会

　
議

事
録

（
令

和
3

年
1
2
月

分
）

教
育
推
進
部
図
書
文
化
財
課

○
○

○

59
1/

20

虎
ノ
門

一
丁

目
東

地
区

市
街

地
再

開
発

組
合

設
立
認

可
申

請
書

一
式

（
図

面
を

除
く

）
街
づ
く
り
支
援
部
再
開
発
担

当
○

○
○

個
人
の
住
所
、
氏
名
、
印
影
、
法
人

に
関
す
る
情
報
、
印
影

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
2
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

60
1/

21

①
～
④

の
文

書
①

令
和

3
年

1
1
月

2
日

付
3
港

街
再

第
2
3
2
号

②
令

和
3
年

1
1
月

2
日

付
3
港

街
再

第
2
3
7
号

③
令

和
3
年

1
2
月

9
日

付
3
港

街
再

第
2
5
5
号

④
令

和
4
年

1
月

1
1
日

付
3
港

街
再

第
2
7
6
号

街
づ
く
り
支
援
部
再
開
発
担

当

○
○

○
○

個
人
の
住
所
、
氏
名
、
印
影
、
法
人

に
関
す
る
情
報
、
印
影

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
2
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

61
1/

24
虎

ノ
門

一
丁

目
東

地
区

市
街

地
再

開
発

組
合

設
立
認

可
申

請
書

一
式

街
づ
く
り
支
援
部
再
開
発
担

当
○

○
○

個
人
の
住
所
、
氏
名
、
印
影
、
法
人

に
関
す
る
情
報
、
印
影

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
2
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

62
1/

24

①
～
⑥

の
文

書
①

令
和

3
年

9
月

1
0
日

付
3
港

街
再

第
2
0
4
号

②
令

和
3
年

9
月

1
5
日

付
3
港

街
再

第
2
0
4
号

③
令

和
3
年

1
0
月

1
5
日

付
3
港

街
再

第
2
3
2
号

④
令

和
3
年

1
1
月

2
日

付
3
港

街
再

第
2
3
2
号

施
行 ⑤

令
和

3
年

1
1
月

2
日

付
3
港

街
再

第
2
3
7
号

⑥
令

和
3
年

1
2
月

9
日

付
3
港

街
再

第
2
5
5
号

街
づ
く
り
支
援
部
再
開
発
担

当

○
○

○
○

個
人
の
住
所
、
氏
名
、
印
影
、
法
人

に
関
す
る
情
報
、
印
影

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
2
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

63
1/

28
港

区
立

図
書

館
館

長
会

　
議

事
録

（
令

和
3

年
1
月

分
）

教
育
推
進
部
図
書
文
化
財
課

○
○

○
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個
人

法
人

個
人

法
人

受
理

番
号

請
求

月
日

請
 
 
 
 
求

 
 
 
 
件

 
 
 
 
名

所
 
管
 
課

請
 
 
求
 
 
者
 
 
区
 
 
分

区
 
内

区
 
外

非
公
開
部
分

非
公
開
理
由

不
存 在

存
否

応
答

拒
否

閲
覧

決
 
 
 
 
 
定
 
 
 
 
 
内
 
 
 
 
 
容

視
聴

写
し

公
 
開
 
方
 
法

取 下 げ
公
開

一
部

公
開

非
公 開

64
2/

10

①
～
③

の
文

書
①

令
和

3
年

1
2
月

2
日

付
3
港

街
再

第
2
5
0
号

②
令

和
3
年

1
2
月

3
日

付
3
港

街
再

第
2
5
2
号

③
令

和
3
年

1
2
月

7
日

付
3
港

街
再

第
2
5
2
号

街
づ
く
り
支
援
部
再
開
発
担

当

○
○

○

個
人
の
住
所
、
氏
名
、
法
人
等
の
印

影
第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

65
2/

10

①
～
⑥

の
文

書
①

令
和

3
年

1
2
月

1
日

付
3
港

街
再

第
2
4
8
号

②
令

和
3
年

1
2
月

6
日

付
3
港

街
再

第
2
4
8
号

③
令

和
3
年

1
2
月

9
日

付
3
港

街
再

第
2
5
5
号

④
令

和
3
年

1
2
月

1
5
日

付
3
港

街
再

第
2
5
8
号

⑤
令

和
3
年

1
2
月

1
6
日

付
3
港

街
再

第
2
5
8
号

⑥
令

和
3
年

1
2
月

2
0
日

付
3
港

街
再

第
2
5
8
号

街
づ
く
り
支
援
部
再
開
発
担

当

○
○

○

個
人
の
住
所
、
氏
名
、
印
影

第
5
条
第
1
項
第
1
号

66
2/

10

①
～
②

の
文

書
①

令
和

3
年

1
2
月

2
4
日

付
3
港

街
再

第
2
6
6
号

②
令

和
3
年

1
2
月

2
4
日

付
3
港

街
再

第
2
6
7
号

街
づ
く
り
支
援
部
再
開
発
担

当
○

○
○

個
人
の
氏
名
、
法
人
等
の
印
影

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

67
2/

21
「

虎
ノ

門
一

丁
目

東
地

区
市

街
地

再
開

発
組

合
設
立

認
可

申
請

書
」

を
区

が
東

京
都

宛
に

送
付
し

た
際

の
区

の
送

付
状

（
書

簡
）

街
づ
く
り
支
援
部
再
開
発
担

当
○

○
○

68
2/

28
港

区
立

図
書

館
館

長
会

　
議

事
録

（
令

和
4

年
2
月

分
）

教
育
推
進
部
図
書
文
化
財
課

○
○

○

69
3/

3
政

務
活

動
費

の
領

収
書

や
添

付
文

書
等

を
含

め
た
全

て
の

文
書

（
令

和
元

、
2
年

度
分

）
区
議
会
事
務
局

○
○

70
3/

3

「
児
童

相
談

所
」

、
「

キ
ッ

ズ
ゾ

ー
ン

」
、

「
ち
ぃ

ば
す

」
の

設
置

ま
で

の
区

役
所

内
の

関
連
部

署
と

の
会

議
や

打
合

せ
等

に
関

す
る

あ
ら
ゆ

る
文

書
や

E
X
C
E
L
、

P
O
W
E
R
P
O
I
N
T
等

の
資
料

子
ど
も
家
庭
支
援
部
保
育
課

児
童
相
談
所
児
童
相
談
課

街
づ
く
り
支
援
部
地
域
交
通

課 企
画
経
営
部
企
画
課

○
○

○
○

外
部
機
関
担
当
者
氏
名
、
議
事
要
旨

に
お
け
る
発
言
者
、
資
料
の
一
部

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
3
号

第
5
条
第
1
項
第
4
号

71
3/

3

①
区
長

選
挙

、
区

議
会

議
員

選
挙

の
全

員
の

収
支
報

告
書

、
公

費
負

担
関

係
の

文
書

（
全

て
）

②
区
長

、
区

議
会

選
挙

の
実

施
に

関
す

る
起

案
文
書

、
仕

様
書

、
プ

ロ
ポ

ー
ザ

ル
資

料
、

業
者
の

見
積

（
選

定
外

も
含

む
）

、
請

求
書

等
の
資

料

選
挙
管
理
委
員
会
事
務
局

総
務
部
契
約
管
財
課

○
○

○

予
定
価
格
、
入
札
書
比
較
金
額
、
執

行
伺
額
、
今
回
執
行
伺
額
、
法
人
の

印
影

第
5
条
第
1
項
第
3
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

72
3/

4

六
本
木

5
丁

目
西

地
区

再
開

発
に

関
し

地
権

者
が
令

和
3
年

1
2
月

2
4
日

付
で

区
へ

提
出

し
た

文
書

に
対

す
る

区
の

回
答

書

街
づ
く
り
支
援
部
再
開
発
担

当
○

○
○

73
3/

4

六
本
木

5
丁

目
西

地
区

再
開

発
に

関
し

地
権

者
代
表

が
令

和
3
年

1
2
月

2
4
日

付
で

港
区

長
へ

提
出

し
た

文
書

に
対

す
る

港
区

の
回

答
書

街
づ
く
り
支
援
部
再
開
発
担

当
○

○
○

74
3/

25
港

区
立

図
書

館
館

長
会

　
議

事
録

（
令

和
4

年
3
月

分
）

教
育
推
進
部
図
書
文
化
財
課

○
○

○

令
和
4
年
3
月
3
1
日
現
在
未
決
定

－75－



③
麻

布
地

区
総
合
支
所

表
内

の
「

＊
」
の
箇
所
は
、
個
別
ケ
ー
ス

を
特

定
し

な
い

よ
う

に
し

て
い

る
箇

所
で

す
。

個
人

法
人

個
人

法
人

1
6/

23

サ
ー

ビ
ス

付
き

高
齢

者
向

け
住

宅
＊

＊
に

か
か

る
平

成
2
9
年

か
ら

令
和

3
年

ま
で

の
公

開
抽

選
当

選
者

、
辞

退
者

保
健
福
祉
支
援
部
高
齢
者
支

援
課

○
○

○
○

居
室
、
申
込
者
氏
名
(
ふ
り
が
な
も
含

む
)
、
住
所
、
電
話
番
号
、
生
年
月

日
、
年
齢
、
暴
力
団
(
反
社
会
的
勢

力
)
照
会
の
結
果
、
区
民
と
な
っ
た

日
、
居
住
歴
、
収
入
の
種
類
、
年

収
、
年
間
所
得
額
、
備
考
(
身
体
状
況

等
)

第
5
条
第
1
項
第
1
号

④
赤

坂
地

区
総
合
支
所

表
内

の
「

＊
」
の
箇
所
は
、
個
別
ケ
ー
ス

を
特

定
し

な
い

よ
う

に
し

て
い

る
箇

所
で

す
。

個
人

法
人

個
人

法
人

1
4/

12

別
紙

添
付

書
面

の
東

京
都

港
区

南
青

山
＊

丁
目

＊
番

＊
号

の
3
件

の
内

の
空

白
と

な
っ

て
い

る
部

分
の

占
有

権
を

有
す

る
住

民
票

等
の

書
面

及
び

同
番

地
を

3
件

に
し

た
る

事
由

街
づ
く
り
支
援
部
再
開
発
担

当

○
○

○
○

2
8/

10

東
京

都
港

区
南

青
山

＊
丁

目
＊

番
＊

号
＊

号
室

に
美

容
所

を
出

店
し

て
い

る
＊

＊
＊

に
つ

い
て

の
届

け
出

書
類

一
式

街
づ
く
り
支
援
部
都
市
計
画

課
○

○
○

開
設
者
住
所
、
従
業
員
に
関
す
る
情

報
、
施
設
図
面
一
式

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

3
3/

10
港

区
の

客
引

き
防

止
に

関
わ

る
契

約
書

（
事

業
開

始
か

ら
こ

れ
ま

で
の

契
約

書
）

総
務
部
契
約
管
財
課

○
○

○
印
影

第
5
条
第
1
項
第
5
号

4
3/

16

港
区

客
引

き
行

為
等

防
止

巡
回

指
導

業
務

委
託

に
つ

い
て

の
プ

ロ
ポ

ー
ザ

ル
資

料
及

び
契

約
資

料

企
画
経
営
部
政
策
広
聴
担
当

○
○

○

取 下 げ
非
公
開
部
分

非
公
開
理
由

公
開

一
部

公
開

非
公 開

不
存 在

存
否

応
答

拒
否

閲
覧

視
聴

写
し

受
理

番
号

請
求

月
日

請
 
 
 
 
求

 
 
 
 
件

 
 
 
 
名

所
 
管
 
課

請
 
 
求
 
 
者
 
 
区
 
 
分

区
 
内

区
 
外

決
 
 
 
 
 
定
 
 
 
 
 
内
 
 
 
 
 
容

公
 
開
 
方
 
法

取 下 げ
非
公
開
部
分

非
公
開
理
由

公
開

一
部

公
開

非
公 開

不
存 在

存
否

応
答

拒
否

閲
覧

視
聴

写
し

受
理

番
号

請
求

月
日

請
 
 
 
 
求

 
 
 
 
件

 
 
 
 
名

所
 
管
 
課

請
 
 
求
 
 
者
 
 
区
 
 
分

区
 
内

区
 
外

決
 
 
 
 
 
定
 
 
 
 
 
内
 
 
 
 
 
容

公
 
開
 
方
 
法
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⑤
高

輪
地

区
総
合
支
所

表
内

の
「

＊
」
の
箇
所
は
、
個
別
ケ
ー
ス

を
特

定
し

な
い

よ
う

に
し

て
い

る
箇

所
で

す
。

個
人

法
人

個
人

法
人

1
8/

10

2
0
1
6
年

4
月

1
日

～
2
0
2
0
年

1
2
月

3
1
日

の
①

～
③

の
文

書
①

＊
＊

の
鉄

道
遺

構
に

か
か

わ
る

届
出

の
種

類
及

び
添

付
資

料
等

②
＊

＊
の

鉄
道

遺
構

に
関

わ
る

届
出

の
書

類
及

び
添

付
資

料
等

③
教

育
委

員
会

や
区

が
、

①
②

の
届

け
出

に
対

し
て

行
っ

た
回

答
、

指
導

、
許

可
な

ど
対

応
を

具
体

的
に

知
る

こ
と

が
で

き
る

書
類

な
ど ④

区
が

2
0
2
0
年

6
月
5
日

に
開

催
し

た
高

輪
築

堤
の

鉄
道

遺
構

に
関

す
る

検
討

会
の

設
置

目
的

、
位

置
づ

け
、

メ
ン

バ
ー

、
権

限
、

活
動

実
績

を
具

体
的

に
知

る
こ

と
が

で
き

る
書

類
⑤

6
月
5
日

、
7
月

1
7
日

に
開

催
し

た
検

討
会

の
議

事
録

及
び

配
布

資
料

、
3
回

目
以

降
も

開
催

し
て

い
れ

ば
、

そ
の

議
事

録
及

び
配

布
資

料

教
育
推
進
部
図
書
文
化
財
課

○
○

○
○

○

事
業
者
の
現
場
責
任
者
・
担
当
者
の

氏
名
、
検
討
会
名
簿
、
事
業
者
印
の

印
影
、
平
面
図
・
断
面
図

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
2
号

第
5
条
第
1
項
第
5
号

2
9/

28

2
0
2
1
年

9
月
2
8
日

現
在

の
白

金
高

輪
駅

前
地

区
ま
ち

づ
く

り
協

議
会

の
書

類
①

港
区

ま
ち

づ
く

り
条

例
第

8
条

第
2
項

に
規

定
す
る

区
規

則
で

定
め

る
書

類
一

式
②

港
区

ま
ち

づ
く

り
条

例
第

8
条

第
2
項

第
4

号
に
規

定
す

る
区

規
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③
港
区

ま
ち

づ
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り
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8
条
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3
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定
す
る

ま
ち

づ
く

り
組
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登
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高
輪
地
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合
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ち
づ

く
り
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○
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○

個
人
の
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住
所
、
印
影
、
メ
ー

ル
ア
ド
レ
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、
法
人
の
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、
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所
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5
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1
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1
号
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5
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1
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号

3
2/

9
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金

高
輪

駅
前

地
区

ま
ち

づ
く

り
協

議
会

の
港

区
ま

ち
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く
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づ
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○
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個
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印
影

第
5
条
第
1
項
第
1
号

4
2/
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白
金

一
丁

目
北

地
区

再
開

発
研

究
会

、
白

金
一

丁
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東
部

中
地
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再

開
発
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議

会
の

行
っ

た
活

動

高
輪
地
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総
合
支
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ま
ち
づ

く
り
課

○
○

○
○

個
人
の
氏
名
、
住
所
、
印
影
、
メ
ー

ル
ア
ド
レ
ス
、
法
人
の
名
称
、
住
所

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
2
号

5
2/

25

旧
衆

議
院

議
員

宿
舎

跡
地

（
高

輪
3
-
1
3
-

6
0
）

の
敷

地
内

で
行

っ
た

コ
ナ

ラ
植

樹
に

つ
い

て

高
輪
地
区
総
合
支
所
ま
ち
づ

く
り
課

○
○

○
○

代
表
者
の
印
影

第
5
条
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1
項
第
5
号

取 下 げ
非
公
開
部
分

非
公
開
理
由

公
開

一
部

公
開

非
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存 在

存
否

応
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否
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覧
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聴
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し
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理
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号
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日
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⑥
芝

浦
港

南
地
区
総
合
支
所

表
内

の
「

＊
」
の
箇
所
は
、
個
別
ケ
ー
ス

を
特

定
し

な
い

よ
う

に
し

て
い

る
箇

所
で

す
。

個
人

法
人

個
人

法
人

1
10

/1
9
窓

口
業

務
委

託
事

業
者

か
ら

の
報

告
書

（
4
/
7
分

）
芝

浦
港
南
地
区
総
合
支
所
区

民
課

○
○

○
委
託
事
業
者
個
人
名
及
び
印
影

第
5
条
第
1
項
第
1
号

2
2/

1

＊
＊

の
人

員
に

関
す

る
届

出
履
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の
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示

保
健
福
祉
支
援
部
介
護
保
険

課
○

○
○

個
人
の
氏
名
、
生
年
月
日
、
住
所
又

は
居
所
、
介
護
支
援
専
門
員
登
録
番

号
、
メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス

第
5
条
第
1
項
第
1
号

第
5
条
第
1
項
第
2
号

3
2/

2
＊

＊
の

運
営

推
進

会
議

の
議

事
録
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び
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告
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開
示
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健
福
祉
支
援
部
介
護
保
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課
○

○
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＊
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す
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導
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す
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法
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課
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得
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（５）情報公開制度において区長が指定する法人等 

港区情報公開条例第 17 条の２により、区が出資する法人等で、区長が定めるものは、こ

の条例の趣旨に沿って、情報公開に関する規定を設け、その法人等が保有する情報の積極的

な公開及び提供の推進に努めるものとされています。現在該当する法人等は、以下のとおり

です。 

 

№ 団 体 名           指定年月日       

１ （社福）港区社会福祉協議会 

平成 13 年４月１日 

２ （公財）港区スポーツふれあい文化健康財団 

  

  指定基準 

   下記のいずれかに該当するもの 

 

   １ 区から 50％以上の出資（出捐）を受けている。 

   ２ 事務事業が次の４項目において区と密接な関係にある。 

    ① 役職者、職員の派遣状況 

    ② 法人等の設立趣旨 

    ③ 業務委託の状況（内容、頻度等） 

    ④ 業務における説明責任 

 

（６）区政資料室 

区政に関する情報を提供する窓口として、区役所３階に区政資料室を設置し、区政資料

（港区が作成した資料及び国や都から送付された資料で区政に関連のあるもの）の収集・

保存・閲覧及び貸出し、港区発行の有償刊行物の販売、コピーサービス（有料Ａ３判まで：

黒単色１枚10円、カラー１枚50円）を行っています。 

 

令和３年度区政資料室利用状況 

 

 利用人数 
区政資料貸出し 有償刊行物販売 

件 数 冊 数 部 数 金 額 

6,225 人 ６件 12 冊 281 部 386,130 円 
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（７）有償刊行物の販売実績

①港区区政資料室における販売（令和３年度）

刊　行　物　名　称 単価(円) 冊数(冊) 金額(円) 発 行 課

芝浦港南地区30周年記念誌
　　わたしたちのまちベイエリア

450 1 450 芝浦港南地区総合支所管理課

港区　私と町の物語　下巻 500 9 4,500 地 域 振 興 課

まちづくりマスタープラン
（平成29年３月）

1,000 4 4,000 都 市 計 画 課

港区景観計画（平成27年度改定） 1,000 5 5,000

緑と水の総合計画（平成23年策定） 1,000 1 1,000

緑と水の総合計画（令和３年） 1,000 1 1,000

港区防災街づくり整備指針 1,000 1 1,000

港区津波・液状化ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ報告 500 1 500

都市計画概要(令和２年３月） 1,000 7 7,000

都市計画概要(令和３年４月） 1,000 79 79,000

住宅基本計画【第４次】 1,000 2 2,000 住 宅 課

港区管内道路図（カラー）
（令和３年４月）

500 27 13,500 土 木 管 理 課

港区屋外広告物景観形成　ガイドラ
イン

500 7 3,500 開 発 指 導 課

港区のみどりと生きもの　2010 800 1 800 環 境 課

港区環境基本計画（令和３年度～令
和８年）

1,500 4 6,000

港区環境基本計画（令和３年度～令
和８年）（別冊）

1,500 1 1,500

港区基本計画・実施計画 1,500 6 9,000 企 画 課

港区基本計画・芝地区 500 6 3,000

港区基本計画・麻布地区 500 3 1,500

港区基本計画・赤坂地区 500 2 1,000

港区基本計画・高輪地区 500 3 1,500

港区基本計画・芝浦港南地区 400 2 800

港区行政資料集（令和２年度版） 1,000 1 1,000

港区史 自然編 3,000 5 15,000 総 務 課

図説　港区の歴史 5,000 9 45,000

港区史 通史編 原始・古代・中世 3,000 14 42,000

港区史 通史編 近世（上） 3,000 15 45,000

港区史 通史編 近世（下） 3,000 16 48,000

増補　写された港区１（芝地区） 700 4 2,800 図 書 文 化 財 課

増補　写された港区３（麻布地区） 500 1 500 （郷土歴史館）

増補　近代沿革図集
（赤坂・青山）

1,600 1 1,600

増補　近代沿革図集
（芝・三田・芝浦）

1,600 1 1,600
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刊　行　物　名　称 単価(円) 冊数(冊) 金額(円) 発 行 課

増補　近代沿革図集
（新橋・愛宕・虎ノ門・芝公園・芝
大門・浜松町・海岸）

1,700 2 3,400
図 書 文 化 財 課
（郷土歴史館）

文化財のしおり 800 1 800

歴史散歩みなと（令和３年３月） 500 4 2,000

考古学ブックレット Ⅲ
（台徳院霊廟跡）

500 1 500

文化財調査集録　第２集 1,300 1 1,300

研究紀要16 800 1 800

研究紀要１令和３年 800 1 800

港区人物誌２　永井荷風 300 3 900

港区人物誌５　ジョサイア　コンド
ル

500 3 1,500

江戸の外国公使館 1,500 1 1,500

大名の家づくりとその暮らし 200 1 200

港区指定文化財　ー悠久の旅人ー 1,100 1 1,100

港区の歴史的建造物 1,000 2 2,000

江戸図の世界 1,200 3 3,600

愛宕山 1,000 1 1,000

江戸の大名菩提寺 1,000 1 1,000

幕末・明治期古写真集 1,500 1 1,500

後久洋家具店製作家具図面集 1,300 1 1,300

日本・オーストリア国交のはじまり 1,200 1 1,200

1964年東京オリンピックと都市の交
通

1,000 2 2,000

港区と皇室の近代 1,000 1 1,000

江戸の武家屋敷 1,000 1 1,000

郷土歴史館　常設展示図録 1,000 5 5,000

ふるさと～みなと～ 340 2 680 教育人事企画課

計 281 386,130

②特別区自治情報・交流センターにおける販売（令和３年度）

刊　行　物　名　称 単価(円) 冊数(冊) 金額(円) 発 行 課

港区基本計画・実施計画 1,500 5 7,500 企 画 課

計 5 7,500

※特別区自治情報・交流センター（東京区政会館４階）において令和３年度に販売した港
区の刊行物を全て掲載しています。
※発行課は、令和３年度の所属です。

※港区区政資料室において販売実績があった刊行物のみ掲載しています。
※発行課は、令和３年度の所属です。
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１ 個人情報保護制度の概要 

 

個人情報保護制度は、「港区個人情報保護条例」及び「港区個人番号の利用並びに特定個人情

報の保護及び提供に関する条例」に基づき、個人情報の適正な取扱いについて必要な事項を定め

て実施することにより、個人情報を保護し、基本的人権の擁護と信頼される区政の実現を図るこ

とを目的としています。 

 

（１）実施機関 

区長、教育委員会、選挙管理委員会及び監査委員です。 

 

（２）個人情報とは 

個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に係る情報を除く）で、特定の個人が識別さ

れ又は識別され得るものであって、文書、図画、写真、フイルム及びＤＶＤ、ＣＤ－ＲＯＭ等

の電磁的記録に記録されるもの又は記録されたものをいいます。 

「個人に関する情報」とは、学歴、職歴、所得、財産、思想など、個人に関する一切の事項

についての事実、評価、判断等の全ての情報をいいます。 

「特定の個人が識別され又は識別され得るもの」とは、「社会保障・税番号制度」に基づく

個人番号や、氏名や生年月日のように特定の個人であることが分かるもののほか、住所、電話

番号、役職名、保険証番号や口座番号のように個人別に付された記号や番号など、組み合わせ

ることによって個人が特定できる情報をいいます。また、その情報自体では特定の個人が分か

らない場合でも、刊行物やインターネットなど、一般の人が通常の手段で入手できる他の情報

と照合でき、それによって特定の個人であることが分かる場合は、その情報も該当します。 

 

（３）個人情報ファイル 

個人情報を含む情報の集合物であって、次に該当するものをいいます。 

①一定の事務の目的を達成するために、特定の個人情報を電子計算機を用いて検索すること

ができるように、体系的に構成したもの 

②上の①に掲げるもののほか、一定の事務の目的を達成するために氏名、生年月日、その他

の記述などにより、特定の個人情報を容易に検索することができるように体系的に構成し

たもの 

 

 

 

 

－85－



（４）個人情報の収集と登録制度 

①必要最小限の収集 

個人情報を収集するときは、業務の目的を明確にし、法令等に基づく届出、申告等必要

最小限の範囲で、適法かつ公正に収集します。 

②直接収集の原則 

個人情報を収集するときは、本人から直接収集することが原則です。 

③要注意情報の収集禁止原則 

思想・信条・宗教・人種・犯罪や社会的差別の原因となる事項に関する個人情報（要注

意情報）は原則として収集できません。 

④業務の登録 

個人情報を取り扱う業務を開始しようとするときは、業務の名称及び目的、記録する個

人情報の項目等を個人情報取扱業務登録簿に登録します。 

 

（５）個人情報の利用 

①目的外利用と外部提供 

収集した個人情報は、業務の目的のために利用することが原則です。ただし、本人の同

意がある場合や法令等に定めがある場合など、登録した目的以外の業務に利用することを

認める場合があります。 

また、区が保有している個人情報を例外的に国、他の地方自治体など外部機関に提供す

ることを認める場合があります。 

②外部委託等 

個人情報を取り扱う業務を外部に委託しようとするとき又は指定管理者に公の施設の管

理（個人情報を取り扱う業務に限る）を行わせようとするとき（区が許諾した再委託を含

む）は、原則として、あらかじめ委託又は管理の内容や条件について個人情報保護運営審

議会の意見を聴くものとし、委託契約又は協定において個人情報の保護に必要な措置（秘

密保持の義務、第三者への情報提供禁止等具体的に内容及び条件を明記）を講じ、安全管

理が図られるよう適切な監督を行わなければなりません。 

受託者及び指定管理者は、受託業務等の範囲を超えて個人情報を加工、再生等をしては

ならないほか、受託業務等に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせたり、不当

な目的に使用してはならないとしています。 

③オンライン結合 

区の電子計算機と区以外の電子計算機とを通信回線で結合することは原則として禁止さ

れています。ただし、公益又は区民福祉の向上のために特に必要と認められる場合や、法

令等の定めがあるときは、あらかじめ個人情報保護運営審議会の意見を聴いて結合します。 
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また、結合により、提供した個人情報の保護が適切に講ぜられず、個人情報の漏えい等

のおそれがある場合は、相手先に対して報告を求め、調査を行い、必要な措置を講ずるこ

ととしています。 

 

（６）自己情報に関する開示等の請求権 

自己情報とは自己に関する個人情報をいい、その情報によって自己である本人が識別され、

または識別され得るものが該当します。 

何人も、区が保有している自己に関する情報に関して次の請求権が認められています。自己

情報の開示等を請求する場合は、「自己情報開示等請求書」を実施機関（自己情報の所管課）

に提出します。 

①自己情報開示請求権 

②自己情報訂正請求権 

③違法収集情報の削除請求権 

④目的外利用及び外部提供の中止請求権 

     

（７）救済制度 

自己情報の開示、訂正、削除及び目的外利用・外部提供の中止の各請求に対する区の決定に

ついて不服がある場合は、行政不服審査法に基づき審査請求を行うことができます。 

審査請求があったときは、実施機関は、第三者機関である「港区情報公開・個人情報保護審

査会」に諮問し、その意見を尊重して審査請求に対する決定を行います。 

 

（８）事業者等への支援 

個人情報の適正な取扱いを確保するための相談や情報提供など、事業者及び区民に対する支

援に必要な措置を講ずるよう努めます。 

 

（９）苦情処理のあっせん等 

個人情報の取扱いに関し、事業者と区民との間に生じた苦情が適切かつ迅速に処理されるよ

う、苦情処理のあっせんその他必要な措置を講ずるよう努めます。 

 

（10）実施状況の公表 

毎年１回、個人情報取扱業務の登録状況や自己情報開示等の請求状況を公表します。 
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２ 特定個人情報保護の概要 

 

平成27年10月に「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」

（以下「番号法」といいます。）が施行されたことにより、社会保障・税番号制度が始まりまし

た。個人番号を含む個人情報（以下「特定個人情報」といいます。）の適正な取扱いを確保する

ため、区は、「港区個人番号の利用並びに特定個人情報の保護及び提供に関する条例」（以下

「番号条例」といいます。）を制定し、特定個人情報を利用できる事務を定めています。 

区は、番号法第28条に基づき、特定個人情報保護評価を実施しています。また、区は、「特定

個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン(行政機関等・地方公共団体等編)」に基づき港区

特定個人情報取扱指針を定めて、特定個人情報取扱における安全管理措置を講じています。 

 

（１）社会保障・税番号制度導入の目的 

①ＩＣＴ（情報通信技術）を活用することによる添付書類の削減等、区民の利便性の向上 

②サービスを受給すべき人への積極的な支援 

③社会保障や税に係る各種行政事務の効率化 

④正確な所得を把握することによる、社会保障や税の給付と負担の公平化 

 

（２）個人番号（マイナンバー）とは 

個人番号（マイナンバー）とは、住民票を有する全ての人が持つ個人番号（12桁）です。法

人には１法人１つの法人番号（13桁）が指定されます。 

マイナンバーを用いて特定個人情報を管理することで、国の行政機関や地方公共団体などで

は、社会保障、税、災害対策の分野で効率的に情報を取りまとめ、複数の機関に存在する個人

の情報が同一人の情報であることを確認するために活用され、同一人に関する個人情報を他の

機関との間で確実にやり取り（情報連携）することができるようになります。  

 

（３）マイナンバーを利用できる事務とは 

マイナンバーを利用することができる事務は、番号法で規定する事務（法定事務）と地方公

共団体が条例に規定して独自に実施する事務（独自利用事務）があります。 

①法定事務（番号法第９条第１項） 

ア 社会保障に関する事務 

イ 税に関する事務 

ウ 災害対策分野 

②独自利用事務（番号法第９条第２項） 

社会保障、地方税、防災に関する事務その他これらに類する事務であって、地方公共団体が
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条例で定める事務 

  

（４）特定個人情報の利用 

番号法第９条では、特定個人情報は、本人の同意があったとしても、利用目的（マイナンバ

ーを利用できる事務の範囲で特定した利用目的）を超えて利用してはならないと規定していま

す。区では、番号条例第11条の２で規定しています。 

また、他人のマイナンバーを利用した成りすましを防止するため、収集時の厳正な本人確認

の仕組み、マイナンバーを保有する機関の情報管理や情報連携における特定個人情報保護の措

置も取り入れています。 

 

（５）特定個人情報の提供 

特定個人情報の提供は原則として禁止されていますが、番号法第19条に該当する場合のみ、

提供が認められています。 

例として、番号利用が認められている事務、同一地方公共団体の機関間での提供を条例で定

めている事務、生命・身体又は財産の保護のため必要があり、本人の同意がある又は同意を得

ることが困難である場合等が該当します。 

区では、番号条例第15条及び第15条の２で特定個人情報の提供について規定しています。 

 

（６）特定個人情報保護評価（ＰＩＡ※） 

①目的 

特定個人情報保護評価（以下「ＰＩＡ」といいます。）は、地方公共団体がマイナンバ

ーを含む特定個人情報の取扱いについて自ら事前に評価する制度です。特定個人情報の漏

えいその他の事態を発生させるリスクを分析し、リスクを軽減するための適切な措置を講

ずることで、個人のプライバシー等の権利利益の侵害の未然防止及び国民・住民の信頼の

確保を目的とします。 

区は、ＰＩＡを毎年１回実施し公表しています。 

※：Privacy Impact Assessment 

②ＰＩＡの種類、判断基準 

ＰＩＡは全ての事務に同一の評価を義務付けるのではなく、個人のプライバシー等の権

利利益に影響を与える可能性が高いと考えられる事務について、より手厚い評価を義務付

けることとしています。このため、評価実施機関は、ＰＩＡを実施する事務について、対

象人数、当該特定個人情報ファイルを取り扱う者の人数（以下「取扱者数」といいます。）

及び評価実施機関における特定個人情報に関する重大事故の発生の有無に基づく「しきい

値※判断」を行い、その結果に基づき、「基礎項目評価」、「重点項目評価」又は「全項
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目評価」のいずれかの評価を実施することとなっています。 

ＰＩＡでは、区職員の人事、給与等に関する特定個人情報ファイルのみを取り扱う事務、

手作業処理用ファイルのみを取り扱う事務、対象人数が1,000人未満の事務等については

特定個人情報保護評価の実施が義務付けられていませんが、港区では対象人数が1,000人

未満の事務についても基礎項目評価（任意）を実施しています。 

※：評価が変わる境目となる値 

③ＰＩＡ評価書の種類 

ア 基礎項目評価書 

対象人数が1,000人以上１万人未満の場合 

対象人数が１万人以上10万人未満かつ取扱者数が500人未満で、過去１年以内に重大

事故の発生がない場合 

イ 重点項目評価書及び基礎項目評価書 

対象人数が１万人以上10万人未満で、過去１年以内に重大事故の発生があった場合 

対象人数が１万人以上10万人未満で、取扱者数が500人以上の場合 

対象人数が10万人以上30万人未満かつ取扱者数が500人未満で、過去１年以内に重大

事故の発生がない場合 

ウ 全項目評価書及び基礎項目評価書 

対象人数が10万人以上30万人未満で、過去１年以内に重大事故の発生があった場合 

対象人数が10万人以上30万人未満かつ取扱者数が500人以上の場合 

対象人数が30万人以上の場合 

④ＰＩＡ評価書の提出及び公表 

定期的にＰＩＡを実施し、特定個人情報保護評価計画管理書及び特定個人情報保護評価書

を作成のうえ、個人情報保護委員会※に提出して特定個人情報保護の状況を報告するほか、

港区ホームページ等で公表します。 

また、番号法や番号条例の改正に伴う評価内容の変更、対象者数の増加等によるしきい値

の変更等が生じた場合は、ＰＩＡを速やかに実施します。 

 

※：個人情報保護法及び関係政令に基づき、個人情報の有用性に配慮しつつ、その適正な

取扱いを確保するために設置された国の独立機関 
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３ 港区個人情報保護運営審議会 

 

個人情報保護制度の適正かつ円滑な運営を図るため区長の付属機関として設置されてお

り、学識経験者及び区民代表の計10人で構成されています。 

 

（１）港区個人情報保護運営審議会委員 （10人） 

             （敬称略） 

氏 名       役 職 等             

学

識

経

験

者 

会 長  髙 𣘺 雅 夫 日本大学法学部教授 

副会長  水 町 雅 子 弁護士 

委 員  上 代 庸 平 武蔵野大学法学部教授 

委 員  古 川 史 高 弁護士 

委 員  柳 瀬  昇 

（令和４年４月１日就任）
日本大学法学部教授 

委 員  横大道  聡 

（令和４年３月31日退任）
慶應義塾大学大学院法務研究科教授 

区

民

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

委 員  伊 藤 光 一 港区立小学校ＰＴＡ連合会会長 

委 員  薄 井 啓 子 港区消費者団体連絡会 

委 員  小 川 翔 子 港区立男女平等参画センター運営協議会 

委 員  平 井 伸 治 港区聴覚障害者協会会長 

委 員  平 本 智 美 港区区政モニター経験者 

※委員の任期は令和２年８月１日～令和４年７月31日 

役職等は令和２年８月１日現在 
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（２）令和３年度港区個人情報保護運営審議会開催状況 

 

 年  月  日 答   申   内   容 

１ 令和３年６月４日 

住民基本台帳に関する事務「全項目評価書」について、問題は

認められません。 

みなと学びの循環事業「まなマルシェ」(前期)企画・運営等業

務委託について、諮問どおり承認します。 

高輪情報局における取材及びコンテンツ作成支援業務の外部

委託について、諮問どおり承認します。 

低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金

（ひとり親世帯分）支給管理業務の外部委託について、諮問ど

おり承認します。 

低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金

（その他の子育て世帯分）支給管理業務の外部委託について、

諮問どおり承認します。 

里親支援育児家事援助業務委託について、諮問どおり承認しま

す。 

児童相談所における通訳者派遣の業務委託について、諮問どお

り承認します。 

水辺のまちサーキュラーLAB.企画及び運営支援業務委託につ

いて、諮問どおり承認します。 

２ 令和３年８月19日 

事業者向け防災セミナー運営業務の外部委託について、諮問ど

おり承認します。 

港区観光ボランティアガイド育成支援に関する企画・運営業務

の外部委託について、諮問どおり承認します。 

みなと障害者支援アプリ運用保守・運用業務の外部委託につい

て、諮問どおり承認します。 

保育業務支援システム導入及び保守業務の外部委託について、

諮問どおり承認します。 

３ 令和３年11月４日

予防接種に関する事務「全項目評価書」について、問題は認め

られません。 

幼稚園の園務支援システム導入及び保守業務の外部委託につ

いて、諮問どおり承認します。 

児童の被害確認面接の外部委託について、諮問どおり承認しま

す。 

４ 令和４年１月12日

（仮称）文化芸術ホール整備に向けた気運醸成事業支援業務の

外部委託について、諮問どおり承認します。 

札の辻スクエア総合管理業務及び札の辻スクエア開設前建物

維持管理業務の外部委託について、諮問どおり承認します。 
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 年  月  日 答   申   内   容 

４ 令和４年１月12日

「港区立産業振興センター」の指定管理者による管理及び「港

区立産業振興センター」開設準備の外部委託について、諮問ど

おり承認します。 

住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金事業の実施に係

る業務の外部委託について、諮問どおり承認します。 

被措置児童等虐待に係る意見聴取業務の外部委託について、諮

問どおり承認します。 

学校プール開放事業の外部委託について、諮問どおり承認しま

す。 

５ 令和４年２月 22 日 

予防接種に関する事務「全項目評価書」について、問題は認め

られません。 

健康増進に関する事務「重点項目評価書」について、問題は認

められません。 

（仮称）文化芸術ホール整備に係る市場構造把握調査業務の外

部委託について、諮問どおり承認します。 

港区福祉総合窓口受付予約システム保守業務の外部委託につ

いて、諮問どおり承認します。 

水泳教室業務の外部委託について、諮問どおり承認します。 

６ 令和４年３月 15 日 

地域事業活性化プロジェクト支援業務の外部委託について、諮

問どおり承認します。 

港区立三田図書館等の指定管理者による管理について、諮問ど

おり承認します。 

部活動指導業務の外部委託について、諮問どおり承認します。

港区立幼稚園保育補助業務の外部委託について、諮問どおり承

認します。 

港区福祉のまちづくり整備費補助金交付事業に係るコーディ

ネート事業の外部委託について、諮問どおり承認します。 

港区福祉総合窓口案内支援システム導入構築業務（設計・導入）

の外部委託について、諮問どおり承認します。 
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４ 個人情報保護の運用状況 
 

（１）自己情報開示等請求（令和３年度） 
 

①個人情報についての自己情報開示等の請求及び可否決定状況            単位：件 

請求内容 件数 

決 定 内 容 

応じる 

（開示） 

一部応じる

（一部開示） 

応じない 

（非開示） 
不存在 

存否応答 

拒否 

開  示 151 45 71 0 35 2 

訂  正 1 1 0 0 0 0 

削  除 2 0 0 2 0 0 

目的外利用中止 2 0 0 2 0 0 

外部提供中止        0 0 0 0 0 0 

合  計 156 46 71 4 35 2 

※１件の請求に対して、複数の決定がされる場合があります。 

 

②個人情報についての自己情報開示請求の内容及び決定状況一覧 

請 求 内 容 所管課 

決  定  内  容 

応じる 
一部 

応じる 
応じない 不存在 

存否応答

拒否 

1 電話内容記録 保健予防課  〇    

2 

印鑑登録申請書、印鑑登録廃止申請

書、印鑑登録証亡失届書、印鑑登録

証明書交付申請書、住民異動届、住

民票等請求書の写し 

芝地区総合支所 

区民課 
   〇  

3 電話内容記録 総務課 〇     

4 保育園の記録 
芝浦港南地区総合

支所管理課 
〇     

5 健康診査記録 健康推進課 〇     

6 相談記録 
麻布地区総合支所 

協働推進課 
 〇    

7 
戸籍証明書等請求書、戸籍謄本・戸

籍抄本等請求書の写し 

麻布地区総合支所 

区民課 
 〇   〇 

8 相談記録 
子ども家庭支援セ

ンター 
〇     

9 戸籍証明書等請求書の写し 
麻布地区総合支所 

区民課 
 〇    
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請 求 内 容 所管課 

決  定  内  容 

応じる 
一部 

応じる 
応じない 不存在 

存否応答

拒否 

10 
診療報酬明細書、柔道整復施術療養

費支給申請書 
国保年金課 〇     

11 相談記録 
子ども家庭支援セ

ンター 
〇     

12 住民票等請求書の写し 
赤坂地区総合支所 

区民課 
 〇    

13 
戸籍証明書等請求書、戸籍の附票請

求書の写し 

芝地区総合支所 

区民課 
 〇    

14 
東京都母子及び父子福祉資金貸付の

貸付申請書並びに借用書 

子ども家庭支援セ

ンター 
 〇    

15 
納課税証明書交付申請書、委任状の

写し、税証明書の発行履歴 
税務課    〇  

16 面接記録 
子ども家庭支援セ

ンター 
〇     

17 

住民票等請求書、印鑑登録証明書、

戸籍謄本及び戸籍抄本の交付申請書

の写し 

赤坂地区総合支所 

区民課 
   〇  

18 
戸籍証明書等請求書、住民票等請求

書の写し 

赤坂地区総合支所 

区民課 
 〇    

19 戸籍証明書等請求書の写し 
芝地区総合支所 

区民課 
   〇  

20 
戸籍証明書等請求書、住民票等請求

書、戸籍の附票請求書の写し 

芝地区総合支所 

区民課 
   〇  

21 戸籍証明書等請求書の写し 
赤坂地区総合支所 

区民課 
   〇  

22 相談記録 

児童相談課 

子ども家庭支援セ

ンター 

 〇    

23 相談記録 児童相談課  〇    

24 相談記録 児童相談課  〇    

25 

住民異動届、印鑑登録申請書、印鑑

登録証明書交付申請書、住民基本台

帳カード交付申請書の写し、国民健

康保険証の発行の有無 

芝地区総合支所 

区民課 
 〇    

26 相談記録 
子ども家庭支援セ

ンター 
〇     

27 相談記録 
子ども家庭支援セ

ンター 
〇     

28 戸籍証明書等請求書 
赤坂地区総合支所 

区民課 
   〇  
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請 求 内 容 所管課 

決  定  内  容 

応じる 
一部 

応じる 
応じない 不存在 

存否応答

拒否 

29 
介護認定調査票、主治医意見書の写

し 
介護保険課 〇     

30 保育所入所申込書 
麻布地区総合支所 

区民課 
 〇    

31 妊娠届出書の写し 
麻布地区総合支所 

区民課 
〇     

32 相談記録 
子ども家庭支援セ

ンター 
〇     

33 相談記録 児童相談課  〇    

34 記録全て 児童相談課  〇    

35 記録全て 児童相談課  〇    

36 障害補償費請求書 
みなと保健所 

保健予防課 
 〇    

37 面接記録 
子ども家庭支援セ

ンター 
〇     

38 
戸籍証明書等請求書、戸籍の附票請

求書の写し 

芝地区総合支所 

区民課 
   〇  

39 
戸籍証明書等請求書、戸籍の附票請

求書の写し 

赤坂地区総合支所 

区民課 
   〇  

40 住民票及び除票の写しの交付申請書 
赤坂地区総合支所 

区民課 
〇     

41 住民票及び除票の写しの交付申請書 
赤坂地区総合支所 

区民課 
〇     

42 検査の記録及び結果 
みなと保健所 

保健予防課 
〇     

43 相談記録 
子ども家庭支援セ

ンター 
〇     

44 
住民税に関する差押調書及び配当計

算書 
税務課  〇    

45 住民票・戸籍証明書等請求書の写し 
芝浦港南地区総合支所

区民課 
 〇    

46 相談記録 

児童相談課 

子ども家庭支援セ

ンター 

〇     
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請 求 内 容 所管課 
決  定  内  容 

応じる 
一部 

応じる 
応じない 不存在 

存否応答

拒否 

47 住民票等請求書の写し 
芝地区総合支所 

区民課 
 〇    

48 戸籍証明書等請求書の写し 
芝地区総合支所 

区民課 
 〇    

49 
戸籍証明書等請求書、住民票等請求

書、戸籍の附票請求書の写し 

芝地区総合支所 

区民課 
 〇    

50 面談記録 

児童相談課 

子ども家庭支援セ

ンター 

 〇    

51 受診記録 国保年金課 〇     

52 住民票等請求書の写し 
赤坂地区総合支所 

区民課 
   〇  

53 戸籍証明書等請求書の写し 
赤坂地区総合支所 

区民課 
 〇    

54 相談記録の訂正 
子ども家庭支援セ

ンター 
〇     

55 
住民票等請求書、戸籍証明書等請求

書及び戸籍の附票請求書の写し 

芝地区総合支所 

区民課 
 〇    

56 相談記録 
子ども家庭支援セ

ンター 
〇     

57 住民票、戸籍証明書等請求書の写し 
芝浦港南地区総合

支所区民課 
 〇    

58 
障害児通所給付費支給決定に関す

る書類 

高輪地区総合支所 

区民課 
 〇    

59 相談記録 
子ども家庭支援セ

ンター 
〇     

60 
子ども家庭支援センターに提出さ

れた書類・証拠 

子ども家庭支援セ

ンター 
    〇 

61 相談記録 
子ども家庭支援セ

ンター 
 〇    

62 
介護保険主治医意見書、介護保険認

定調査票、認定結果 
介護保険課 〇     

63 戸籍の附票請求書の写し 
芝地区総合支所 

区民課 
   〇  

64 戸籍の附票請求書の写し 
芝地区総合支所 

区民課 
   〇  

65 
東京都母子及び父子福祉資金貸付

の借用書 

子ども家庭支援セ

ンター 
 〇    
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請 求 内 容 所管課 
決  定  内  容 

応じる 
一部 

応じる 
応じない 不存在 

存否応答

拒否 

66 相談記録 

児童相談課 

子ども家庭支援セ

ンター 

 〇    

67 戸籍証明書等請求書の写し 
麻布地区総合支所 

区民課 
   〇  

68 保育所連絡ノートの写し 
赤坂地区総合支所 

管理課 
〇     

69 住民票等請求書に基づく発行履歴 
芝地区総合支所 

区民課 
   〇  

70 保育所入園申込書類 
赤坂地区総合支所 

管理課 
 〇    

71 戸籍の附票請求書 
赤坂地区総合支所 

区民課 
 〇    

72 相談記録 
子ども家庭支援セ

ンター 
〇     

73 相談記録、面談記録 教育人事企画課  〇    

74 住民票等請求書の写し 
芝地区総合支所 

区民課 
   〇  

75 住民票等請求書の写し 
赤坂地区総合支所 

区民課 
〇     

76 住民票等請求書の写し 
芝地区総合支所 

区民課 
 〇    

77 住民票等請求書の写し 
芝地区総合支所 

区民課 
   〇  

78 
住民票等請求書、戸籍証明書等請求

書、戸籍の附票請求書の写し 

芝地区総合支所 

区民課 
   〇  

79 
東京都母子及び父子福祉資金貸付

の債務承認書 

子ども家庭支援セ

ンター 
〇     

80 相談記録 
子ども家庭支援セ

ンター 
〇     

81 住民票等請求書の写し 
麻布地区総合支所 

区民課 
   〇  

82 
新型コロナウイルス感染症に関す

る対応記録 
保健予防課 〇     

83 面談等記録 

児童相談課 

子ども家庭支援セ

ンター 

 〇    

84 
印鑑登録証明書の交付申請書の写

し 

芝地区総合支所 

区民課 
   〇  
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請 求 内 容 所管課 
決  定  内  容 

応じる 
一部 

応じる 
応じない 不存在 

存否応答

拒否 

85 
戸籍証明書等請求書の写し、戸籍の

附票請求書の写し 

芝浦港南地区総合

支所区民課 
 〇    

86 戸籍関係の検索記録 
芝浦港南地区総合

支所区民課 
 〇    

87 児童相談センターが保有する情報 児童相談課  〇    

88 児童相談センターが保有する情報 児童相談課  〇    

89 児童相談センターが保有する情報 児童相談課  〇    

90 住民票等請求書の写し 
芝地区総合支所 

区民課 
 〇    

91 児童相談センターの記録 児童相談課  〇    

92 住民票等請求書の写し 
芝地区総合支所 

区民課 
   〇  

93 相談記録 教育人事企画課  〇    

94 児童相談所が保有する文書の削除 児童相談課   〇   

95 
児童相談所が保有する文書の提供

の停止 
児童相談課   〇   

96 児童相談所が保有する文書の削除 児童相談課   〇   

97 
児童相談所が保有する文書の提供

の停止 
児童相談課   〇   

98 住民票交付請求書の写し 
赤坂地区総合支所 

区民課 
   〇  

99 
戸籍証明書等請求書の写し、戸籍の

附票請求書の写し 

芝地区総合支所 

区民課 
 〇    

100 
戸籍証明書等請求書の写し、戸籍の

附票請求書の写し 

芝地区総合支所 

区民課 
   〇  

101 相談記録 
子ども家庭支援セ

ンター 
〇     

102 保育園で保有・作成した記録 
赤坂地区総合支所 

管理課 
〇     

103 保育園で保有・作成した記録 
赤坂地区総合支所 

管理課 
〇     
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請 求 内 容 所管課 
決  定  内  容 

応じる 
一部 

応じる 
応じない 不存在 

存否応答

拒否 

104 保育園が作成した記録 
赤坂地区総合支所 

管理課 
〇     

105 出欠・面談・成績等の記録 教育人事企画課 〇     

106 
就学・生活状況に関する記録のうち

請求者に関する記載があるもの 
教育人事企画課    〇  

107 保育園登園記録 
芝浦港南地区総合

支所管理課 
 〇    

108 住民票等請求書の写し 
芝地区総合支所 

区民課 
   〇  

109 
戸籍証明書等請求書の写し及び戸

籍の附票請求書の写し 

芝地区総合支所 

区民課 
 〇    

110 
介護認定調査票、主治医意見書の写

し 
介護保険課 〇     

111 住民票等請求書の写し 
芝地区総合支所 

区民課 
   〇  

112 保育園における記録 
芝浦港南地区総合

支所管理課 
 〇    

113 相談記録 児童相談課  〇    

114 相談記録 児童相談課  〇    

115 相談記録 児童相談課  〇    

116 住民票等請求書の写し 
芝地区総合支所 

区民課 
   〇  

117 保育園登園記録 
芝浦港南地区総合

支所管理課 
 〇    

118 相談記録 教育人事企画課  〇    

119 行動記録 教育人事企画課  〇    

120 住民票等請求書の写し 
芝地区総合支所 

区民課 
   〇  

121 給与支払報告書 税務課 〇     

122 住民票等請求書の写し 
芝地区総合支所 

区民課 
   〇  
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請 求 内 容 所管課 
決  定  内  容 

応じる 
一部 

応じる 
応じない 不存在 

存否応答

拒否 

123 相談記録 総務課 〇     

124 相談記録 
子ども家庭支援セ

ンター 
〇      

125 相談記録 
子ども家庭支援セ

ンター 
〇     

126 相談記録 
子ども家庭支援セ

ンター 
 〇    

127 相談記録 
子ども家庭支援セ

ンター 
〇     

128 相談記録 教育人事企画課  〇    

129 プレイセラピー記録 教育人事企画課  〇    

130 相談記録 
子ども家庭支援セ

ンター 
 〇    

131 受診記録 国保年金課 〇     

132 相談記録 
子ども家庭支援セ

ンター 
 〇    

133 在園記録 
芝浦港南地区総合

支所管理課 
 〇    

134 

印鑑登録申請書、印鑑登録廃止申請

書、印鑑登録証亡失届書、印鑑登録

証明書交付申請書、住民異動届、住

民票等請求書の写し 

芝地区総合支所 

区民課 
   〇  

135 相談記録 児童相談課  〇    

136 相談記録 児童相談課  〇    

137 相談記録 児童相談課  〇    

138 相談記録 児童相談課 〇     

139 
戸籍証明書等請求書、戸籍の附票請

求書の写し 

芝地区総合支所区

民課 
   〇  

140 在園記録 
芝浦港南地区総合

支所管理課 
 〇    

141 相談記録 
子ども家庭支援セ

ンター 
 〇    
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請 求 内 容 所管課 

決  定  内  容 

応じる 
一部 

応じる 
応じない 不存在 

存否応答

拒否 

142 相談記録 
子ども家庭支援セ

ンター 
 〇    

143 住民票等請求書の写し 
麻布地区総合支所

区民課 
   〇  

144 住民票等請求書の写し 
芝地区総合支所区

民課 
   〇  

145 建築相談申込書、相談記録 住宅課 〇     

146 戸籍証明書等請求書の写し 
芝地区総合支所区

民課 
 〇    

147 相談記録 児童相談課 〇     

148 請求者に関する記録 児童相談課  〇    

149 請求者に関する記録 児童相談課  〇    

150 新型コロナウイルスに関する回答 保健予防課 〇     

151 相談記録 
子ども家庭支援セ

ンター 
 〇    

152 住民票等請求書の写し 
赤坂地区総合支所

区民課 
   〇  

153 
介護認定調査票、主治医意見書の写

し 
介護保険課 〇     

154 
住民票等請求書、戸籍証明書等請求

書、戸籍の附票請求書の写し 

高輪地区総合支所 

区民課 
 〇  〇  

155 戸籍証明書等請求書の写し 
芝地区総合支所区

民課 
   〇  

156 相談記録 教育人事企画課  〇    

 
③特定個人情報についての自己情報開示等の請求及び可否決定状況 

令和３年度は請求等の実績はありませんでした。 
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（２）個人情報取扱業務登録･目的外利用･外部提供の状況（令和３年度） 

 

実 施 機 関         業務登録数 目的外利用業務数 外部提供業務数 

区 
 
 

長 
 
 

部 
 
 

局 

各 総 合 支 所 404 14 48 

産業・地域振興支援部 26 2 16 

保健福祉支援部 53 26 31 

み な と 保 健 所         21 9 16 

子ども家庭支援部 14 3 4 

児 童 相 談 所 11 0 9 

街づくり支援部 47 6 16 

環境リサイクル支援部 7 0 2 

企 画 経 営 部 18 2 3 

防災危機管理室 12 0 5 

総 務 部 40 8 15 

会 計 室 2 0 1 

計 655 70 166 

選 挙 管 理 委 員 会           5 2 4 

監 査 委 員           3 1 2 

教

育

委

員

会

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事務局 教育推進部 28 9 12 

事務局 学校教育部 25 13 10 

中    学    校         50 10 18 

小    学    校         90 18 37 

幼    稚    園         60 5 19 

計 253 55 96 

合 計        916 128 268 
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部名 課名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

12150001-1
芝地区総合支所管理課の実施する事業に関する
業務

－ －

24150006-1 ★区民協働スペースに関する業務 － －

37210002-1 ●いきいきプラザ等の管理運営に関する業務 － －

48110003-1 ●児童館・学童に関する業務 － －

48210001-1-1 ●保育に関する業務 － －

58610003-1 ☆●個別広聴に関する業務 － －

58610007-1 ●集団広聴に関する業務 － －

12350001-1 ★芝地区政策推進に関する業務 － －

12350002-1 ★区民交通傷害保険に関する業務 － 有

12350003-1 ★災害見舞いに関する業務 － －

12350006-1 ★町会・自治会活動振興に関する業務 － 有

12350007-1 ★区設掲示板に関する業務 － －

12350010-1
★芝地区生活安全・環境美化協議会に関する業
務

－ －

12350015-1 ★環境美化に関する業務 － －

12350020-1 ★防犯灯設置管理助成に関する業務 － －

37110004-1 ○保護司に関する業務 － －

37110007-1 ○老人クラブ連合会への助成に関する業務 － －

37210005-1-2 ◎○高齢者福祉サービスに関する業務 － －

42110004-1-2 ◎○獣医衛生に関する業務 － －

48110005-1 ○青少年育成に関する業務 － －

56110003-1 ○公害規制・指導・調査に関する業務 － －

（３）課別個人情報取扱業務の登録状況及び目的外利用・外部提供記録状況（令和３年度）

　事務の名称の前の記号は次のとおりです。

　☆は、実施機関（区長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員）の全ての課等において共通の業務

　★は、各総合支所共通の業務

　＊は、教育委員会の課等においてのみ、共通の業務

　●は、支援部等が登録し、総合支所「管理課」と共通する業務

協働推進課

芝地区総
合支所

　○は、支援部等が登録し、総合支所「協働推進課」と共通する業務

　◎は、支援部等が登録し、総合支所「区民課」と共通する業務

令和４年３月31日現在

管理課
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部名 課名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

56110004-1 ○環境の普及啓発及び相談等に関する業務 － －

56510002-1 ○リサイクル事業推進に関する業務 － －

62110002-1 ○防災住民組織等に関する業務 － －

62310001-1 ○生活安全に関する業務 － －

12350016-1 ★あき地管理の適正化に関する業務 － －

12350019-1 ★陳情に関する業務 － －

12550001-1 ★緑化推進に関する業務 － －

12550002-1 ★私道整備に関する業務 － －

12550003-1 ★アドプトに関する業務 － －

12550004-1 ★街づくり相談に関する業務 － －

12550005-1 ★自転車対策に関する業務 － －

12550014-1 ★道路掘削・復旧工事指導監督に関する業務 － －

12550015-1 ★屋外広告物許可に関する業務 － 有

12550016-1 ★道路等の占用・使用許可に関する業務 － 有

12550017-1 ★河川等の占用許可に関する業務 － －

12550018-1
★公園・児童遊園等の占用・使用許可に関する
業務

－ 有

12550021-1 工事説明会等に関する業務 － －

12550024-1 公園の改修設計に関する業務 － －

12750001-1 ★住民基本台帳に関する業務 有 有

12750002-1 ★印鑑登録に関する業務 － 有

12750003-1 ★公的個人認証に関する業務 － －

12750004-1 ★戸籍に関する業務 － 有

12750005-1 住居表示に関する業務 － －

12750006-1 ★中長期在留者等に関する業務 － －

12750007-1 民事刑事事項に関する業務 － 有

12750008-1 ★救急情報の活用支援に関する業務 － －

32610001-1 ◎特別区民税･都民税に関する業務 － －

32610002-1 ◎軽自動車税に関する業務 － －

協働推進課

まちづくり課

芝地区総
合支所

区民課
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部名 課名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

32610005-1 ◎自動車臨時運行許可に関する業務 － －

37110002-1 ◎保健福祉の企画・計画及び調整に関する業務 － －

37110003-1 ◎民生委員・児童委員に関する業務 － －

37210001-1
◎高齢者福祉施策の企画・計画・調整のための
各種調査に関する業務

－ －

37210005-1-3 ◎○高齢者福祉サービスに関する業務 － －

37210006-1 ◎高齢者生活支援に関する業務 有 －

37210009-1 ◎老人福祉法による措置に関する業務 － －

37210010-1 ◎高齢者福祉に係る相談・苦情に関する業務 － －

37310001-1 ◎介護保険に関する業務 － －

37410001-1 ◎身体障害者福祉に関する業務 － －

37410002-1 ◎知的障害者福祉に関する業務 － －

37410003-1 ◎東京都心身障害者扶養共済制度に関する業務 － －

37410004-1 ◎心身障害者福祉手当等に関する業務 － －

37410005-1 ◎障害者等の日常生活援助に関する業務 － －

37410007-1 ◎障害者向け住宅に関する業務 － －

37410008-1 ◎難病医療費助成に関する業務 － －

37410013-1 ◎情報提供・相談に関する業務 － －

37410017-1 ◎精神保健福祉（障害者福祉課）に関する業務 － －

37610001-1 ◎生活保護に関する業務 － －

37610005-1 ◎中国残留邦人等の支援給付に関する業務 － －

37710001-1 ◎国民健康保険に関する業務 － －

37710004-1 ◎国民年金に関する業務 － －

37710005-1 ◎高齢者医療に関する業務（後期高齢者医療） － －

37710006-1 ◎心身障害者医療費助成に関する業務 － －

42110004-1-3 ◎○獣医衛生に関する業務 － －

42410001-1 ◎教育実習に関する業務 － －

42410003-1 ◎児童福祉措置に関する業務 － －

42410005-1 ◎母子保健に関する業務 － －

区民課
芝地区総
合支所
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部名 課名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

42410006-1 ◎精神保健福祉（健康推進課）に関する業務 － －

48110001-1 ◎子ども給付に関する業務 － －

48210001-1-3 ◎保育に関する業務 － －

14150001-2 麻布地区総合支所庁舎管理業務 － －

14150002-2 政策推進や地域事業に関する業務 － －

14150003-2 麻布区民センター管理運営に関する業務 － 有

37210002-2 ●いきいきプラザ等の管理運営に関する業務 － －

48110003-2 ●児童館・学童に関する業務 － －

48210001-2-1 ●保育に関する業務 － －

58610003-2 ☆●個別広聴に関する業務 － －

58610007-2 ●集団広聴に関する業務 － －

14350001-2 ★町会・自治会活動振興に関する業務 － 有

14350002-2 ★区設掲示板に関する業務 － －

14350003-2 ★区民交通傷害保険に関する業務 － 有

14350006-2 ★災害見舞いに関する業務 － －

14350007-2 ★麻布地区生活安全活動推進業務 － －

14350013-2 ★環境美化に関する業務 － 有

14350022-2 ★防犯灯設置管理助成に関する業務 － －

14350030-2 ★麻布地区政策推進に関する業務 － －

37110004-2 ○保護司に関する業務 － －

37110007-2 ○老人クラブ連合会への助成に関する業務 － －

37210005-2-2 ◎○高齢者福祉サービスに関する業務 － －

42110004-2-2 ◎○獣医衛生に関する業務 － －

48110005-2 ○青少年育成に関する業務 － －

56110003-2 ○公害規制・指導・調査に関する業務 － －

56510002-2 ○リサイクル事業推進に関する業務 － －

62110002-2 ○防災住民組織等に関する業務 － －

62310001-2 ○生活安全に関する業務 － －

区民課
芝地区総
合支所

麻布地区
総合支所

協働推進課

管理課
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部名 課名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

14350014-2 ★あき地管理の適正化に関する業務 － －

14550001-2 ★緑化推進に関する業務 － －

14550002-2 ★アドプトに関する業務 － －

14550003-2 ★私道整備に関する業務 － －

14550004-2 ★街づくり相談に関する業務 － －

14550005-2 ★自転車対策に関する業務 － －

14550008-2 まちづくりの推進に関する業務 － －

14550014-2 ★道路掘削・復旧工事指導監督に関する業務 － －

14550015-2 ★屋外広告物許可に関する業務 － 有

14550016-2 ★道路等の占用・使用許可に関する業務 － －

14550017-2 ★河川等の占用許可に関する業務 － －

14550018-2
★公園・児童遊園等の占用・使用許可に関する
業務

－ －

14550019-2 ○空家における樹木伐採依頼に関する業務 － －

14550021-2 工事説明会等に関する業務 － －

14550024-2 公園の改修設計に関する業務 － －

14750001-2 ★住民基本台帳に関する業務 有 有

14750002-2 ★印鑑登録に関する業務 － 有

14750003-2 ★戸籍に関する業務 有 有

14750004-2 ★公的個人認証に関する業務 － －

14750005-2 ★救急情報の活用支援に関する業務 － －

32610001-2 ◎特別区民税･都民税に関する業務 － －

32610002-2 ◎軽自動車税に関する業務 － －

32610005-2 ◎自動車臨時運行許可に関する業務 － －

37110002-2 ◎保健福祉の企画・計画及び調整に関する業務 － －

37110003-2 ◎民生委員・児童委員に関する業務 － －

37210001-2
◎高齢者福祉施策の企画・計画・調整のための
各種調査に関する業務

－ －

37210005-2-3 ◎○高齢者福祉サービスに関する業務 － －

37210006-2 ◎高齢者生活支援に関する業務 有 －

まちづくり課

麻布地区
総合支所

区民課
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部名 課名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

37210009-2 ◎老人福祉法による措置に関する業務 － －

37210010-2 ◎高齢者福祉に係る相談・苦情に関する業務 － －

37310001-2 ◎介護保険に関する業務 － －

37410001-2 ◎身体障害者福祉に関する業務 － －

37410002-2 ◎知的障害者福祉に関する業務 － －

37410003-2 ◎東京都心身障害者扶養共済制度に関する業務 － －

37410004-2 ◎心身障害者福祉手当等に関する業務 － －

37410005-2 ◎障害者等の日常生活援助に関する業務 － －

37410007-2 ◎障害者向け住宅に関する業務 － －

37410008-2 ◎難病医療費助成に関する業務 － －

37410013-2 ◎情報提供・相談に関する業務 － －

37410017-2 ◎精神保健福祉（障害者福祉課）に関する業務 － －

37610001-2 ◎生活保護に関する業務 － －

37610005-2 ◎中国残留邦人等の支援給付に関する業務 － －

37710001-2 ◎国民健康保険に関する業務 － －

37710004-2 ◎国民年金に関する業務 － －

37710005-2 ◎高齢者医療に関する業務（後期高齢者医療） － －

37710006-2 ◎心身障害者医療費助成に関する業務 － －

42110004-2-3 ◎○獣医衛生に関する業務 － －

42410001-2 ◎教育実習に関する業務 － －

42410003-2 ◎児童福祉措置に関する業務 － －

42410005-2 ◎母子保健に関する業務 － －

42410006-2 ◎精神保健福祉（健康推進課）に関する業務 － －

48110001-2 ◎子ども給付に関する業務 － －

48210001-2-3 ◎保育に関する業務 － －

20150001-3 複合施設の管理運営に関する業務 － 有

20150002-3 赤坂区民センターに関する業務 － 有

37210002-3 ●いきいきプラザ等の管理運営に関する業務 － －

管理課
赤坂地区
総合支所

区民課
麻布地区
総合支所
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部名 課名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

48110003-3 ●児童館・学童に関する業務 － －

48210001-3-1 ●保育に関する業務 － －

58610003-3 ☆●個別広聴に関する業務 － －

58610007-3 ●集団広聴に関する業務 － －

20350001-3 ★町会・自治会活動振興に関する業務 － 有

20350002-3 ★区設掲示板に関する業務 － －

20350003-3 ★区民交通傷害保険に関する業務 － 有

20350006-3 ★災害見舞いに関する業務 － －

20350007-3
★赤坂地区生活安全・環境美化協議会に関する
業務

－ －

20350013-3 ★環境美化に関する業務 － 有

20350020-3 ★赤坂地区政策推進に関する業務 － －

20350022-3 ★防犯灯設置管理助成に関する業務 － －

20350025-3 赤坂・青山子ども中高生共育事業 － －

20350026-3
赤坂・青山地区と郡上市の子どもたちの交流事
業

－ 有

37110004-3 ○保護司に関する業務 － －

37110007-3 ○老人クラブ連合会への助成に関する業務 － －

37210005-3-2 ◎○高齢者福祉サービスに関する業務 － －

42110004-3-2 ◎○獣医衛生に関する業務 － －

48110005-3 ○青少年育成に関する業務 － －

56110003-3 ○公害規制・指導・調査に関する業務 － －

56510002-3 ○リサイクル事業推進に関する業務 － －

62110002-3 ○防災住民組織等に関する業務 － －

62310001-3 ○生活安全に関する業務 － －

20350014-3 ★あき地管理の適正化に関する業務 － －

20350021-3 ★陳情に関する業務 － －

20550001-3 ★緑化推進に関する業務 － －

20550002-3 ★私道整備に関する業務 － －

20550003-3 ★アドプトに関する業務 － －

管理課

まちづくり課

赤坂地区
総合支所

協働推進課
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部名 課名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

20550004-3 ★街づくり相談に関する業務 － －

20550005-3 ★自転車対策に関する業務 － －

20550014-3 ★道路掘削・復旧工事指導監督に関する業務 － －

20550015-3 ★屋外広告物許可に関する業務 － 有

20550016-3 ★道路等の占用・使用許可に関する業務 － －

20550017-3 ★河川等の占用許可に関する業務 － －

20550018-3
★公園・児童遊園等の占用・使用許可に関する
業務

－ －

20550021-3 工事説明会等に関する業務 － －

20550024-3 公園の改修設計に関する業務 － －

20750001-3 ★住民基本台帳に関する業務 有 有

20750002-3 ★印鑑登録に関する業務 － 有

20750003-3 ★戸籍に関する業務 有 有

20750004-3 ★公的個人認証に関する業務 － －

20750005-3 ★救急情報の活用支援に関する業務 － －

32610001-3 ◎特別区民税･都民税に関する業務 － －

32610002-3 ◎軽自動車税に関する業務 － －

32610005-3 ◎自動車臨時運行許可に関する業務 － －

37110002-3 ◎保健福祉の企画・計画及び調整に関する業務 － －

37110003-3 ◎民生委員・児童委員に関する業務 － －

37210001-3
◎高齢者福祉施策の企画・計画・調整のための
各種調査に関する業務

－ －

37210005-3-3 ◎○高齢者福祉サービスに関する業務 － －

37210006-3 ◎高齢者生活支援に関する業務 － －

37210009-3 ◎老人福祉法による措置に関する業務 － －

37210010-3 ◎高齢者福祉に係る相談・苦情に関する業務 － －

37310001-3 ◎介護保険に関する業務 － －

37410001-3 ◎身体障害者福祉に関する業務 － －

37410002-3 ◎知的障害者福祉に関する業務 － －

37410003-3 ◎東京都心身障害者扶養共済制度に関する業務 － －

まちづくり課

区民課

赤坂地区
総合支所
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部名 課名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

37410004-3 ◎心身障害者福祉手当等に関する業務 － －

37410005-3 ◎障害者等の日常生活援助に関する業務 － －

37410007-3 ◎障害者向け住宅に関する業務 － －

37410008-3 ◎難病医療費助成に関する業務 － －

37410013-3 ◎情報提供・相談に関する業務 － －

37410017-3 ◎精神保健福祉（障害者福祉課）に関する業務 － －

37610001-3 ◎生活保護に関する業務 － －

37610005-3 ◎中国残留邦人等の支援給付に関する業務 － －

37710001-3 ◎国民健康保険に関する業務 － －

37710004-3 ◎国民年金に関する業務 － －

37710005-3 ◎高齢者医療に関する業務（後期高齢者医療） － －

37710006-3 ◎心身障害者医療費助成に関する業務 － －

42110004-3-3 ◎○獣医衛生に関する業務 － －

42410001-3 ◎教育実習に関する業務 － －

42410003-3 ◎児童福祉措置に関する業務 － －

42410005-3 ◎母子保健に関する業務 － －

42410006-3 ◎精神保健福祉（健康推進課）に関する業務 － －

48110001-3 ◎子ども給付に関する業務 － －

48210001-3-3 ◎保育に関する業務 － －

22150001-4
高輪地区総合支所等複合施設の管理に関する業
務

－ 有

22150002-4 区民センター管理運営に関する業務 － 有

22150003-4
たかなわ子どもコミュニティカレッジ事業運営
支援業務委託

－ －

37210002-4 ●いきいきプラザ等の管理運営に関する業務 － －

48110003-4 ●児童館・学童に関する業務 － －

48210001-4-1 ●保育に関する業務 － －

58610003-4 ☆●個別広聴に関する業務 － －

58610007-4 ●集団広聴に関する業務 － －

協働推進課 22350001-4 ★町会・自治会活動振興に関する業務 － 有

区民課
赤坂地区
総合支所

管理課
高輪地区
総合支所
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部名 課名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

22350002-4 ★区設掲示板に関する業務 － －

22350003-4 ★区民交通傷害保険に関する業務 － 有

22350006-4 ★災害見舞いに関する業務 － －

22350007-4
★高輪地区生活安全・環境美化協議会に関する
業務

－ －

22350008-4
地区内大学生の災害時ボランティア活動推進に
関する業務

－ －

22350013-4 ★環境美化に関する業務 － －

22350022-4 ★防犯灯設置管理助成に関する業務 － －

22350025-4 ★高輪地区政策推進に関する業務 － －

22350028-4 チャレンジコミュニティ大学に関する業務 － 有

22350029-4 高輪情報局に関する業務 － 有

37110004-4 ○保護司に関する業務 － －

37110007-4 ○老人クラブ連合会への助成に関する業務 － －

37210005-4-2 ◎○高齢者福祉サービスに関する業務 － －

42110004-4-2 ◎○獣医衛生に関する業務 － －

48110005-4 ○青少年育成に関する業務 － －

56110003-4 ○公害規制・指導・調査に関する業務 － －

56110004-4 ○環境の普及啓発及び相談等に関する業務 － －

56510002-4 ○リサイクル事業推進に関する業務 － －

62110002-4 ○防災住民組織等に関する業務 － 有

62310001-4 ○生活安全に関する業務 － －

22550001-4 ★緑化推進に関する業務 － －

22550002-4 ★私道整備に関する業務 － －

22550003-4 ★アドプトに関する業務 － －

22550004-4 ★街づくり相談に関する業務 － －

22550005-4 ★自転車対策に関する業務 － －

22550014-4 ★道路掘削・復旧工事指導監督に関する業務 － －

22550015-4 ★屋外広告物許可に関する業務 － 有

22550016-4 ★道路等の占用・使用許可に関する業務 － －

協働推進課

高輪地区
総合支所

まちづくり課
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部名 課名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

22550017-4 ★河川等の占用許可に関する業務 － －

22550018-4
★公園・児童遊園等の占用・使用許可に関する
業務

－ －

22550019-4 ★あき地管理の適正化に関する業務 － －

22550020-4 ★陳情に関する業務 － －

22550021-4 工事説明会等に関する業務 － －

22550022-4 高輪地区子どもの遊び場づくりに関する業務 － －

22550023-4
高輪地区高輪みどりでつながるプロジェクトに
関する業務

－ －

22550024-4 公園の改修設計に関する業務 － －

22750001-4 ★住民基本台帳に関する業務 有 有

22750002-4 ★印鑑登録に関する業務 － 有

22750003-4 ★戸籍に関する業務 有 有

22750004-4 ★公的個人認証に関する業務 － －

22750005-4 ★救急情報の活用支援に関する業務 － －

22750006-4
高輪地区ほっとひといき子育て相談に関する業
務

－ －

32610001-4 ◎特別区民税･都民税に関する業務 － －

32610002-4 ◎軽自動車税に関する業務 － －

32610005-4 ◎自動車臨時運行許可に関する業務 － －

37110002-4 ◎保健福祉の企画・計画及び調整に関する業務 － －

37110003-4 ◎民生委員・児童委員に関する業務 － －

37210001-4
◎高齢者福祉施策の企画・計画・調整のための
各種調査に関する業務

－ －

37210005-4-3 ◎○高齢者福祉サービスに関する業務 － 有

37210006-4 ◎高齢者生活支援に関する業務 有 －

37210009-4 ◎老人福祉法による措置に関する業務 － －

37210010-4 ◎高齢者福祉に係る相談・苦情に関する業務 － －

37310001-4 ◎介護保険に関する業務 － －

37410001-4 ◎身体障害者福祉に関する業務 － －

37410002-4 ◎知的障害者福祉に関する業務 － －

37410003-4 ◎東京都心身障害者扶養共済制度に関する業務 － －

まちづくり課

区民課

高輪地区
総合支所

－114－



部名 課名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

37410004-4 ◎心身障害者福祉手当等に関する業務 － －

37410005-4 ◎障害者等の日常生活援助に関する業務 － －

37410007-4 ◎障害者向け住宅に関する業務 － －

37410008-4 ◎難病医療費助成に関する業務 － －

37410013-4 ◎情報提供・相談に関する業務 － －

37410017-4 ◎精神保健福祉（障害者福祉課）に関する業務 － －

37610001-4 ◎生活保護に関する業務 － －

37610005-4 ◎中国残留邦人等の支援給付に関する業務 － －

37710001-4 ◎国民健康保険に関する業務 － －

37710004-4 ◎国民年金に関する業務 － －

37710005-4 ◎高齢者医療に関する業務（後期高齢者医療） － －

37710006-4 ◎心身障害者医療費助成に関する業務 － －

42110004-4-3 ◎○獣医衛生に関する業務 － －

42410001-4 ◎教育実習に関する業務 － －

42410003-4 ◎児童福祉措置に関する業務 － －

42410005-4 ◎母子保健に関する業務 － －

42410006-4 ◎精神保健福祉（健康推進課）に関する業務 － －

48110001-4 ◎子ども給付に関する業務 － －

48210001-4-3 ◎保育に関する業務 － －

24150001-5 庁舎管理に関する業務 － －

24150002-5 芝浦港南区民センター運営に関する業務 － 有

24150003-5 台場区民センター運営に関する業務 － 有

24150005-5 台場コミュニティぷらざ管理に関する業務 － －

24150006-5 ★芝浦港南地区区民協働スペースに関する業務 － －

24150007-5 伝統文化交流館運営に関する業務 － －

37210002-5 ●いきいきプラザ等の管理運営に関する業務 － －

48110003-5 ●児童館・学童に関する業務 － －

48210001-5-1 ●保育に関する業務 － －

管理課
芝浦港南
地区総合
支所

区民課
高輪地区
総合支所
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部名 課名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

58610003-5 ☆●個別広聴に関する業務 － －

58610007-5 ●集団広聴に関する業務 － －

24350001-5 ★町会・自治会活動振興に関する業務 有 有

24350002-5 ★区設掲示板に関する業務 － －

24350003-5 ★区民交通傷害保険に関する業務 － 有

24350006-5 ★災害見舞いに関する業務 － －

24350007-5
★芝浦港南地区生活安全・環境美化協議会に関
する業務

－ －

24350013-5 ★環境美化に関する業務 － 有

24350020-5 ★防犯灯設置管理助成に関する業務 － －

24350022-5 ★芝浦港南地区政策推進に関する業務 － －

37110004-5 ○保護司に関する業務 － －

37110007-5 ○老人クラブ連合会への助成に関する業務 － －

37210005-5-2 ◎○高齢者福祉サービスに関する業務 － －

42110004-5-2 ◎○獣医衛生に関する業務 － －

48110005-5 ○青少年育成に関する業務 － －

56110003-5 ○公害規制・指導・調査に関する業務 － －

56110004-5 ○環境の普及啓発及び相談等に関する業務 － －

56510002-5 ○リサイクル事業推進に関する業務 － －

62110002-5 ○防災住民組織等に関する業務 － －

62310001-5 ○生活安全に関する業務 － －

24350014-5 ★あき地管理の適正化に関する業務 － －

24350017-5 ★陳情に関する業務 － －

24550001-5 ★緑化推進に関する業務 － －

24550002-5 ★アドプトに関する業務 － －

24550003-5 ★私道整備に関する業務 － －

24550004-5 ★街づくり相談に関する業務 － －

24550005-5 ★自転車対策に関する業務 － －

24550008-5 ドッグランに関する業務 － －

協働推進課

まちづくり課

芝浦港南
地区総合
支所

管理課
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部名 課名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

24550009-5 芝浦公園等管理運営に関する業務 － －

24550014-5 ★道路掘削・復旧工事指導監督に関する業務 － －

24550015-5 ★屋外広告物許可に関する業務 － 有

24550016-5 ★道路等の占用・使用許可に関する業務 － －

24550017-5 ★河川等の占用許可に関する業務 － －

24550018-5
★公園・児童遊園等の占用・使用許可に関する
業務

－ －

24550021-5 工事説明会等に関する業務 － －

24550024-5 公園の改修設計に関する業務 － －

24750001-5 ★住民基本台帳に関する業務 有 有

24750002-5 ★印鑑登録に関する業務 － 有

24750003-5 ★戸籍に関する業務 有 有

24750004-5 ★公的個人認証に関する業務 － －

24750005-5 ★救急情報の活用支援に関する業務 － －

24750006-5 子育てあんしんプロジェクトに関する業務 － －

32610001-5 ◎特別区民税･都民税に関する業務 － －

32610002-5 ◎軽自動車税に関する業務 － －

32610005-5 ◎自動車臨時運行許可に関する業務 － －

37110002-5 ◎保健福祉の企画・計画及び調整に関する業務 － －

37110003-5 ◎民生委員・児童委員に関する業務 － －

37210001-5
◎高齢者福祉施策の企画・計画・調整のための
各種調査に関する業務

－ －

37210005-5-3 ◎○高齢者福祉サービスに関する業務 － －

37210006-5 ◎高齢者生活支援に関する業務 有 －

37210009-5 ◎老人福祉法による措置に関する業務 － －

37210010-5 ◎高齢者福祉に係る相談・苦情に関する業務 － －

37310001-5 ◎介護保険に関する業務 － －

37410001-5 ◎身体障害者福祉に関する業務 － －

37410002-5 ◎知的障害者福祉に関する業務 － －

37410003-5 ◎東京都心身障害者扶養共済制度に関する業務 － －

まちづくり課

区民課

芝浦港南
地区総合
支所
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部名 課名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

37410004-5 ◎心身障害者福祉手当等に関する業務 － －

37410005-5 ◎障害者等の日常生活援助に関する業務 － －

37410007-5 ◎障害者向け住宅に関する業務 － －

37410008-5 ◎難病医療費助成に関する業務 － －

37410013-5 ◎情報提供・相談に関する業務 － －

37410017-5 ◎精神保健福祉（障害者福祉課）に関する業務 － －

37610001-5 ◎生活保護に関する業務 － －

37610005-5 ◎中国残留邦人等の支援給付に関する業務 － －

37710001-5 ◎国民健康保険に関する業務 － －

37710004-5 ◎国民年金に関する業務 － －

37710005-5 ◎高齢者医療に関する業務（後期高齢者医療） － －

37710006-5 ◎心身障害者医療費助成に関する業務 － －

42110004-5-3 ◎○獣医衛生に関する業務 － －

42410001-5 ◎教育実習に関する業務 － －

42410003-5 ◎児童福祉措置に関する業務 － －

42410005-5 ◎母子保健に関する業務 － －

42410006-5 ◎精神保健福祉（健康推進課）に関する業務 － －

48110001-5 ◎子ども給付に関する業務 － －

48210001-5-3 ◎保育に関する業務 － －

32110001-0 区民保養施設管理運営に関する業務 － －

32110010-0 区民斎場の管理運営に関する業務 － －

32110011-0 区民葬儀に関する業務 － －

32110012-0 自衛官募集に関する業務 － －

32110016-0
区民センター指定管理者候補者選考に関する業
務

－ 有

32110017-0
港区スポーツふれあい文化健康財団に関する業
務

－ －

32110022-0 統計調査総務に関する業務 － 有

32110023-0 基幹統計に関する業務 － 有

32110024-0
大平台みなと荘指定管理者候補者選定に関する
業務

－ 有

区民課
芝浦港南
地区総合
支所

地域振興課
産業・地
域振興支
援部
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部名 課名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

32110025-0
○町会・自治会活動振興に関する業務（地域振
興課）

－ －

32110026-0
特定非営利活動団体等との協働の推進に関する
業務

－ 有

32160001-0 外国人相談に関する業務 － －

32160002-0 国際化推進に関する業務 － 有

32160003-0 文化芸術の振興に関する業務 － 有

32160004-0 文化団体に関する業務 有 有

32160005-0
国際化推進施策の企画、計画及び調整に関する
業務

－ 有

32160006-0
文化芸術振興施策の企画、計画及び調整に関す
る業務

－ 有

32210001-0 産業振興に関する業務 － －

32210003-0 消費者センター管理運営に関する業務 － 有

32310001-0 金融・経営相談に関する業務 － －

32310002-0 中小企業等融資あっ旋に関する業務 － 有

32610001-0 ◎特別区民税･都民税に関する業務 有 有

32610002-0 ◎軽自動車税に関する業務 － 有

32610003-0 納税貯蓄組合に関する業務 － －

32610004-0 税理士登録申請者の資格に関する業務 － 有

32610005-0 ◎自動車臨時運行許可に関する業務 － 有

37110001-0 衛生行政に関する業務 有 有

37110002-0 ◎保健福祉の企画・計画及び調整に関する業務 － 有

37110003-0 ◎民生委員・児童委員に関する業務 有 有

37110004-0 ○保護司に関する業務 有 －

37110005-0 社会福祉協議会に関する業務 有 －

37110006-0 赤十字の活動に関する業務 有 有

37110007-0 ○老人クラブ連合会への助成に関する業務 有 有

37110008-0 シルバー人材センター等に関する業務 － －

37110009-0 社会福祉法人認可等及び指導検査に関する業務 － 有

37110010-0
臨時福祉給付金及び子育て世帯臨時特例給付金
の支給に関する業務

－ －

37110011-0 地域包括ケアに関する業務 － －

産業振興課

税務課

国際化・文化
芸術担当

産業・地
域振興支
援部

保健福祉課
保健福祉
支援部

地域振興課
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部名 課名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

37110012-0 港区成年後見制度利用促進に関する業務 － 有

37110013-0 高齢者福祉施設の整備・計画に関する業務 － －

37210001-0
◎高齢者福祉施策の企画・計画・調整のための
各種調査に関する業務

－ 有

37210002-0 ●いきいきプラザ等の管理運営に関する業務 － －

37210003-0 高齢者福祉施設の管理運営に関する業務 有 有

37210005-0 ◎○高齢者福祉サービスに関する業務 有 有

37210006-0 ◎高齢者生活支援に関する業務 有 －

37210007-0 高齢者介護予防に関する業務 － 有

37210009-0 ◎老人福祉法による措置に関する業務 有 有

37210010-0 ◎高齢者福祉に係る相談・苦情に関する業務 － －

介護保険課 37310001-0 ◎介護保険に関する業務 有 有

37410001-0 ◎身体障害者福祉に関する業務 有 有

37410002-0 ◎知的障害者福祉に関する業務 有 有

37410003-0 ◎東京都心身障害者扶養共済制度に関する業務 － 有

37410004-0 ◎心身障害者福祉手当等に関する業務 有 有

37410005-0 ◎障害者等の日常生活援助に関する業務 有 有

37410006-0 障害者団体育成に関する業務 － 有

37410007-0 ◎障害者向け住宅に関する業務 － 有

37410008-0 ◎難病医療費助成に関する業務 有 有

37410013-0 ◎情報提供・相談に関する業務 － －

37410017-0 ◎精神保健福祉（障害者福祉課）に関する業務 有 有

37410018-0 ◎重症心身障害児（者）通所等に関する業務 有 －

37410019-0 障害保健福祉センター管理運営に関する業務 － －

37410020-0 児童療育事業の運営に関する業務 有 －

37410021-0 みなとワークアクティ管理運営に関する業務 － －

37410022-0 工房アミの運営に関する業務 － －

37410023-0 指定自立訓練(機能訓練)に関する業務 － －

37410024-0
◎発達障害児・者及び家族等の支援に関する業
務

－ －

保健福祉課

障害者福祉課

保健福祉
支援部

高齢者支援課
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部名 課名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

37410025-0
◎障害福祉サービス事業者等指導及び監査の実
施に関する業務

－ 有

37410026-0 障害者支援施設等に関する業務 － －

37610001-0 ◎生活保護に関する業務 有 有

37610002-0 ◎貸付金に関する業務 有 －

37610003-0 ◎行旅死亡人・行旅病人取扱いに関する業務 有 有

37610004-0
◎精神障害者の医療保護入院の区長同意に関す
る業務

－ －

37610005-0 ◎中国残留邦人等の支援給付に関する業務 有 有

37610006-0 戦没者遺家族援護に関する業務 － 有

37610007-0 学習相談支援事業に関する業務 － －

37610008-0
港区住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付
金事業に関する業務

－ 有

37710001-0 ◎国民健康保険に関する業務 有 有

37710004-0 ◎国民年金に関する業務 有 有

37710005-0 ◎高齢者医療に関する業務（後期高齢者医療） 有 有

37710006-0 ◎心身障害者医療費助成に関する業務 － －

42110001-0 保健所の管理運営に関する業務 有 有

42110002-0 衛生統計調査に関する業務 － 有

42110003-0 環境衛生に関する業務 有 有

42110004-0 ◎○獣医衛生に関する業務 － 有

42110005-0 食品衛生に関する業務 有 有

42110006-0 医療施設・従事者に関する業務 有 有

42110008-0 薬事、毒劇物及び家庭用品に関する業務 有 有

42110009-0 検査に関する業務 － －

42310003-0 予防接種に関する業務 － 有

42310004-0 感染症の予防に関する業務 有 有

42310008-0 情報提供・相談に関する業務 － －

42310009-0 公害健康被害の補償等に関する業務 有 有

42310010-0 大気汚染に係る健康障害者に関する業務 有 有

健康推進課 42410001-0 ◎教育実習に関する業務 － －

国保年金課

生活福祉調整
課

保健福祉
支援部

保健予防課

生活衛生課

みなと保
健所
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部名 課名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

42410003-0 ◎児童福祉措置に関する業務 － 有

42410004-0 健康増進に関する業務 － 有

42410005-0 ◎母子保健に関する業務 － 有

42410006-0 ◎精神保健福祉（健康推進課）に関する業務 有 －

42410007-0 栄養改善に関する業務 － 有

42410009-0 情報提供・相談に関する業務 － －

42410010-0 成人保健に関する業務 － 有

48110001-0 ◎子ども給付に関する業務 有 有

48110003-0 ●児童館・学童に関する業務 － －

48110005-0 ○青少年育成に関する業務 有 有

48110006-0 港区子ども・子育て会議に関する業務 － －

48110007-0
新型コロナウイルス感染症対策子どもの居所提
供事業に関する業務

－ －

48110009-0 港区児童福祉審議会に関する業務 － －

48110010-0
児童施設災害時等緊急メール配信サービスに関
する業務

－ －

保育課 48210001-0 ●◎保育に関する業務 有 有

48400001-0 子ども家庭支援センター施設利用業務 － －

48400002-0
子ども家庭支援センター所管行政サービスに関
する業務

－ －

48400003-0 要保護児童等の相談に関する業務 － 有

48400004-0
子ども家庭支援センター委託事業等に関する業
務

－ －

48400005-0 一時保育に関する業務 － －

48400006-0 ◎家庭相談に関する業務 － －

49110001-0 児童福祉の相談に関する業務 － 有

49110002-0 児童等に係る調査及び指導に関する業務 － 有

49110003-0 児童の措置に関する業務 － 有

49110004-0 里親又は養子縁組に関する業務 － 有

49110005-0 児童の心理検査、心理治療等に関する業務 － 有

49110006-0 医学診断等に関する業務 － 有

49110007-0
愛の手帳及び特別児童扶養手当の判定に関する
業務

－ 有

子ども家庭支
援センター

子ども家庭課

子ども家
庭支援部

健康推進課
みなと保
健所

児童相談
所

児童相談課
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部名 課名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

49110008-0 児童の一時保護に関する業務 － 有

49110009-0 障害児入所給付費の支給決定に関する業務 － 有

49110010-0 養親希望者手数料負担軽減事業 － －

49110011-0 児童入所施設等措置費徴収に関する業務 － －

50110001-0 都市計画審議会に関する業務 有 －

50110002-0 街づくりの調査等に関する業務 － －

50110003-0 建築審査会に関する業務 有 有

50110004-0 国土利用計画に関する業務 － 有

50110005-0 公有地拡大推進に関する業務 － 有

50110007-0 都市計画に関する業務 － －

50110018-0
港区景観審議会及び港区景観表彰選定審査会に
関する業務

有 －

50110019-0
港区地区まちづくりルール認定審査会に関する
業務

有 －

50110020-0 低炭素まちづくり計画推進協議会に関する業務 － －

50110021-0 緑と水の委員会に関する業務 － －

50210001-0 区民向け住宅に関する業務 － 有

50210003-0 都営住宅に関する業務 － 有

50210004-0 定住促進指導に関する業務 － －

50210005-0 住宅・マンション支援に関する業務 － 有

50210007-0 マンション建替事業に関する業務 － －

50210008-0
マンション敷地売却、建替容積率許可に関する
業務

－ －

50610001-0 建築基準関係法令等に関する業務 有 有

50610002-0 建築紛争調整に関する業務 有 有

50610003-0 被災建築物応急危険度判定に関する業務 － －

50610004-0
租税特別措置法に基づく認定及び証明に関する
業務

－ －

50610005-0
長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づ
く業務

－ 有

50610006-0
既存民間建築物のアスベスト等に係るデータ
ベース作成業務

－ 有

50610007-0
都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく業
務

－ －

50610008-0
建築物耐震診断、耐震改修等支援事業に関する
業務

－ 有

建築課

街づくり
支援部

住宅課

児童相談
所

児童相談課

都市計画課
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部名 課名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

50610009-0 がけ・擁壁改修工事等支援事業に関する業務 － 有

50610010-0
エレベーター安全装置等設置助成事業に関する
業務

－ 有

50910001-0 道路認定等に関する業務 － －

50910015-0
道路等の境界確定・区域証明及び地籍調査に関
する業務

－ －

50910016-0 公園・児童遊園等管理に関する業務 － －

50310001-0 ○街づくり相談に関する業務 － －

50310003-0 開発許可に関する業務 － 有

50310004-0 道路位置指定等に関する業務 － －

50310006-0 土地区画整理事業認可等事務 － －

50310008-0 港区景観協議等に関する業務 － －

50310009-0 東京都風致地区条例の許可事務 － －

再開発担当 50510001-0 市街地再開発に関する業務 － －

品川駅周辺街
づくり担当

50620001-0
品川駅周辺のまちづくりの調整及び支援等に関
する業務

－ －

50710001-0 都市計画道路用地取得に関する業務 － 有

50710002-0 都市計画公園用地取得に関する業務 － 有

50710004-0 細街路における土地の寄付に関する業務 － －

50710005-0 自転車環境整備に係る検討会に関する業務 － －

50820001-0 水害防止に関する業務 － －

50820003-0 道路・公園等の整備計画に関する業務 － －

50830001-0 ○自転車対策に関する業務 － －

50830002-0 公共駐車場利用に関する業務 － －

50830003-0 港区地域公共交通会議に関する業務 － －

50830004-0 交通安全対策に関する業務 － －

56110001-0 環境保全に関する業務 － 有

56110002-0 港区環境マネジメントシステム － －

56110003-0 ○公害規制・指導・調査に関する業務 － －

56110004-0 ○環境の普及啓発及び相談等に関する業務 － －

みなとリサイク
ル清掃事務所

56510001-0 清掃事業推進に関する業務 － －

建築課

街づくり
支援部

環境リサ
イクル支
援部

土木課

開発指導課

土木管理課

環境課

地域交通課
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目的外
利用

外部
提供

56510002-0 ○リサイクル事業推進に関する業務 － －

56510003-0 清掃事業の実施に関する業務 － 有

58110001-0 総合計画に関する業務 － －

58110002-0 外部監査に関する業務 － －

58110003-0 政策研究に関する業務 － －

58110004-0
港区版ふるさと納税（団体応援寄付金）に関す
る業務

－ －

58220001-0 特別定額給付金事業の実施に関する業務 － －

商品券特別給
付担当

58290001-0
新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う非課税
世帯への区内共通商品券の給付に関する業務

－ －

用地・施設活
用担当

58310001-0 用地利用調整等に関する業務 － －

58610001-0 ☆広報に関する業務 有 －

58610002-0 港区ホームページに関する業務 － －

58610003-0 ☆●個別広聴に関する業務 － 有

58610004-0 ☆区民相談に関する業務 － 有

58610005-0 区長、副区長の秘書に関する業務 － －

58610006-0 港区コールセンターに関する業務 － －

58610007-0 ●集団広聴に関する業務 有 －

58610008-0 調査広聴に関する業務 － －

58610009-0 港区デジタルサイネージに関する業務 － －

財政課 58710001-0 ☆予算に関する業務 － －

施設課 58810001-0 区有施設の建設及び改修に関する業務 － 有

62110001-0 非常配備態勢の取りまとめに関する業務 － －

62110002-0 ○防災住民組織等に関する業務 － 有

62110003-0 消防団運営に関する業務 － －

62110004-0 災害対策活動に関する業務 － 有

62110005-0 国民保護協議会に関する業務 － －

62110006-0 災害時要援護者に関する業務 － 有

62110007-0 ☆事件事故等危機管理に関する業務 － －

62110008-0 災害時要配慮者に関する業務 － －

環境リサ
イクル支
援部

みなとリサイ
クル清掃事務
所

企画課

企画経営
部

区長室

防災危機
管理室

防災課
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部名 課名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

62110009-0 水防に関する業務 － 有

62310001-0 ○生活安全に関する業務 － －

62310002-0 ☆暴力団排除事務 － 有

62310003-0 客引き行為等の防止に関する業務 － －

64110001-0 ☆表彰に関する業務 － 有

64110002-0 ☆儀式・式典に関する業務 － －

64110003-0 ☆事故取扱いに関する業務 － －

64110004-0 ☆特別区自治体総合賠償責任保険に関する業務 － 有

64110009-0 ☆港区関係団体等名簿に関する業務 － －

64110010-0 特別職報酬等審議会に関する業務 － －

64110011-0 特別職及び行政委員の選任に関する業務 － －

64110012-0 ☆議案作成に関する業務 － －

64110013-0 ☆争訟に関する業務 － 有

64110014-0 ☆文書管理に関する業務 － －

64110015-0 行政証明に関する業務 － －

64110016-0 法務相談に関する業務 － 有

64110017-0 水難救護に関する業務 － 有

64210001-0 男女平等参画センター管理運営に関する業務 － 有

64210002-0 男女平等参画に関する業務 有 有

64210003-0 人権擁護に関する業務 有 有

64210004-0 平和に関する業務 － 有

64310001-0 ☆情報処理システム管理運用に関する業務 － －

64310002-0 港区情報安全対策指針運用に関する業務 － －

64310003-0 行政情報システム保守・運用に関する業務 － －

64310004-0
住民基本台帳ネットワークシステム保守・運用
に関する業務

－ －

64310005-0 内部情報系システム保守・運用に関する業務 － －

64310006-0 ☆情報公開に関する業務 有 有

64310007-0 ☆個人情報保護に関する業務 有 有

総務課

人権・男女平
等参画担当

防災課
防災危機
管理室

情報政策課

総務部
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部名 課名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

64310008-0 区政資料室管理運営に関する業務 － －

64310009-0 電子申請サービスシステムに関する業務 － －

64310010-0 施設予約システムに関する業務 － －

64410001-0 ☆職員の人事に関する業務 有 有

64410002-0 ☆職員の給与に関する業務 有 有

64410003-0 ☆職員の福利厚生に関する業務 有 有

64410004-0 ☆職員の労働安全衛生に関する業務 － 有

64410010-0 就業体験に関する業務 － －

64610001-0 ☆財産管理に関する業務 有 －

64610002-0 ☆寄付物件受領に関する業務 － －

64610003-0 ☆契約・検査に関する業務 － －

64610004-0 ☆本庁舎管理に関する業務 － －

64610005-0 ☆庁有車管理に関する業務 － －

64610006-0 本庁舎地下駐車場の管理に関する業務 － －

64610007-0 土地・建物の取得に関する業務 － －

64610008-0 私債権管理に関する事務 － －

65110001-0 ☆金銭会計に関する業務 － 有

65110002-0 ☆物品管理に関する業務 － －

85110001-0 選挙執行に関する業務 有 有

85110002-0
他市区町村の選挙に係る不在者投票に関する業
務

－ 有

85110003-0 政治活動に関する業務 － －

85110004-0 検察審査会、及び裁判員制度に関する業務 － 有

85110005-0 明るい選挙推進啓発に関する業務 有 有

87110001-0 ☆監査に関する業務 － －

87110002-0 ☆住民監査請求に関する業務 － 有

87110003-0 監査委員等に関する業務 有 有

75110004-0 ＊事務局職員の人事管理に関する業務 － －

75110005-0 教育委員会運営に関する業務 － 有

選挙管理委員会事務局

監査事務局

会計室 会計室

教育長室
教育推進
部

契約管財課

情報政策課

人事課

総務部
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部名 課名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

75110012-0 私立幼稚園等園児保護者負担軽減に関する業務 有 －

75110013-0 奨学資金給付、貸付に関する業務 － －

75110014-0 私立学校指導・監督に関する業務 － 有

75110015-0
朝鮮学校児童・生徒保護者負担軽減に関する業
務

－ －

75110016-0 ＊幼稚園・こども園広域入園事務 有 －

75110017-0 幼児教育に関する基礎調査業務 － －

75310001-0 社会教育委員に関する業務 有 有

75310002-0 社会教育関係団体の育成に関する業務 有 有

75310003-0 生涯学習の推進に関する業務 有 有

75310004-0
生涯学習センター・青山生涯学習館管理運営に
関する業務

－ －

75310006-0 青少年教育に関する業務 － 有

75310007-0 スポーツ推進委員に関する業務 有 有

75310008-0 社会体育団体の育成に関する業務 有 有

75310009-0 スポーツ大会に関する業務 － 有

75310010-0 スポーツ運営協議会委員に関する業務 有 －

75310011-0 学校施設開放に関する業務 － 有

75310012-0
スポーツセンター等スポーツ施設の管理運営に
関する業務

－ －

75310013-0
スポーツ振興に関するアンケート調査に関する
業務

－ －

75310014-0 青少年委員に関する業務 有 有

75310016-0 港区生涯学習に関する基礎調査業務 － －

75410001-0 図書館資料の提供に関する業務 － －

75410002-0 図書館資料の収集に関する業務 － －

75410003-0 機器・施設の貸し出しに関する業務 － －

75410004-0 図書館行事に関する業務 － －

75410005-0 図書館管理運営に関する業務 － －

75410006-0 文化財に関する業務 － 有

75210001-0 ＊就学に関する業務 有 有

75210002-0 ＊就学援助・就学就園奨励に関する業務 有 －

生涯学習ス
ポーツ振興課

図書文化財課

教育長室

教育推進
部

学務課
学校教育
部
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部名 課名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

75210003-0 ＊学校給食に関する業務 － －

75210004-0 学校安全・保健衛生に関する業務 有 有

75210006-0 校外行事に関する業務 － 有

75210007-0 就園に関する業務 － －

75210008-0 幼稚園運営に関する業務 － －

75210009-0 箱根ニコニコ高原学園の管理運営に関する業務 － －

73700001-0
＊学校職員の服務その他人事の連絡等に関する
業務

有 －

73700002-0 ＊教職員等の給与・旅費等に関する業務 有 有

73700003-0 ＊教職員の共済に関する業務 有 有

73700004-0 ＊教職員、学校職員の福利厚生に関する業務 有 有

73700005-0 ＊教職員に関する業務 有 有

75510002-0 教科書給与・採択に関する業務 有 有

75510003-0 学校教育指導に関する業務 有 有

75510004-0 教育実習に関する業務 － －

75510005-0 連合行事に関する業務 － －

75510006-0 校外学習運営に関する業務 － －

75510007-0 教育相談に関する業務 有 －

75510008-0 教育に関する調査研究業務 有 －

75510009-0 教育センター管理運営に関する業務 － －

75510010-0 ＊理科教育支援に関する業務 － －

75510011-0 学校情報化アクションプランに関する業務 － －

75510012-0 学びの未来応援学習講座に関する業務 － －

75510013-0 特別支援教育に関する業務 有 有

学務課

学校教育
部

教育人事企画
課

教育指導担当
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区分 学校名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

76110101-0 御成門中学校運営に関する業務 有 有

76110102-0 御成門中学校生徒指導に関する業務 － －

76110103-0 御成門中学校学校行事に関する業務 － －

76110104-0 御成門中学校学校安全・保健衛生に関する業務 － －

76110105-0 御成門中学校教職員の研修に関する業務 － －

76111201-0 三田中学校運営に関する業務 有 有

76111202-0 三田中学校生徒指導に関する業務 － 有

76111203-0 三田中学校学校行事に関する業務 － －

76111204-0 三田中学校学校安全・保健衛生に関する業務 － －

76111205-0 三田中学校教職員の研修に関する業務 － －

76110401-0 高松中学校運営に関する業務 有 有

76110402-0 高松中学校生徒指導に関する業務 － －

76110403-0 高松中学校学校行事に関する業務 － －

76110404-0 高松中学校学校安全・保健衛生に関する業務 － －

76110405-0 高松中学校教職員の研修に関する業務 － －

76110501-0 港南中学校運営に関する業務 有 有

76110502-0 港南中学校生徒指導に関する業務 － 有

76110503-0 港南中学校学校行事に関する業務 － －

76110504-0 港南中学校学校安全・保健衛生に関する業務 － －

76110505-0 港南中学校教職員の研修に関する業務 － －

76110601-0 白金の丘中学校運営に関する業務 有 有

76110602-0 白金の丘中学校生徒指導に関する業務 － 有

76110603-0 白金の丘中学校学校行事に関する業務 － －

76110604-0
白金の丘中学校学校安全・保健衛生に関する業
務

－ －

76110605-0 白金の丘中学校教職員の研修に関する業務 － －

76110701-0 六本木中学校運営に関する業務 有 有

76110702-0 六本木中学校生徒指導に関する業務 － 有

76110703-0 六本木中学校学校行事に関する業務 － －

六本木中学
校

中学校

御成門中学
校

三田中学校

高松中学校

港南中学校

白金の丘中
学校
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区分 学校名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

76110704-0 六本木中学校学校安全・保健衛生に関する業務 － －

76110705-0 六本木中学校教職員の研修に関する業務 － －

76110801-0 高陵中学校運営に関する業務 有 有

76110802-0 高陵中学校生徒指導に関する業務 － 有

76110803-0 高陵中学校学校行事に関する業務 － －

76110804-0 高陵中学校学校安全・保健衛生に関する業務 － －

76110805-0 高陵中学校教職員の研修に関する業務 － －

76110901-0 赤坂中学校運営に関する業務 有 有

76110902-0 赤坂中学校生徒指導に関する業務 － 有

76110903-0 赤坂中学校学校行事に関する業務 － －

76110904-0 赤坂中学校学校安全・保健衛生に関する業務 － －

76110905-0 赤坂中学校教職員の研修に関する業務 － －

76111001-0 青山中学校運営に関する業務 有 有

76111002-0 青山中学校生徒指導に関する業務 － 有

76111003-0 青山中学校学校行事に関する業務 － －

76111004-0 青山中学校学校安全・保健衛生に関する業務 － －

76111005-0 青山中学校教職員の研修に関する業務 － －

76111101-0 港陽中学校運営に関する業務 有 有

76111102-0 港陽中学校生徒指導に関する業務 － 有

76111103-0 港陽中学校行事に関する業務 － －

76111104-0 港陽中学校安全・保健衛生に関する業務 － －

76111105-0 港陽中学校教職員の研修に関する業務 － －

76210101-0 御成門小学校運営に関する業務 有 有

76210102-0 御成門小学校児童指導に関する業務 － 有

76210103-0 御成門小学校学校行事に関する業務 － －

76210104-0 御成門小学校学校安全・保健衛生に関する業務 － －

76210105-0 御成門小学校教職員の研修に関する業務 － －

芝小学校 76210201-0 芝小学校運営に関する業務 有 有

六本木中学
校

中学校

小学校

赤坂中学校

青山中学校

港陽中学校

高陵中学校

御成門小学
校
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区分 学校名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

76210202-0 芝小学校児童指導に関する業務 － 有

76210203-0 芝小学校学校行事に関する業務 － －

76210204-0 芝小学校学校安全・保健衛生に関する業務 － －

76210205-0 芝小学校学教職員の研修に関する業務 － －

76210301-0 赤羽小学校運営に関する業務 有 有

76210302-0 赤羽小学校児童指導に関する業務 － 有

76210303-0 赤羽小学校学校行事に関する業務 － －

76210304-0 赤羽小学校学校安全・保健衛生に関する業務 － －

76210305-0 赤羽小学校教職員の研修に関する業務 － －

76210501-0 芝浦小学校運営に関する業務 有 有

76210502-0 芝浦小学校児童指導に関する業務 － 有

76210503-0 芝浦小学校学校行事に関する業務 － －

76210504-0 芝浦小学校学校安全・保健衛生に関する業務 － －

76210505-0 芝浦小学校教職員の研修に関する業務 － －

76210601-0 御田小学校運営に関する業務 有 有

76210602-0 御田小学校児童指導に関する業務 － 有

76210603-0 御田小学校行事に関する業務 － －

76210604-0 御田小学校学校安全・保健衛生に関する業務 － －

76210605-0 御田小学校教職員の研修に関する業務 － －

76210701-0 高輪台小学校運営に関する業務 有 有

76210702-0 高輪台小学校児童指導に関する業務 － 有

76210703-0 高輪台小学校学校行事に関する業務 － －

76210704-0 高輪台小学校学校安全・保健衛生に関する業務 － －

76210705-0 高輪台小学校教職員の研修に関する業務 － －

76210801-0 白金小学校運営に関する業務 有 有

76210802-0 白金小学校児童指導に関する業務 － 有

76210803-0 白金小学校学校行事に関する業務 － －

76210804-0 白金小学校学校安全・保健衛生に関する業務 － －

小学校

芝小学校

白金小学校

芝浦小学校

御田小学校

高輪台小学
校

赤羽小学校
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区分 学校名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
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白金小学校 76210805-0 白金小学校教職員の研修に関する業務 － －

76210901-0 白金の丘小学校運営に関する業務 有 有

76210902-0 白金の丘小学校児童指導に関する業務 － 有

76210903-0 白金の丘小学校学校行事に関する業務 － －

76210904-0
白金の丘小学校学校安全・保健衛生に関する業
務

－ －

76210905-0 白金の丘小学校教職員の研修に関する業務 － －

76211101-0 港南小学校運営に関する業務 有 有

76211102-0 港南小学校児童指導に関する業務 － 有

76211103-0 港南小学校学校行事に関する業務 － －

76211104-0 港南小学校学校安全・保健衛生に関する業務 － －

76211105-0 港南小学校教職員の研修に関する業務 － －

76211201-0 麻布小学校運営に関する業務 有 有

76211202-0 麻布小学校児童指導に関する業務 － 有

76211203-0 麻布小学校学校行事に関する業務 － －

76211204-0 麻布小学校学校安全・保健衛生に関する業務 － －

76211205-0 麻布小学校教職員の研修に関する業務 － －

76211301-0 南山小学校運営に関する業務 有 有

76211302-0 南山小学校児童指導に関する業務 － 有

76211303-0 南山小学校学校行事に関する業務 － －

76211304-0 南山小学校学校安全・保健衛生に関する業務 － －

76211305-0 南山小学校教職員の研修に関する業務 － －

76211401-0 本村小学校運営に関する業務 有 有

76211402-0 本村小学校児童指導に関する業務 － 有

76211403-0 本村小学校学校行事に関する業務 － －

76211404-0 本村小学校学校安全・保健衛生に関する業務 － －

76211405-0 本村小学校教職員の研修に関する業務 － －

76211501-0 笄小学校運営に関する業務 有 有

76211502-0 笄小学校児童指導に関する業務 － 有
笄小学校

小学校

港南小学校

白金の丘小
学校

麻布小学校

南山小学校

本村小学校
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76211503-0 笄小学校学校行事に関する業務 － －

76211504-0 笄小学校学校安全・保健衛生に関する業務 － －

76211505-0 笄小学校教職員の研修に関する業務 － －

76211701-0 東町小学校運営に関する業務 有 有

76211702-0 東町小学校児童指導に関する業務 － 有

76211703-0 東町小学校学校行事に関する業務 － －

76211704-0 東町小学校学校安全・保健衛生に関する業務 － 有

76211705-0 東町小学校教職員の研修に関する業務 － －

76211801-0 赤坂小学校運営に関する業務 有 有

76211802-0 赤坂小学校児童指導に関する業務 － 有

76211803-0 赤坂小学校学校行事に関する業務 － －

76211804-0 赤坂小学校学校安全・保健衛生に関する業務 － －

76211805-0 赤坂小学校教職員の研修に関する業務 － －

76211901-0 青山小学校運営に関する業務 有 有

76211902-0 青山小学校児童指導に関する業務 － 有

76211903-0 青山小学校学校行事に関する業務 － －

76211904-0 青山小学校学校安全・保健衛生に関する業務 － －

76211905-0 青山小学校教職員の研修に関する業務 － －

76212001-0 青南小学校運営に関する業務 有 有

76212002-0 青南小学校児童指導に関する業務 － 有

76212003-0 青南小学校学校行事に関する業務 － －

76212004-0 青南小学校学校安全・保健衛生に関する業務 － －

76212005-0 青南小学校教職員の研修に関する業務 － －

76212101-0 港陽小学校運営に関する業務 有 有

76212102-0 港陽小学校児童指導に関する業務 － 有

76212103-0 港陽小学校学校行事に関する業務 － －

76212104-0 港陽小学校学校安全・保健衛生に関する業務 － －

76212105-0 港陽小学校教職員の研修に関する業務 － －

笄小学校

小学校

赤坂小学校

青山小学校

青南小学校

港陽小学校

東町小学校
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76310301-0 赤羽幼稚園運営に関する業務 有 有

76310302-0 赤羽幼稚園園児指導に関する業務 － －

76310303-0 赤羽幼稚園学校行事に関する業務 － －

76310304-0 赤羽幼稚園学校安全･保健衛生に関する業務 － －

76310305-0 赤羽幼稚園教職員の研修に関する業務 － －

76310501-0 芝浦幼稚園運営に関する業務 － －

76310502-0 芝浦幼稚園園児指導に関する業務 － －

76310503-0 芝浦幼稚園学校行事に関する業務 － －

76310504-0 芝浦幼稚園学校安全・保健衛生に関する業務 － －

76310505-0 芝浦幼稚園教職員の研修に関する業務 － －

76310601-0 高輪幼稚園運営に関する業務 有 有

76310602-0 高輪幼稚園園児指導に関する業務 － 有

76310603-0 高輪幼稚園学校行事に関する業務 － －

76310604-0 高輪幼稚園学校安全･保健衛生に関する業務 － －

76310605-0 高輪幼稚園教職員の研修に関する業務 － －

76310701-0 白金台幼稚園運営に関する業務 － 有

76310702-0 白金台幼稚園園児指導に関する業務 － 有

76310703-0 白金台幼稚園学校行事に関する業務 － 有

76310704-0 白金台幼稚園学校安全･保健衛生に関する業務 － －

76310705-0 白金台幼稚園教職員の研修に関する業務 － 有

76310801-0 三光幼稚園運営に関する業務 － 有

76310802-0 三光幼稚園園児指導に関する業務 － 有

76310803-0 三光幼稚園学校行事に関する業務 － －

76310804-0 三光幼稚園学校安全･保健衛生に関する業務 － －

76310805-0 三光幼稚園教職員の研修に関する業務 － －

76311001-0 港南幼稚園運営に関する業務 有 有

76311002-0 港南幼稚園園児指導に関する業務 － 有

76311003-0 港南幼稚園学校行事に関する業務 － －

赤羽幼稚園

芝浦幼稚園

港南幼稚園

幼稚園

白金台幼稚
園

三光幼稚園

高輪幼稚園
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区分 学校名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

76311004-0 港南幼稚園学校安全･保健衛生に関する業務 － －

76311005-0 港南幼稚園教職員の研修に関する業務 － －

76311101-0 麻布幼稚園運営に関する業務 － 有

76311102-0 麻布幼稚園園児指導に関する業務 － －

76311103-0 麻布幼稚園学校行事に関する業務 － 有

76311104-0 麻布幼稚園学校安全･保健衛生に関する業務 － －

76311105-0 麻布幼稚園教職員の研修に関する業務 － －

76311201-0 南山幼稚園運営に関する業務 － 有

76311202-0 南山幼稚園園児指導に関する業務 － －

76311203-0 南山幼稚園学校行事に関する業務 － －

76311204-0 南山幼稚園学校安全･保健衛生に関する業務 － －

76311205-0 南山幼稚園教職員の研修に関する業務 － －

76311301-0 本村幼稚園運営に関する業務 有 有

76311302-0 本村幼稚園園児指導に関する業務 － －

76311303-0 本村幼稚園学校行事に関する業務 － －

76311304-0 本村幼稚園学校安全･保健衛生に関する業務 － －

76311305-0 本村幼稚園教職員の研修に関する業務 － 有

76311701-0 中之町幼稚園運営に関する業務 － －

76311702-0 中之町幼稚園園児指導に関する業務 － －

76311703-0 中之町幼稚園学校行事に関する業務 － －

76311704-0 中之町幼稚園学校安全･保健衛生に関する業務 － －

76311705-0 中之町幼稚園教職員の研修に関する業務 － －

76311901-0 青南幼稚園運営に関する業務 － 有

76311902-0 青南幼稚園園児指導に関する業務 － －

76311903-0 青南幼稚園学校行事に関する業務 － －

76311904-0 青南幼稚園学校安全･保健衛生に関する業務 － 有

76311905-0 青南幼稚園教職員研修に関する業務 － －

港南幼稚園

幼稚園

青南幼稚園

麻布幼稚園

南山幼稚園

中之町幼稚
園

本村幼稚園
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区分 学校名 管理番号 事務の名称
目的外
利用

外部
提供

76312001-0 にじのはし幼稚園運営に関する業務 － 有

76312002-0 にじのはし幼稚園園児指導に関する業務 有 －

76312003-0 にじのはし幼稚園学校行事に関する業務 － －

76312004-0
にじのはし幼稚園学校安全･保健衛生に関する業
務

－ －

76312005-0 にじのはし幼稚園教職員の研修に関する業務 － －

幼稚園
にじのはし
幼稚園
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（４）個人情報保護制度において区長が指定する法人等 

港区個人情報保護条例第３条３項に基づき、区が出資する法人等で区長が指定する法人等

は、個人情報の保護に関する区の施策に留意しつつ、個人情報を保護するために必要な措置

を講じるように努めなければならないとされ、現在以下の法人等が指定されています。 

 

№ 団 体 名           指定年月日       

1 （社福）港区社会福祉協議会 平成６年３月 10 日 

2 （公社）港区シルバー人材センター 平成６年３月 10 日 

3 （公財）港区スポーツふれあい文化健康財団 平成８年４月１日 

 

  指定基準 

   区から 50％以上の出資を受けている団体又は区との一体性が強く、区から補助金を

受けている団体であって、下記のいずれかに該当しているもの 

   １ 区から個人情報の提供を頻繁に受けている。 

   ２ 区から個人情報を取り扱う業務の委託を受けている。 

   ３ 区の公の施設の指定管理者となっている。 

   ４ 独自に個人情報を収集及び利用している。 
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５ 特定個人情報保護の運用状況 
 

（１）特定個人情報保護評価（ＰＩＡ）実施状況（区長） 

評価書 

番号 
所管課 事務の名称 評価書 最新公表日 

001 
芝地区総合支所

区民課 
住民基本台帳に関する事務 

基礎項目評価書 

全項目評価書 
令和３年７月１日 

002 税務課 
特別区民税の賦課及び徴収

に関する事務 

基礎項目評価書 

全項目評価書 
令和３年７月１日 

003 税務課 
軽自動車税（種別割）の賦

課及び徴収に関する事務 
基礎項目評価書 令和３年７月１日 

004 高齢者支援課 
養護老人ホーム入所措置に

関する事務 

基礎項目評価書 

（任意） 
令和３年７月１日 

005 
高齢者支援課・

介護保険課 
介護保険に関する事務 基礎項目評価書 令和３年７月１日 

006 介護保険課 
介護保険付加給付に関する

事務 
基礎項目評価書 令和３年７月１日 

007 障害者福祉課 
障害者福祉の法内制度に関

する事務 
基礎項目評価書 令和３年７月１日 

008 障害者福祉課 
障害者福祉の独自制度に関

する事務 
基礎項目評価書 令和３年７月１日 

009 生活福祉調整課 生活保護に関する事務 基礎項目評価書 令和３年７月１日 

010 生活福祉調整課

生活保護世帯及び中国残留

邦人等支援給付受給世帯へ

の法外援護に関する事務 

基礎項目評価書 令和３年７月１日 

011 生活福祉調整課
中国残留邦人等支援給付に

関する事務 

基礎項目評価書 

（任意） 
令和３年７月１日 

012 国保年金課 国民健康保険に関する事務 
基礎項目評価書 

重点項目評価書 
令和３年７月１日 

013 国保年金課 
国民年金及び年金生活者支

援給付金に関する事務 
基礎項目評価書 令和３年７月１日 

014 国保年金課 
後期高齢者医療に関する事

務 
基礎項目評価書 令和４年３月９日 

015 児童相談課 

児童福祉法による里親関係

事務、障害児入所給付費・

医療費の支給関係事務、日

常生活援助・指導関係事

務、負担能力の認定及び費

用の徴収等に関する事務 

基礎項目評価書 

（任意） 
令和３年７月１日 
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評価書 

番号 
所管課 事務の名称 評価書 最新公表日 

016 保健予防課 予防接種に関する事務 
基礎項目評価書 

全項目評価書 
令和４年３月９日 

017 保健予防課 感染症予防に関する事務 基礎項目評価書 令和３年７月１日 

018 健康推進課 母子保健に関する事務 基礎項目評価書 令和３年７月１日 

019 健康推進課 健康増進に関する事務 
基礎項目評価書 

重点項目評価書 
令和４年３月９日 

020 子ども家庭課 子ども給付に関する事務 基礎項目評価書 令和３年７月30日 

021 保育課 保育園運営に関する事務 基礎項目評価書 令和３年７月１日 

022 子ども家庭課 母子等支援に関する事務 
基礎項目評価書 

（任意） 
令和３年７月１日 

023 子ども家庭課 
子ども給付の独自制度に関

する事務 
基礎項目評価書 令和３年７月１日 

024 保育課 
港区独自保育の実施に関す

る事務 
基礎項目評価書 令和３年７月１日 

025 
子ども家庭支援

センター 

母子等支援の独自制度に関

する事務 
基礎項目評価書 令和３年７月１日 

026 住宅課 区営住宅等に関する事務 基礎項目評価書 令和３年７月１日 

027 住宅課 区立住宅に関する事務 
基礎項目評価書 

（任意） 
令和３年７月１日 

028 防災課 
被災者台帳作成に関する事

務 

基礎項目評価書 

（任意） 
令和３年７月１日 
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（２）特定個人情報保護評価（ＰＩＡ）実施状況（教育委員会） 

評価書 

番号 
所管課 事務の名称 評価書 最新公表日 

029 学務課 
就学援助（医療費）に関
する事務 

基礎項目評価書 

（任意） 
令和３年７月１日

030 学務課 就学援助に関する事務 基礎項目評価書 令和３年７月１日

031 学務課 
区立幼稚園の入園等に関
する事務 基礎項目評価書 令和３年７月１日

032 学務課 
区立幼稚園保育料徴収に
関する事務 基礎項目評価書 令和３年７月１日

033 教育長室 

子ども・子育て支援新制
度に関する事務（私立幼
稚園・認定こども園１号
認定） 

基礎項目評価書 令和３年７月１日
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港区情報公開・個人情報保護審査会 
 

 

   

１ 港区情報公開・個人情報保護審査会･･･････････････････････････145 
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１ 港区情報公開・個人情報保護審査会 

 

情報公開及び自己情報開示等の請求の可否決定について不服申立てがあった場合に、

実施機関からの諮問に応じて審査するため区長の付属機関として設置されており、学識

経験者５人で構成されています。 

 

（１）港区情報公開・個人情報保護審査会委員（５人） 

                                 （敬称略） 

氏     名 役   職   等 

会 長   中 村 晶 子 弁護士 

副会長  渡 邊 涼 介 弁護士 

委 員  青 木 淳 一 

（令和４年１月１日就任） 
慶應義塾大学法学部准教授 

委  員  朝 吹 英 太 弁護士 

委 員  佐 藤 拓 磨 

（令和３年12月31日退任） 
慶應義塾大学法学部教授 

委 員  水 町 雅 子 弁護士 

任期 令和３年１月１日～令和４年12月31日 役職等は令和４年１月１日現在 

 

（２）令和３年度港区情報公開・個人情報保護審査会開催状況 

回 年月日 審議等の内容 

１ 
令和３年 

４月16日 

区政情報公開請求、自己情報開示等請求（２件）に係る処分に

ついての審査請求に関する審議 

２ 
令和３年 

５月17日 

区政情報公開請求、自己情報開示等請求（２件）に係る処分に

ついての審査請求に関する審議 

３ 
令和３年 

６月14日 

区政情報公開請求、自己情報開示等請求（２件）に係る処分に

ついての審査請求に関する審議 

４ 
令和３年 

７月26日 

自己情報開示等請求（２件）に係る処分についての審査請求に

関する審議 

５ 
令和３年 

８月24日 

自己情報開示等請求に係る処分についての審査請求に関する審

議、区政情報公開請求に係る処分についての審査請求に関する

報告 
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